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包括外部監査の結果報告書 
 
第１ 外部監査の概要 
１．外部監査の種類 
地方自治法第 252 条の 27 第２項並びに大田区外部監査契約に基づく監査

に関する条例第２条第１項の規定に基づく包括外部監査 
 
２．選定した特定の事件 
高齢者施設の管理運営について 

 
３．特定の事件を選定した理由 
   大田区は、平成 13 年３月に大田区長期基本計画｢おおたプラン２０１５｣

を策定し、｢安心・輝き・潤い｣のまちづくりを目標としてその実現に取り

組んでいる。    
また、目標実現のためには、区政を取り巻く外部環境要因、内部環境要

因に対応して、それぞれの分野において重点的に推進すべく施策を選択し、

限られた財源を効果的に配分していくことが重要である。 
｢おおたプラン２０１５｣の重点計画のひとつとして、｢すこやかに地域で

暮らせる福祉のまちづくり｣が掲げられている。この計画の背景は、第一に

長寿社会の到来を踏まえ、区民一人ひとりが尊厳を持ち、自立した生活が

行われるような多様できめ細かなサービスのできる仕組みを地域社会に築

きあげる必要があること、第二に利用者が自分に合ったサービスを選択で

きる福祉サービス制度を一層充実させること、第三に地域住民が当事者と

して参加する福祉のまちづくりを協働して進めることが必要であることと

している。 

また、保健・福祉分野別の計画のひとつとして、｢高齢者がいきいき暮ら

せるまち｣の実現を目指している。 
 
平成 18 年４月 1 日現在、大田区における 65 歳以上の高齢者人口は、約

12 万４千人となり、区民の約 18.8％が高齢者であることから、高齢者を家

族に持つ家庭も相当数に上ると考えられる。 
高齢者が、長年住みなれた地域で自分らしい暮らしを続けるためには、

支援を必要とする人の視点に立った多様なサービスの提供及び地域全体で

様々な課題に取り組むこと等が重要である。 
このような環境の中、保健福祉分野では、少子・高齢化などに伴い、保

健福祉サービスの需要の多様化や介護保険制度などの制度改革が進む状況

にある。その中で、高齢者施設の管理運営は、高齢者のみならずその家族
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にとっても、サービスの向上と管理の効率化は強い関心事と思われる。 

さらに、地方自治法の改正に伴い、制度として平成 15 年からの指定管理

者制度の導入及び昨今の介護保険の改正等が、区の事務事業を通して高齢

者及びその家族への福祉の増進にどう影響するのか気がかりなところであ

る。 
よって、具体的に、高齢者施設の管理運営が、いかに効率的に行われ、

行政サービスの向上にどのように寄与しているかという点を、合規性、経

済性、有効性の面から監査することが必要と認めたものである。 
 
４．外部監査対象機関 
高齢者施設管理運営の執行事務担当部局及び委託先の財政援助団体等 

 
５．外部監査実施対象期間 
平成 17 年度を対象とするが、必要に応じて平成 18 年度及び過年度に及

んでいる場合もある。 
 
６．外部監査の方法 
 （１）監査の視点 
（共通事項） 
① 区の条例、規則等に基づいて、各施設の運営が適切になされているか。 
② 高齢者施設の管理運営が効率的になされているか。 
③ 高齢者施設の点検等は、定期的になされているか。 
④ 高齢者施設の会計管理、物品管理は適切になされているか。 
⑤ 高齢者施設のサービスの満足度等の分析がなされているか。 
⑥ 施設設備は、効率的に利用されているか。 
⑦ 使用者、利用者の満足度（施設サービスの一定のレベルの維持を含む）
は把握されているか。 
⑧ 危機管理は、適切になされているか。 
⑨ 収入及び支出が適切に計上されているか。 

 
  

(管理委託の場合) 
① 高齢者施設の運営改善についての課題について、取り組みが適切になさ
れているか。 
② 担当部課は、管理運営委託した高齢者施設を適切に指導、監督している
か。 
③ 委託先への委託業務が管理運営委託契約書に従って、適正に効率性をも
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って有効になされているか。 
④ 委託先との管理運営委託契約書の条項は、適正なものか。 
⑤ 委託料の算定は、合理的な基準に基づき、適正になされているか。 
⑥ 委託料の精算方式は、適正なものか。また、予算と実績との差異の原因
分析が適切になされているか。 
⑦ 委託料の支払方法は、管理運営委託契約書に従ってなされているか。 
⑧ 委託先の再委託は、再委託可能なものであり、再委託先の選定方法、契
約方法、承認方法が適正なものか。 
⑨ 委託先でのコスト削減努力が実施されているか。 
 
 （直営の場合） 
① 管理委託（指定管理者制度への移行を含む）と直営の場合との検討がな
されているか。 
② コスト削減の取り組みがなされているか。 

 
（２）主な監査手続 
  高齢者施設の各施設について、必要に応じて各種監査手続を実施する。 
（共通事項） 
① 区の条例、規則等に基づいて、各施設の運営が適切になされていること
を確かめる。 
② 高齢者施設の管理運営が効率的になされていることを、予算書、事業報
告書の閲覧、関係者に対する質問等により確かめる。 
③ 高齢者施設の点検等は、所定の規程等により定期的になされていること
を確かめる。 
④ 高齢者施設の会計管理、物品管理が所定の規程等に準拠していることを
確かめる。また、必要に応じて実査をする。 
⑤ 高齢者施設のサービスの満足度等の分析がなされていることを関係者
に対する質問、報告書等によって確かめる。 
⑥ 施設設備は、効率的に利用されていることを事業報告書の閲覧、関係者
に対する質問等により確かめる。 
⑦ 使用者、利用者の満足度（施設サービスの一定のレベルの維持を含む）
を把握していることを報告書の閲覧、関係者に対する質問等により確か

める。 
⑧ 危機管理は、適切になされているか報告書の閲覧、関係者に対する質問
等により確かめる。 
⑨ 収入及び支出が適切に計上されているかを、証憑突合、各種比較分析、
帳簿突合、計算突合、関係者に対する質問、現場視察等により確かめる。 
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 (管理委託の場合) 
① 高齢者施設の運営改善についての課題について、取り組みが適切になさ
れていることを関係書類の閲覧、関係者に対する質問、現場視察、規程、

契約書等により確かめる。 
② 担当部課は、管理運営委託した高齢者施設を適切に指導、監督している
か担当部課に対する質問、現場視察等により確かめる。 
③ 委託先への委託業務が管理運営委託契約書に従って、適正に効率性をも
って有効になされていることを証憑突合、各種比較分析、関係者に対す

る質問、書類閲覧等により確かめる。 
④ 委託先との管理運営委託契約書の条項は、適正なものかを管理運営契約
書の内容検討、関係者に対する質問等により確かめる。 
⑤ 委託料の算定は、合理的な基準に基づき、適正になされているかを、予
算書、事業報告書、書類閲覧、各種比較分析、関係者に対する質問等に

より確かめる。 
⑥ 委託料の精算方式は、適正なものかを管理運営委託契約書、事業報告書、
書類閲覧、関係者に対する質問、委託先の財政状況の検討等により確か

める。また、予算と実績との差異の原因分析が適切になされているかを

資料閲覧、関係者に対する質問等により確かめる。 
⑦ 委託料の支払方法は、管理運営委託契約書に従ってなされているかを証
憑等で確かめる。 
⑧ 委託先の再委託は、再委託可能なものであり、再委託先の選定方法、契
約方法、承認方法が適正なものであることを、管理運営委託契約書、規

程、書類閲覧等により確かめる。 
⑨ 管理方法の見直しが検討されているかを、書類閲覧、関係者に対する質
問等により確かめる。 
⑩ 委託先でのコスト削減努力が実施されていることを、書類閲覧、各種比
較分析、関係者に対する質問等により確かめる。 

 
 （直営の場合） 
① 管理委託（指定管理者制度への移行を含む）と直営の場合との検討がな
されているか書類閲覧、関係者に対する質問等により確かめる。 
② コスト削減の取り組みがなされていることを、書類閲覧、関係者に対す
る質問、各種比較分析、内容等により確かめる。 



5 

７．外部監査の実施期間 
平成 18 年８月 20 日 ～平成 19 年１月 31 日 

 
８．利害関係 
包括外部監査の対象とした事件につき、地方自治法第 252 条の 29 の規定

により記載すべき利害関係はない。 

 
９．外部監査人補助者（アイウエオ順） 
 
  公認会計士  岩波 一泰      公認会計士  鳥海 美穂 
公認会計士  上田 孝二郎 公認会計士  中村 孝 

公認会計士  鈴木 誠 公認会計士  古田 昇 

公認会計士  戸高 昭二 会計士補   青木 亮 

  

10．金額等単位 
    記載金額等について、単位未満の端数調整をして表示している場合があ
る。 
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第２ 外部監査対象の概要 
１．高齢者施設の概要 
 （１）大田区高齢者施設一覧（平成 17 年度） 
  
施設名 区 内 施 設

数 

所管部課等 

（名称は直近の平

成 18 年度による） 

備  考 

  ６ 保健福祉部 

高齢事業課 

区立施設。 

運営は、管理代行委託 

特別養護老人ホーム 

  ４ 保健福祉部 

高齢事業課 

民立施設。 

区が優先入所手続を実施 

高齢者在宅ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ １２ 保健福祉部 

高齢事業課 

区立施設。 

運営は、管理代行委託 

軽費老人ホーム（B型）   １ 保健福祉部 

高齢事業課 

区立施設。 

運営は、管理代行委託 

在宅介護支援ｾﾝﾀｰ 

 

２０ 保健福祉部 

高齢事業課 

区が運営を委託 

 

養護老人ホーム   ２ 保健福祉部 

高齢事業課 

民立施設。区が老人福祉法に

よる措置入所 

老人保健施設   ４ 保健福祉部 

高齢事業課 

民立施設。運営支援、相談等 

認知症対応型共同生活

介護（ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ） 

１１ 保健福祉部 

高齢事業課 

民立施設。運営支援、相談等 

老人いこいの家 ２１ 保健福祉部 

高齢福祉課 

区立施設。区が運営 

（うち１か所委託） 

高齢者アパート １７ まちづくり推進部 

住宅課 

民立施設。区が運営 

区立シルバーピア   ７ まちづくり推進部 

住宅課 

区立施設。区が運営 

区営シルバーピア   ８ まちづくり推進部 

住宅課 

一部区立・一部民立施設。区

が運営 

区民センター   ７ 地域行政センター 

各出張所 

区立施設。区が運営 

区民センター内に高齢者用施

設の設置 

                         （各部局からの報告より） 
※平成 18 年度には【地域包括支援ｾﾝﾀｰ】が新設された。 
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（２）福祉施設サービス事業内容 
 上記（１）に示した種類別高齢者施設の各々の事業内容は次の通りである。 
                    
特別養護老人ホーム

（介護老人福祉施設） 

日常生活に常時介護が必要で、自宅では介護が困難な高齢者が

入所する。 

食事、入浴、排泄などの日常生活の介護や機能訓練、健康管理

が受けられる。 

高齢者在宅ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ 通所介護施設で、食事、入浴などの日常生活上の支援や、生活

行為向上のための支援、及び、その人の目標に合わせた選択的

サービスを提供する。 

軽費老人ホーム（B型） 健康で自立可能な高齢者の自主性を尊重した施設。通常は利用

者が自炊して生活し、必要に応じて相談、病気の時の給食など

のサービスを提供する。※区立としては「おおもり園」がある。 

在宅介護支援ｾﾝﾀｰ 

 

在宅で介護を必要とする高齢者やその家族に対して、在宅介護

に関する総合的な相談に応じ、そのニーズに適した適切な保健

福祉サービスが受けられるよう専門職員が支援する。 

養護老人ホーム 環境上の理由と経済的理由により、居宅での日常生活に支障が

あり、かつ必要な養護を受けることが困難な高齢者を入所させ

養護する施設。 

老人保健施設 病状が安定し、治療よりは看護や介護に重点を於いたケアが必

要な高齢者等が入所する。医学的な管理のもとで、日常生活の

介護や機能訓練が受けられる。 

認知症対応型共同生活

介護（ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ） 

認知症高齢者がスタッフの介護を受けながら少人数で共同生活

する住宅。 

老人いこいの家 高齢者に教養の向上、レクリエーション等のための場を提供し、

高齢者の心身の健康増進を図ることを目的とした施設。 

広間・静養室・娯楽室があり、昼間は高齢者の施設として利用、

夜間は会合等のため一般にも開放する。なお、集会室が併設さ

れている施設もある。 

高齢者アパート 住宅に困っている高齢者に、区が民間から借り上げたアパート

を提供して生活の安定をはかることを目的としている。 

区立シルバーピア 65歳以上のひとり暮らしや二人世帯の住宅にお困りの方が自立

して、安全かつ快適な日常生活が送れる住宅。また緊急時の対

応や日常生活の相談にも応じられるように生活協力員（ワーデ

ン）が居住及び派遣されている。 

区営シルバーピア 民間から住宅を借り上げ、上記と同様の目的で住宅を提供して
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いる。 

区民センター 各区民センター（萩中集会所・大森東地域センターを含む７か

所）にゆうゆうくらぶが併設されており、老人いこいの家と同

様の事業を行っている。 

         （平成 18 年度大田区高齢者保健福祉のハンドブックより） 
 
２．高齢者施設の管理運営方法 
（１）区が直接運営する形態（以下「直営方式」という。） 

 

施設名 条例等 

高齢者アパート 大田区高齢者アパート規則 
区立シルバーピア 大田区立シルバーピア条例 

大田区立シルバーピア条例施行規則 

区営シルバーピア 大田区営住宅条例 
大田区営住宅条例施行規則 

区民センター 大田区立区民センター条例 
大田区立区民センター条例施行規則 

 
（２）区が委託して運営している形態（以下「委託方式」という。） 

 

施設名 条例等 

特別養護老人ホーム 大田区立特別養護老人ホーム条例 
大田区立特別養護老人ホーム条例施行規則 

高齢者在宅サービスセン

ター 
大田区立高齢者在宅サービスセンター条例 
大田区立高齢者在宅サービスセンター条例

施行規則 

軽費老人ホーム 大田区立軽費老人ホーム条例 
大田区立軽費老人ホーム条例施行規則 

在宅介護支援センター 大田区在宅介護支援センター運営事業実施
要綱 

   
（３）「直営方式」と「委託方式」の併用 ※ 

施設名 条例等 

老人いこいの家 大田区老人いこいの家条例 

大田区老人いこいの家条例施行規則 

※老人いこいの家のうち、山王高齢者センターは、Ｓ会に委託しており、そ
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れ以外の老人いこいの家 20 館は直営である。 
※条例等は、平成 17 年度版大田区例規集より抽出した。 

 
（４）指定管理者制度 
地方自治法の改正により、公の施設の管理について、これまでの限定され

た団体に委託することが可能だった「管理委託制度」が廃止され、指定管理

者に管理を代行させる「指定管理者制度」が導入された。 
この制度は、公の施設に係る管理主体の範囲を民間事業者まで広げること

により、住民サービスの向上、行政コストの削減等を図る目的で創設された

ものである。 
現在、管理運営を委託している公の施設については、平成 18 年９月１日

までに指定管理者制度に移行するか、直営で管理するか選択することになっ

た。 
区立高齢者施設としては、区立特別養護老人ホームをはじめ、平成 18 年

４月（平成 18 年度）から実施されることになった施設もある。 
 
  次に、従来からの管理委託制度と、指定管理者制度の主な違いを掲げる。 

 
改正前（管理委託制度）と改正後（指定管理者制度）の違い 

 

 改正前（管理委託制度） 改正後（指定管理者制度） 

１ 管理を行うもの ① 区の 1/2 以上出資法人 

② 公共団体 

③ 公共的団体 

・ ・法人その他の団体で区が指定

するもの 

＊民間事業者も可 

２ 施設の使用許可権限 ・ 区 ・区又は指定管理者 

３ 条例において規定す

べき事項 

① 委託の条件等基本的事

項 

② 管理受託者 

① 指定管理者の指定の手続 

② 管理の基準 

③ 業務の範囲 

４ 区と管理を行うもの

との関係 

契約関係（委託⇔受託） 管理の代行＊指定管理者の指

定は行政処分に当ります 

５ 手続 条例で指定した管理受託者

と毎年度随意契約締結 

 

・ 条例で定めた基準により、

管理者を指定    

＊指定管理者、指定の期間の議

決 

＊議決後に協定締結 

               （大田区指定管理者導入検討マニュアルより）   
                      ＊印は・項目の補足である 
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３．区の高齢者人口の推移と高齢者福祉への主な施策 
（１）区の高齢者人口の推移 
大田区における、平成８年～平成 18 年までの高齢者人口の推移は次の通

りである。 
①大田区高齢者人口推移一覧表（毎年、１月１日現在としている） 
                              （単位：人） 

年度  総人口 高齢者  男性  女性 高齢化率（％） 

平成 8 年度 647,222  91,305  37,757  53,548  14.1 

平成 9 年度 648,803  94,653  39,123  55,530  14.6 

平成 10 年度 650,003  98,255  40,725  57,530  15.1 

平成 11 年度 652,033  101,791  42,187  59,604  15.6 

平成 12 年度 652,901  104,513  43,318  61,195  16.0  

平成 13 年度 654,778  108,173  44,922  63,251  16.5 

平成 14 年度 659,442  111,629  46,495  65,134  16.9 

平成 15 年度 662,850  114,786  47,759  67,027  17.3 

平成 16 年度 667,097  117,193  48,679  68,514  17.6 

平成 17 年度 670,650  119,934  50,001  69,933  17.9 

平成 18 年度 676,342  123,716  51,799  71,917  18.3 

（平成 18 年度高齢者保健福祉のハンドブックより） 
この人口推移をグラフにすると、図１、及び、図２となる。 
図１高齢者人口及び男女内訳        図２高齢化率（総人口に占める高齢者

の割合） 
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10 年前の平成８年と比較すると、総人口は、647,222 人から 676,342 人と

29,120 人増加しているが、高齢者人口は、91,305 人から 123,716 人と 32,411
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人増加しており、人口増加を上回る増加をしている。男女別にみると、男性は、

14,042 人増加し、女性は 18,369 人増加となっている。高齢者比率は、平成８年

度の 14.1％から 18.3％へ 4.2 ポイント増加した。 

男女別にみると、男性は、5.8％から 7.7％へ 1.9 ポイント増加し、女性は、

8.3％から 10.6％へ 2.3 ポイント増加した。 

 
 一方、平成 18 年９月に、区内に居住する満 20 歳以上の男女個人 2,000 人を

対象に実施された大田区政に関する世論調査によると、大田区に「これからも

住みたい」と答えた定住意向の人が 76.4％を占めることから、高齢者の方々に

ついても同様のことが言えると考えられ、ますます、区の高齢者に関する事務

事業の重要性、及び区民の期待が高まると思料される。 
 
（２）高齢者福祉への主な施策 
 
【大田区長期基本計画、実施計画】 
 
大田区は、平成 13 年３月に、大田区長期基本計画「おおたプラン２０１５」

を策定し、ここに揚げた施策の基本的方向に沿って「安心、輝き、潤い」のま

ちづくりの実現に取り組んでいる。 
さらに、これらの施策を着実に実現するため、「大田区実施計画平成 16 年度

～18 年度」に重要施策の年度別事業計画を定めている。そこでは、「高齢者がい

きいき暮らせるまち」として高齢者福祉について、 

 
①福祉サービス第三者評価の推進 
各福祉サービスの内容や質を公平な第三者機関により評価し、比較可能な情

報として区民に提供する。民間事業者が第三者評価を積極的に受けられるよ

う支援し、区施設についても評価を受けていく。 

②福祉サービス従事者の育成 
地域での介護を支える人材を育成するため、ホームヘルパー養成、介護者育

成に加えて、事業者等に対してケアプラン指導研修等を実施する。   
③認知症高齢者グループホームの整備・助成 
旧職員寮（わかば寮）を有効活用し認知症高齢者グループホームを整備する

とともに、建設しようとする法人等に対し、経費の一部を助成し整備促進を

図る。 
④特別養護老人ホームの整備・助成 
自宅での介護が困難な高齢者に介護サービスを提供する特別養護老人ホーム

を建設・運営する法人等に対し、経費の一部を助成するなど、施設の設置促
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進を図る。 
⑤老人保健施設の整備助成 
高齢者の自立支援、家庭復帰をめざし、医療ケアと生活サービスを併せ提供

する老人保健施設を区内に建設、運営する法人等に対し、経費の一部を助成

し設置促進を図る。 
 
の５項目を挙げて高齢者福祉の充実をはかり、誰もが住み慣れた地域で暮らせ

る環境整備に取り組んでいる。 
 
 
（３）平成 18 年４月からの介護保険制度の改正ポイント 
 平成 17 年 10 月の介護保険制度改正に続き、平成 18 年４月からの介護保険制

度の主な改正のポイントを次に挙げる。 
 
 ①介護を「予防」するサービスがスタートした 

     要支援１・２の認定を受けた方に対して状態の改善に向けた介護予防サ

ービスがスタートした。また、地域でも要介護状態にならないための介 

護予防事業を行う。 
②住み慣れた地域での自立支援 
地域包括支援センターを創設し、高齢者の生活を総合的に支援する。ま

た、住み慣れた地域で生活を続けながら利用できる地域密着型サービス

を創設する。 
  ③サービスの質の確保・向上 
すべてのサービスが公平・公正に行われるように、介護サービス事業者の

情報の公表や規制、ケアマネジメントの見直しを行う。 
④保険料や制度運営を見直した 
保険料の細分化を図り、低所得の人にきめ細かく配慮した新しい段階設定

になった。また、要介護認定事務の見直しや保険者の権限を強化し、制度

運営の安定化を図る。 
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４．区立の高齢者施設等（一部、借上げによる区営）及び高齢福祉費の予算決

算状況 
（１）区立の平成 17 年度高齢者施設等（一部、借上げによる区営） 

施 設 名 施設数 所管部課等 
（名称は直近の平成 18 年度による） 

特別養護老人ホーム ６ 保健福祉部 
高齢事業課 

高齢者在宅サービスセンター １２ 保健福祉部 
高齢事業課 

軽費老人ホーム １ 保健福祉部 
高齢事業課 

在宅介護支援センター＊ 
 

２０ 保健福祉部 
高齢事業課 

老人いこいの家 ２１ 保健福祉部 
高齢福祉課 

高齢者アパート １７ まちづくり推進部 
住宅課 

区立シルバーピア   ７ まちづくり推進部 
住宅課 

区営シルバーピア   ８ まちづくり推進部 
住宅課 

区民センター ７ 地域行政センター 
各出張所 

※平成 18 年度には、※【地域包括支援ｾﾝﾀｰ】が新設された。 
 
＊在宅介護支援センターは、平成 17 年度までの施設で、区内の保健、医療、福祉施設

（一部除く）に併設され、ソーシャルワーカー、看護士の専門職が配置され、高齢者に

関する相談を受ける。 

 

※地域包括支援センターは、平成 18 年度からの施設で、保健師、社会福祉士、主任ケ

アマネージャー等が中心となって、介護予防に関するマネジメントをはじめとする高齢

者への総合的な支援が行われる。 

・総合相談支援、権利擁護の相談受付 

・包括的・継続的ケアマネジメント支援 

・介護予防ケアマネジメント 
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（２）区の高齢福祉費及び内訳を中心とした、平成 16 年度 平成 17 年度  

平成 18 年度（予算のみ）の予算決算比較 

【高齢福祉費】 
(表１）         （単位：千円） 

     年度           平成１６年度   平成１７年度   平成１８年度 

     項目 当初予算 予算現額 決算額 当初予算 予算現額 決算額 当初予算 

高齢福祉費 15,516,469 17,061,682 16,740,778 16,968,737 16,797,808 16,408,829 15,912,115 

１．高齢福祉

総務費  
8,452,161 10,012,072 9,953,416 9,678,171 9,503,001 9,363,624 9,123,552 

２．高齢福祉 

 費 
2,108,832 2,094,134 1,932,491 2,062,184 2,066,425 1,894,955 1,736,342 

３．高齢福祉

施設費 
4,952,563 4,952,563 4,852,300 5,150,155 5,150,155 5,075,623 5,052,221 

４．高齢福祉

建設費 
2,913 2,913 2,570 78,227 78,227 74,626 0 

合計 15,516,469 17,061,682 16,740,777 16,968,737 16,797,808 16,408,828 15,912,115 

千円未満切捨て 

による差異 

0 0 1 0 0 1 0 

【高齢福祉施設費】 
（表１）より、３．高齢福祉施設費を選定し、その内訳の明細を次に比較する。 
(表２）      （単位：千円） 

   年度         平成１６年度         平成１７年度   平成１８年度 

   項目 当初予算 予算現額 決算額 当初予算 予算現額 決算額 当初予算 

 （１）報酬 44,916 44,913 44,752 42,552 42,552 42,278 37,824 

 （２）共済費 11,065 11,068 11,067 10,716 10,716 10,643 9,667 

 （３）報償費 606 606 546 606 606 531 606 

 （４）旅費 139 139 46 123 123 44 78 

 （５）需用費 60,955 60,955 54,546 62,925 62,925 53,896 60,675 

 （６）役務費 64,831 64,831 61,719 65,254 65,254 61,329 64,552 

※（７）委託料 4,693,200 4,693,200 4,620,473 4,809,386 4,809,386 4,782,674 4,675,905 

 （８）使用料及び賃

借料 
293 293 292 293 293 292 293 

 （９）工事請負費 75,833 75,833 58,649 148,027 148,027 117,823 202,019 

 (10）備品購入費 725 725 205 10,273 10,273 6,108 602 

    計 4,952,563 4,952,563 4,852,295 5,150,155 5,150,155 5,075,618 5,052,221 

千円未満切捨てによる差異 0 0 5 0 0 5 0 
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【委託料】  
※（７）委託料内訳 
（表２）より、高齢者施設の管理運営費用の主なものとして、特に（７）委託

料の内訳を選定して、次に比較する。 
（表３）       （単位：千円） 

      年度  平成１６年度            平成１７年度        平成１８年度 

      項目 当初予算 予算現額 決算額 当初予算 予算現額 決算額 当初予算 

①介護福祉施

設サービス事業 
2,741,324 2,741,324 2,740,941 2,854,482 2,854,482 2,853,088 2,778,358 

②通所介護 

事業 
1,407,336 1,407,336 1,368,450 1,403,039 1,402,882 1,398,946 1,343,775 

③短期入所生

活介護事業 
302,181 302,181 302,181 318,677 318,677 318,677 326,489 

④その他 242,359 242,359 208,901 233,188 233,345 211,963 227,283 

   計 4,693,200 4,693,200 4,620,473 4,809,386 4,809,386 4,782,674 4,675,905 

 
（表１）から（表３）までの数値抽出資料 
  各年度 大田区各会計予算事項別明細書 
  各年度 大田区会計歳入歳出決算書 
  各年度 主要施策の成果 



16 

５．外部監査対象とした監査対象年度の高齢者施設一覧 
Ⅰ 高齢者施設としては、区立施設（例外：シルバーピアの一部、高齢者ア

パートは、区営）を選定した。 
Ⅱ 年度としては、平成 17 年度を対象とするが、必要に応じて平成 18 年度

及び過年度に及んでいる場合もある。 
 
①特別養護老人ホーム（以下「特養」という。） 
  区立６特養は、全て同一の社会福祉法人に管理運営を委託している。６特

養のうち、特に法人本部の資料による分析及び、２か所の施設（池上、たま

がわ）については、次の理由（重要性、監査実施の合理性等）により、現場

での監査、実施対象として選定した。 
・ 池上は、委託先の社会福祉法人本部に隣接しているため、監査が合理的に実

施できるため。 
・ たまがわは、区立特養のうち、入居者人員が 200 名と最も多く、施設におい

ても、区立としては直近に設置されたものであるという点。 
 
②高齢者在宅サービスセンター 
特養に準じて併設されているものを合理的に選定した。 

 
③在宅介護支援センター 
主として、特養に併設されているものを選定した。ただし、当該センター

は平成 17 年度までの設置であり、平成 18 年度には、新たに地域包括支援セ

ンターが同所に設置された。 

 
④軽費老人ホーム（１か所） 
⑤老人いこいの家 
⑥シルバーピア 
⑦高齢者アパート 
 
⑤～⑦について現地への視察箇所を任意に抽出した。 

 
Ⅲ 区民センター内の高齢者用施設については、公の施設としての区民セン

ター自体の利用状況との関係で、高齢者以外の使用、利用を合わせて考

慮すべきと考えるため、今回の監査の範囲から除外した。 
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第３ 外部監査の結果 
（１） 監査の結果表 
《結果等の理解のための説明》 
① 内容項目につき、整理番号を付し【概況】、【監査の結果】、【意見】
を述べている。【監査の結果】は、いわゆる指摘事項（主として合規

性の問題）、【意見】は監査の結果に添えての意見あるいは、合規性

の問題として取り上げないが経済性・効率性・有効性の問題である。 
② 【監査の結果】と【意見】が段落で分けてある場合等は、【監査の結
果及び意見】あるいは、【監査の結果または意見】として、その区分

が解るように表示している。 
③ 委託先での事項につき、解り易い記述にするため等で、委託先の団
体に対する【監査の結果】【意見】と解釈できる表現があるが、当該

記載については、同時に、区が委託先に指導されたい旨が含まれて

いると解釈されたい。 
④ 各名称でⅠⅡⅢ、ａｂｃ等を使用している場合、当該記号の整合性
は、整理番号の件別の中でのみ理解されたい。 
次の結果表には、監査の結果あるいは意見を件別に一覧掲載することで

明瞭にした（一部例外あり）。 

ＮＯ 
高齢者施設 

内容 
結果 意見 

特別養護老人ホーム・高齢者在宅サービスセンター   

１ 区立特別養護老人ホーム運営改善検討会等設置要

綱の廃棄について 
○ 
― 

２ ｢区立特別養護老人ホーム運営改善検討会｣及び｢区

立特別養護老人ホーム検討部会｣の検討事項に対す

る所管部門のフォロー状況 

 

― ○ 

３ 大田区のＩ園に対する指導監督状況について ― ○ 

４ 委託金繰越金について ○ ○ 

５ 委託料の支払方法について ― ○ 

６ 委託先法人の予算補正に係る区との協議等 ○ ― 

７ 委託金の積算について ― ○ 

８ 指定管理者制度への移行について ○ ○ 

９ 特別養護老人ホームたまがわの歯科診療室の有効

利用について 

― 
○ 

１０ 委託料の妥当性について ― ○ 

１１ Ｉ園に対する無償貸付について ― ○ 
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１２ Ｉ園計上の受託収入と区の委託料の整合性 ○ ― 

１３ 区立介護保険施設のサービスの提供とその対価の

流れについて 
― ― 

１４ 介護報酬請求の網羅性について ― ○ 

１５ 保険給付・使用料請求のイレギュラーケース対応に

ついて  
○ 
― 

１６ 利用者負担段階の確認・生活困難者に対する利用者

負担額軽減措置事業の対象者の確認について 

― 
○ 

１７ 生活困難者に対する利用者負担額軽減措置事業の

適用について 

― 
○ 

１８ 使用料の未収金（未納金）対応について ― ○ 

１９ 平成 17 年度の使用料の納入通知について ○ ― 

２０ 平成 12 年度から平成 16 年度の未収金（未納金）の

処理について 
○ 
― 

２１ 使用料等の区への納付状況について ○ ― 

２２ 介護サービス契約書について ― ○ 

２３ 介護保険の基準外サービスの受領について ○ ― 

２４ 各サービスの利用水準について ― ○ 

２５ 福祉サービス第三者評価に係る補助金について ○ ― 

２６ 介護施設の人員、設備、運営に関する基準の遵守状

況について 

― 
○ 

２７ 介護サービス情報の公表について ― ○ 

２８ Ｉ園の本部経理区分における支払経費の支出財源 ― ○ 

２９ Ｉ園に対する業務のＩ園での再委託について ○ ○ 

３０ Ｉ園の契約に係る規程について ○ ― 

３１ Ｉ園の業務委託費（再委託の業務委託費）について ○ ○ 

３２ 物品の棚卸について ○ ― 

３３ 区に対する物品の購入又は廃棄の報告について ○ ○ 

３４ 小口現金管理及び立替金について ○ ― 

３５ 利用者預かり金管理規程について ○ ― 

３６ 預かり金等管理状況 ○ ― 

３７ 施設入居者立替金について ○ ― 

３８ 所有者が大田区の特別養護老人ホームの乗用自動

車の保有状況及び保険の状況等について 

― 
○ 

３９ ライフタワーの日常管理状況及び使用についての

知識習得等について 
○ 
― 
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４０ 機器等の点検関連と報告について ― ○ 

４１ 災害対策としての避難訓練等について ― ○ 

４２ 特別養護老人ホーム職員住宅について ― ○ 

４３ 研修制度について ― ○ 

４４ 大田区との人事交流について ― ○ 

４５ 配置定員について ― ○ 

４６ 単独高齢者在宅サービスセンターの事務員について ― ○ 

４７ 人件費について予算と実績との差異について ― ○ 

４８ 人件費分析数値の特性について ― ○ 

４９ Ｉ園の事務費・事業費の分析について ― ○ 

５０ シルバーステイ事業及び高齢者生きがい通所事業

の委託方式 

― 
○ 

５１ 高齢者生きがい通所事業の対象者等について ○ ― 

５２ 医科医療協力委託について  ― ○ 

５３ 歯科医療協力委託について ― ○ 

５４ 建物の登記について  ○ ― 

軽費老人ホームおおもり園   

１ 全般 ― ○ 

在宅介護支援センター   

１ 在宅介護支援センター・地域包括支援センターの人

件費予算について  

― 
○ 

２ 在宅介護支援センターの経費（人件費を除く）予算

について 

― 
○ 

３ 地域包括支援センターのシステムについて ― ○ 

４ 在宅介護支援センター契約条項の遵守について ― ○ 

５ 在宅介護支援センターの施設位置について ― ○ 

６ 在宅介護支援センター人件費分析指標について ― ○ 

７ 地域包括支援センターの人員配置について ― ○ 

老人いこいの家   

１ 全般 ― ○ 

シルバーピア・高齢者アパート   

１ 居住者の年齢のモニタリングについて ― ○ 

２ 滞留債権について ― ○ 

３ 収入報告における提出書類の件 ― ○ 

４ 料金表について ― ○ 

５ 生活協力員の責任範囲の限定 ― ○ 
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（２）施設の種類別各論 
１．特別養護老人ホーム・高齢者在宅サービスセンター 
ＮＯ１ 区立特別養護老人ホーム運営改善検討会等設置要綱の廃棄について 
【概況】 
「区立特別養護老人ホーム運営改善のために（報告）」（以下「改善報告書」

という）が、平成 12 年２月に区立特別養護老人ホーム運営改善検討会から提

出されている。 
当該「改善報告書」の添付書類に、平成 10 年５月 15 日保福管発第 152 号区

長決定の「区立特別養護老人ホーム運営改善検討会等設置要綱」（以下「本要

綱」という）が掲載されている。 
本要綱の趣旨は、区立特別養護老人ホーム等の執行体制と施設運営の効率化

等の体制整備を図るための組織及び運営について、必要な事項を定めるものと

して、運営改善検討会さらに運営改善検討会のもとに運営改善検討部会を設置

し、次の事項を検討するとしている。 
運営改善検討会 
① 事務改善等の基本的なあり方 
② 検討部会の統括 
③ その他会長が必要と認める事項 
運営改善検討部会 
① 本部体制の整備 
② 事務事業の改善 
③ 人事交流の適正化 
④ 会計経理の適正化（本部会計と施設会計） 
⑤ その他部会長が必要と認める事項 
 
改善報告書に記載された本要綱の条文は、第６条までであり、次ページに

会議開催経過が、平成 10 年５月から平成 11 年 10 月との記載があるのみで

本要綱の全条文及び適用時期等が不明なため、本要綱の提示を含み現在の取

り扱いについて担当部局に照会したところ、本要綱は、平成 12 年２月運営

改善検討会等で検討結果が報告書として提出されて、その機能は、終了し廃

案となったが、廃案の決定資料の提示は、存しないためできないとの回答を

得た。さらに、本要綱について、当該文書の完結した日の属する年度の翌年

度の４月１日から起算して５年経過で廃棄なので平成 17 年度には、本要綱

そのものが廃棄されているので条文が第６条までかどうかも確認できない

との説明を受けた。  
現在は、改善運営についての検討を担当部局の担当課において実施してい

るとしている。 
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【監査の結果】 
要綱には、適用期間（完結の日が、特定できない場合は、適用開始と目的を

具体的に記載し、その完結の日とする旨等）を明記し、要綱の目的完結により

廃案となる場合は、廃案決定の稟議、廃案文書にその旨の明記等の証拠を作成

するべきである。さらに、本要綱の現在の取り扱いを担当部局で今回調査する

ための時間等から考えるに、年度を経て区の組織替え等が実施された場合、当

該要綱の統括は、どの担当かを明らかにするよう文書管理規程に基づき文書管

理を徹底されたい。 
 
また、本要綱第１条から第６条の内容からは、介護保険制度の導入時の区立

特別養護老人ホーム等の執行体制と施設運営の検討についての結果報告のみ

で完了するとは、読みきれない。 

担当部局担当課で、改善運営の検討は、当該改善報告書の改善案に特定して

いるものではなく、実際、具体的に改善報告書の中に、Ⅲ改善スケジュールに

実施時期を 11 年度から 13 年度に亘る実施内容が記載され、取り組みを進言し

ていることから、改善状況とともに改善報告書の内容をフォローするためにも

本要綱の機能は、必要と思われる。 

なお、改善案の内容の現在の実施状況については、次の事項（ＮＯ．２）で

採り上げる。 
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ＮＯ２ ｢区立特別養護老人ホーム運営改善検討会｣及び｢区立特別養護老人ホ

ーム検討部会｣の検討事項に対する所管部門のフォロー状況 
【概況】 
この概況は、平成 12 年２月に提出された｢区立特別養護老人ホーム運営改善

のために（報告）｣から、内容を抽出したものから構成されている。その報告

書の抜粋内容は、下記《》の通りである。 

                記 
《Ⅰ園は、ボランティア精神による活動から出発したところであるが、

その後の急速な高齢化の進展に伴い、家庭で継続的な介護、介助が期待で

きない高齢者のために、大田区が設置・開設した、特別養護老人ホーム羽

田及び羽田高齢者在宅サービスセンターの管理・運営を受託したのを始め

として、現在では特別養護老人ホーム５施設、高齢者在宅サービスセンタ

ー11 施設、在宅介護支援センター３施設、軽費老人ホームおおもり園の管

理運営を受託するに至っている。 
 
このように、Ｉ園は、区内の特別養護老人ホームなどの援護の必要性の高

い人が入所して生活する施設の大部分を経営し、高齢者サービスの提供に重

要な役割を果たし、区の高齢者福祉施策の一翼を担ってきたといっても過言

ではない。 
 
社会経済状況の変化とともに、社会福祉の基礎的な構造について改革され

ようとしている現在、Ｉ園についても例外ではなく、事務事業の見直しを実

施しなければならない。 
 
介護保険制度の導入に伴い特別養老人ホームは、施設サービスに、デイサ

ービスやショートステイ等在宅サービスに位置づけられ、社会福祉分野への

多様な事業主体の参入が一層進むと見込まれる中で、Ｉ園の役割や意義、公

的助成のあり方、他の事業主体との適切な競争条件の整備などの課題への対

応が求められる。 

したがって、今後、Ｉ園は、その専門性や力量を高め、地域に根ざした福

祉サービスの担い手にふさわしい公共性、信頼性、効率性を確保し、区民の

要望に応えることが何よりも大切になってくる。 

そこで、｢区立特別養護老人ホーム運営改善検討会｣及び｢区立特別養護老

人ホーム検討部会｣を設置し、次の５つの課題を中心に、施設運営の効率化

を推進するための方策、Ｉ園が法人として独立した運営を図るための執行体

制の整備方策及び委託料や補助金のあり方などを検討した。 

検討課題 



23 

１．本部体制の充実 
① 常務理事にＩ園施設長兼務、法人運営に集中できない。 
② 規程類が整備されておらず、常務理事、施設長間の指揮命令系統が明

確でない。 
③ 常務理事に権限集中している。 
④ 本来本部が行うべき事務を、各施設ごと処理しており、施設の事務量

が軽減されない。 
⑤ 情報管理体制が未整備で、施設間における処遇の格差を調整し、区立

特別養護老人ホームとして均衡のとれた処遇をするための調整機能

が不足している。 
２．事務事業の改善 
① 本部は、各施設の事業計画を集約するように見受けられ、意欲的に事

務改善に取り組む姿勢が見られない。また、各施設は、独自の特色を

もっているが、事務改善の大きな阻害要因になっている。 
② 職員の帰属意識が低く、情報の閉鎖性から研鑽努力や事務改善意欲が

欠如の大きな原因となっている。 
③ 事務処理手続や帳票類が施設ごとに異なっており、処理の煩雑さを招

いている。 
④ 大部分の事務処理が手作業でなされている。ＯＡ化も念頭に改善計画

を確立する必要がある。 
３．人事管理の適正化 
① 本部が、法人全体に対する職員人事情報を把握していない。 
② 施設で採用試験を受けたものは、施設に採用されたとの意識でＩ園で

の帰属意識が低い。 
③ 人事異動や昇任は、施設長の判断に委ねられており、公正、的確な人

事が行われているかといった疑問が職員にある。 
④ Ｉ園として、系統だった職員研修が実施されていない。 
⑤ 多くの職員を抱えている法人であるが、職員の悩みを等の相談を受け

るべき窓口がなく、職員処遇上の問題点となっている。 
４．会計経理の適正化 
１）本部権限の明確化 
① 本部は、区から受託施設の増加する中でも会計経理関係事務について

各施設を総括し、指導する中枢部門として明確に位置づけられないま

ま形成されている。 
② 本部組織自体も、会計経理関係事務について中枢部門として権限行使

していく部門として十分に整備されていない。 
③ 会計処理等において、コスト意識が不十分である。 
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２）管理運営費用の適正化 
① 予算編成 
・各施設は、区からの委託料をもとに施設予算を編成するが、事業計画

とリンクさせず、前例踏襲型の予算編成になっているところがある。 
・支出見積もりが甘いため、施設会計での項目流用が安易に行われる傾

向がある。 
② 収入・支出 
・同一職員が会計事務を長期間担当している。 
③ 契約 
・施設規模の相違、開設年による建物、設備の新旧もあり、一概には言

えないが、同種の委託契約でありながら、契約金額にバラつきがある。

また、何年間も同額のものがある。 

・見積もりを１社だけからとって契約したり、種類によっては、同じ業

者に偏る傾向がある。 
④ 特養預かり金 
   取扱い規程によって適切な保管管理を行っているが、ことの性質上

入金、出金手続は非常に煩雑である。手続の省略の誘惑に陥ること

もある。 
５．その他必要事項 
１）固有職員の上級職への登用 
① Ｉ園固有職員の最上位の職についているのは、特別養護老人ホームの

養護課長(主任生活指導員)に限られている。 
② 上記以外の管理職は、全て元区職員に占められている。 
③ 固有職員の中には、広い視野にたって入所者、利用者の処遇を向上さ

せるためリーダーとして自分を生かしたいと思っている者もいるが、

現実には各職種の主任よりも上の役職に昇進する機会は皆無である。

職務向上の妨げになっている。 
２）介護保険制度導入に伴う体制整備と区の役割分担 
① 執行体制の整備 
② 介護サービスの現状維持 
③ 経営努力の還元 
基本的には介護報酬で施設運営を行う。コスト削減等の創意工夫によ

り「自己責任」や｢競争原理｣に耐えうる法人運営の仕組みを構築する。 
④ 修繕及び備品購入 

    基本的には、介護報酬を充てる。 
    数年経過し、施設の繰越額が明らかになった時点で、区と対応する。》 
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なお、上記検討事項についての所管部門等のフォロー状況は、次の通りで

ある。 
表 区立特別養護老人ホーム運営改善検討委員会の改善目標 

実 施

時期 

内容 実施状況 

11 年

度 

人事関係基準等の作成 11 年 2 月基準制定 

 人事交流の実施 11 年 6 月から実施 

 本部長制施行 11 年 10 月施行 

 本部管理規程、事案決定規程等改正 11 年 10 月改正施行 

 各施設管理規程の改正、運営規程改

正 

改正・新設準備中 

 事務処理手続、様式等の統一 実地調査及び検討中 

 単価共通化等契約事務の指導調整 対 12 年度予算 

 各種会議の有効活用 要綱を制定し実施中 

 介護保険に対応する職員定数の整理 区と協議し、進行中 

 事務改善検討委員会の活用 引き続き活用していく 

12 年

度 

本部体制の完成 実施 

 人事・給与事務の本部集中化 実施 

 財務経理関係事務管理体制の検討 実施 

 Ｉ園広報、情報開示の検討、実施  

 事務処理ＯＡ化検討 ― 

 職員配置基準の見直し 実施 

13 年

度 

事務処理ＯＡ化実施 実施 

 
おおた改革推進プラン２１ 

13 年

度 

組織体制の整備（職員数削減・単

独在宅サービスセンター給与事務

の本部一元化） 

単独在宅給与事務の本部統

一化実施 

 管理運営費用の適正化（非常勤職

員等の活用） 

特養・在宅職員31 名の非常

勤(派遣)化 

 契約事務の本部集中化の実施 紙おむつ等の本部契約一括

化実施 
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【意見】 
  この報告に基づく課題整理を、おおた改革推進プラン２１に掲げ、この検

討をＩ園にも取り組むように進めてきた。Ｉ園も、平成 13 年度より、経営改

善検討委員会を設置し、課題の整理を行い、年次的な事業計画を立て問題解

決を徐々に図っている。但し、取り組みについても、経営改善に対する即効

性が高く、効果が大きいと見込まれるものについて、重点的に実施し、継続

していくことが必要である。区は、定期的にチェックしていくべきである。 
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ＮＯ３ 大田区のＩ園に対する指導監督状況について 
【概況】 
運営委託契約書 13 条で、｢大田区は、Ｉ園に対し前２条に対する報告のほか、

必要に応じて委託事務の実施状況若しくは文書による説明若しくは報告を求

め、又は帳簿その他の関係書類を閲覧し、調査することができる。２．大田区

は、前条及び前項の規定による報告又は調査により、改善すべき事項があると

認めたときは、乙に必要な措置を指示することができる。｣とされている。 
 
【意見】 
Ｉ園に対する委託料は、4,435 百万円であり、金額的な重要性は高く、業務

の効率化によるコスト削減の観点からも重点的な管理をする対象と考えられ

るが、十分な管理がなされていたとは言い難い。 
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ＮＯ４ 委託金繰越金について 
【概況】 
（１）Ｉ園全体の支払資金残高および特定預金残高合計の増加額 

Ｉ園全体の貸借対照表に基づき、流動資産から流動負債（引当金を除く）

を控除した金額（社会福祉法人会計基準における支払資金残高）に固定資

産の部・その他の固定資産・特定預金残高合計を加えた金額（以下、「支

払資金残高等」という。）の平成 11 年度末から平成 17 年度末までの増減

額は次のとおりである。 

      ①平成 11 年度末の支払資金残高等   331,026 千円 

      ②平成 17 年度末の支払資金残高等  1,551,347 千円 

         ②－①            1,220,321 千円 

（２）自主財源運営事業の支払資金残高等の増加額 

    Ｉ園が自主財源で運営している事業における支払資金残高等の平成 11

年度末から平成 17 年度末までの増減額は、113,161 千円である。 

    なお、上記計算は、主として各経理区分の平成 11 年度貸借対照表残高

と平成 17 年度貸借対照表残高の期間比較に基づき行っているため、平成

12年度から平成17年度までの間に自主運営事業経理区分において剰余金

が発生し、当該剰余金の全部又は一部を本部経理区分へ繰入を行ってい

る場合、繰入金額は本部経理区分の預金残高に含まれることとなるが、

当該金額に関しての調整計算は行っていない。 
（３）委託事業全体での支払資金及び特定預金残高合計の増加額 

    Ｉ園全体での平成 11 年度末から平成 17 年度末までの支払資金残高等

の増減額 1,220,321 千円（上記（１）より）から、自主財源運営事業に

係る増減額 113,161 千円（上記（２）より）を控除した 1,107,160 千円

が、委託事業全体での平成 11 年度末から平成 17 年度末までの支払資金

残高等の増減額となる。言い換えれば、平成 12 年度から平成 17 年度ま

での委託金繰越金が 1,107,160 千円であったことを意味する。 
（４）積立預金 
    上記（３）の委託金繰越金を財源として、平成 16 年度において移行時

特別積立預金が 1,062,961 千円計上されている。この積立に関する理事

会での審議は、決算承認議案の議案内容の説明の過程の中で行われてい

るため、移行時特別積立預金の積立の承認は決算承認により行われたと

判断しているという説明を受けたが、積立に関して個別議案としての審

議及び承認は行われていなかった。 

    この点に関し、社会福祉法人会計基準第 35 条第１項において、その他

の積立金は、将来の特定の目的の支出又は損失に備えるため、理事会の

議決に基づき計上する旨が規定されている。また、Ｉ園経理規程第 40 条
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において、積立金は次年度以降の経費に充てるため、理事会の議決に基

づき計上する旨が規定されている。 
    なお、上記移行時特別積立預金は、指定介護老人福祉施設等会計処理

等取扱指導指針で規定する移行時特別積立預金を意味するものではなく、

システム上、積立預金を適正な科目で表示させることができなかったた

めに使用した法人独自の積立金であるという説明を受けた。 

    平成 17 年度本部経理区分貸借対照表上は、平成 16 年度において計上

された移行時特別積立預金が次の積立預金に区分表示されている。 

目的 
移行時特別積立預金全体

に対する割合 

人件費積立預金 8.1％ 

経営改善積立預金（１） 65.5％ 

経営改善積立預金（２） 7.8％ 

退職手当積立預金  0.9％ 

自主財源運営事業の積立預金 17.7％ 

移行時特別積立金金額 100.0％ 

 
（５）積立預金の設定目的 
    積立預金は、以下の将来の特定の目的の支出又は損失に備えることを

目的として設定されたものである。 
一方、積立預金等の計上は、委託契約書第９条「乙（Ｉ園）は、特別

養護老人ホーム委託料及び高齢者在宅サービスセンター委託料について、

契約期間満了後に剰余金が発生した場合には、乙の会計上繰越金として

処理し、次年度以降の入所者又は利用者の処遇向上を図るための経費に

充てるものとする。」の規定に基づき、その将来の支出の目的を明確にし

た上で、積立預金等に計上したものであるとしている。 
① 人件費積立預金 
    当該積立預金は、委託３事業での合計金額と考えられるが、その設定

目的及び設定根拠は不明という説明を受けた。 
 ② 経営改善積立預金（１） 
経営改善積立預金残高は、平成12 年度計上分が 59.7％、平成13 年度計

上分が 29.1％、平成14 年度計上分が 11.2％という構成である。各目的に

ついては、以下のａからｆの通りで必ずしも、必要所要額を厳密に算定さ

れているものではない。 
なお、ａからｆの割合は、当該経営改善積立預金（１）の内訳割合で

はなく、移行時特別積立預金全体に対する割合で示している。 
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  ａ 受託施設運営費調整金 

     平成 16 年度移行時特別積立金に占める割合は次のとおりである。 

 

 人件費調整給部分は、Ｉ園の新人事制度への移行に伴う今後の調整

給部分であるとの説明を受けた。 

 

     運営経費補填分は、現在の区からの委託金額は介護保険による介護

給付費として法人が受領した場合の見込額を上回る金額であるため、

将来、委託金額を介護給付費に近似させるための引き下げが行われた

場合に運営経費の支払財源が不足した時に備え、当該不足額を補填す

ることを目的として積み立てられたものである。 

なお、平成 18 年度の指定管理者契約に係る契約金額は 4,303,419 千

円、平成18 年度介護給付費等見込額は 4,239,352 千円となり、平成 18

年においても区からの受取金額が介護給付費等見込額を 64,067 千円上

回っている。 

 
  ｂ 短期施設整備費 
     平成 16 年度移行時特別積立金に占める割合は、平成 17 年度から平

成 20 年度まで各 2.4％の合計 9.6％である。 

     現状の受託事業における修理については、「平成 12 年度事前協議区

分表」に基づき修理費用の負担を区分している。 
      （Ⅰ）施設費用とするもの 

         施設、付属設備の修繕及び整備 １件 20 万円未満のもの。 

         備品の購入及び修繕      １件 10 万円未満のもの。 

         当該費用については、各年の受託金積算時に予算措置され

ており、区との協議が不要となっている。 
      （Ⅱ）本部費用（雑費）とするもの 
         施設、付属設備の修繕及び整備  

１件 20 万円以上 150 万円未満のもの。 

         備品の購入及び修繕 １件 10 万円以上 50 万円未満のもの。 

         当該費用は、法人理事長決済で支出されるもので、委託金

繰越金を財源として支出されている。 

    施設、付属設備の修繕及び整備に係る１件 150 万円以上のものについ

ては、Ｉ園としては、区長協議の上、区が施工し、歳出する修繕等であ

るという認識ということであるが、区との協議の結果、区の要請に基づ

きＩ園で修繕等を施工し、委託金又は委託金繰越金から支出した事実が

人件費調整給分 運営経費補填分 

8.7％ 7.3％ 
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あるという説明を受けた。 
     短期施設整備費は、上記（Ⅰ）以外の修繕等で、風水害等による入

所者の居住環境の著しい悪化等に対して、緊急的な修繕が必要となっ

た場合に備え、資金を留保することを目的として積み立てられたもの

であるという説明を受けた。 
また、平成 15 年度以前の会計年度においては、流動資産に計上され

ている預金残高が多額であったという理由から、当該整備費部分は特

に積立預金として設定されていなかったが、目的積立金として区分管

理を行うために平成 16 年度において設定されたものであるという説明

も合わせて受けた。 

 

  ｃ 退職給与引当金（引当特定預金）積立不足額 

     平成 16 年度移行時特別積立金に占める割合は、3.2％である。 

     退職慰労金規程に基づく平成 18 年３月 31 日現在の期末要支給額

43,819千円のうち10,000千円が退職引当特定預金として計上されてい

るため、残額の 33,819 千円を経営改善積立預金に含めて追加設定され

たものである。 

 

  ｄ 介護保険制度改正対応費用 

     平成 16 年度移行時特別積立金に占める割合は 2.8％で次のとおりで

ある。 

短期入所（平成 17 年度 利用者負担金区納付） 0.8％ 

通所介護（平成 17 年度 利用者負担金区納付） 2.0％ 

                     小  計    2.8％ 

     条例等の改正に基づき、平成 17 年 10 月より平成 18 年３月までの間

にＩ園が短期入所生活介護事業又は通所介護事業において食費として

徴収した金額を区に納付しているが、当該金額は平成 17 年度の委託金

額の積算対象外であったため、当該納付金額相当分だけ運営資金の不

足が見込まれた。そこで、平成 17 年度中に納付予想金額を積立預金と

して計上したものであるという説明を受けた。 

 

  ｅ 経営改善計画費 

平成 16 年度移行時特別積立金に占める割合は、平成 18 年度から平成

20 年度まで各 0.9％の合計 2.7％である。 

経営改善積立金・経営改善計画費は、将来の経営改善に関するコンサ

ルタント料等への支払に係る資金を留保する目的で設定されたもので

あるという説明を受けた。 
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  ｆ 減価償却積立金 
     平成 16 年度移行時特別積立金に占める割合は次のとおりである。 

特養分   27.0％ 

在宅分    4.1％ 

   合計   31.1％ 

経営改善積立預金・減価償却積立金は、現在、区が資金負担をし、所

有している施設内の固定資産物品について、将来、利用料金制度に移行

した際に、当該固定資産物品等の取替更新を、利用料金から行うことと

なった場合に必要となる資金を留保する目的で設定されたものである。 
 ③ 経営改善積立預金（２） 
    平成 16 年度移行時特別積立金に占める割合は、平成 11 年度以前計上

分は 2.5％、平成 12 年度計上分は0.2％、平成 13 年度計上分は 3.8％、

平成 14 年度計上分は 0.5％、平成 15 年度計上分は 0.8％である。 

    大田区在宅介護支援センター運営事業委託契約書第９条第２項「乙（Ｉ

園）は、前項の剰余金について、乙の支援センターに係る会計の人件費

引当金、修繕費引当金及び備品等購入費引当金として積み立てるものと

する。」に基づき、各会計年度において生じた剰余金を各種引当金として

繰り入れた結果として、積立金計上されたものであるという説明を受け

た。 

    また、平成 16 年度、平成 17 年度においても剰余金が発生しているが、

経営改善積立預金の積立は行われていない。さらに、平成 16 年度の剰余

金のうち、54.6％は退職金積立金に、17.3％は地域包括移行経費に使用

されているが、当該使用に関する区との間の協議内容を確認できる書類

は存在していなかった。 
④ 退職金積立金（退職積立預金） 
    Ｉ園の職員への退職金額は、次の各規定に基づき計算された金額の合

計額となる。 

    ａ 社会福祉施設職員等退職手当共済法に定める共済約款（給与規程

第 37 条第１項） 

    ｂ 東京都社会福祉協議会従事者共済会の共済規定（給与規程第 37 条

第２項） 

    ｃ 退職慰労金支給基準（給与規程第 19 条第３項関連） 

    法人は、上記ａに関し社会福祉・医療事業団（現在の独立行政法人 福

祉医療機構）が運営する社会福祉施設職員等退職手当共済制度に加入し

ている。退職金積立金は、公益法人構造計画の一環による平成 17 年の見

直しにより社会福祉・医療事業団が解散された場合に備え、社会福祉・
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医療事業団から支給されている退職金相当額を、今後計画的に引当てい

くことを目的として平成 14 年５月 27 日開催の理事会決議に基づき設定

されたものである。 

    当該積立財源に関しては、Ｉ園からの積算申請に対し、区も承認した

上で平成 13 年から３年間予算積算されていたが、３年経過後において解

散の危機は乏しいとする区の判断により、平成 16 年より予算積算は行っ

ていない。 

なお、平成 17 年度末貸借対照表上、退職金積立金に対応する積立預金

は設定されていなかったが、平成 18 年度において積立預金の設定が行わ

れている。 

（６）積立預金及び積立金の取崩 

    平成 12 年度以降平成 17 年度までの間、対象となる支出が行われた場

合に、積立預金及び積立金の取り崩しが行われていなかった。 
 
【監査の結果】 
 （１）経営改善積立預金（２） 
     委託金剰余金の取扱いについて、大田区在宅介護支援センター運営

事業委託契約書第９条では次のように規定している。 
「１ 乙（Ｉ園）は在宅介護支援センター委託料について契約期間満了

後に剰余金が発生した場合には、将来発生する支援センター関係経

費の支出にあてるものとする。 
２ 乙は、前項の剰余金について、乙の支援センターに係る会計の人

件費引当金、修繕費引当金及び備品等購入費引当金として積み立て

るものとする。」 
     上記規定における「支援センター」とは、在宅介護支援センターと

解する。在宅介護支援センターは老人福祉法に規定する事業であり、

地域包括支援センターは介護保険法に規定する事業であり、在宅介護

支援センター事業と地域包括支援センター事業とは法的に異なる事業

であるため、上記規定の「支援センター」に地域包括支援センターが

含まれるとは解することはできない。そのため、在宅介護支援センタ

ーの委託に伴い生じた繰越金は、そのまま、地域包括支援センターと

しての将来の関係経費に充てることはできず、平成 17 年度末現在の在

宅介護支援センターの委託金繰越金について、合理的な理由が存在し

ない限り、区は、返還処理をすべきであると考える。      

     また、平成 18 年３月１日大田区役所本庁舎において開催された「平

成 18 年度地域包括支援センター運営事業受託法人説明会」の席上、Ｉ

園より、在宅介護支援センターにおいて発生している委託金繰越金の
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取扱いについての質問が行われている。この質問に対する区からの「移

行する」という回答の中に明確で詳細な委託金繰越金の取扱いに関す

る回答が行われているとは考えられず、在宅介護支援センターの委託

金繰越金が、地域包括支援センターの運営経費に当てられると区が判

断したことにつき、充分検討された上での結論であるとは言い難い。   
この点に関しては、在宅介護支援センターから地域包括支援センタ

ーに移行された他の委託先の法人等についても同様である。 
十分検討の上、適切な処理をされたい。 

（２）退職金積立預金 
    賃金の支払の確保等に関する法律第５条では、独立行政法人 福祉医

療機構の解散等により、当法人が運営する社会福祉施設職員等退職手当

共済制度からの拠出金が給付されないこととなった場合の事業主の対応

について、次のように規定している。 

   「事業主（中小企業退職金共済法（昭和 34 年法律第 160 号）第２条第３

項に規定する退職金共済契約を締結した事業主その他の厚生労働省令

で定める事業主を除く。）は、労働契約又は労働協約、就業規則その他

これらに準ずるものにおいて労働者に退職手当を支払うことを明らか

にしたときは、当該退職手当の支払に充てるべき額として厚生労働省

令で定める額について、第３条の厚生労働省令で定める措置に準ずる

措置を講ずるように努めなければならない。」 

    保全措置の義務を負う事業主から除かれる事業主について、賃金の支

払の確保等に関する法律施行規則第４条では次のように規定している。 

   「法第５条の厚生労働省令で定める事業主は、次に掲げる事業主とする。 

     一 次に掲げるいずれかの契約を締結した事業主 

      イ 中小企業退職金共済法（昭和 34 年法律第 160 号）第２条第３

項に規定する退職金共済契約 

      ロ 社会福祉施設職員等退職手当共済法（昭和 36 年法律第 155 号）

第２条第７項に規定する退職手当共済契約 

・・・（以下、省略）」 

    独立行政法人 福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度

は、社会福祉施設職員等退職手当共済法（昭和 36 年法律第 155 号）第２

条第７項に規定する退職手当共済契約に該当する。そのため、独立行政

法人 福祉医療機構の解散等により、当法人が運営する社会福祉施設職

員等退職手当共済制度からの拠出金が給付されないこととなった場合で

あっても、事業主は本来給付されるべき金額を補填する義務を負わない

と考えられる。その上で、職員への手厚い福利厚生制度等を前提にＩ園

で補填するということであれば、それは法人独自の判断であり、そのた
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めの財源は委託金繰越金で賄われるべきものではない。また、現状、予

算積算が行われておらず、区としても３年経過後において解散の危機は

乏しいとする判断を行っている。このような状況から判断し、平成 13 年

度からの３年間の予算措置は暫定的な措置であり、区の認識も積算当初

と現状に大幅な乖離が見られる。そのため、平成 13 年度からの３年間に

当該目的で予算措置された金額について、合理的な理由がない限り、区

がＩ園から返還処理させるべきであると考えられる。適切な対応をされ

たい。 

【意見】 

（１）上記積立預金等に関しては、将来の支出に備えて積み立てを行っている

ということであるが、将来、支出が発生する可能性及び確実性には疑義が

ある。また、積立預金の設定対象となる支出は、委託契約書に基づき、入

所者又は利用者の処遇向上を図るための経費でなければならず、現在設定

されている積立預金の中にはこのような経費とは考えられないものが含

まれている。 

    このような状況に対し、区が設定を実質的に容認しており、積立預金

等の内容に関し具体的な検討を行っていないことについて、適正な対応

が行われているとは言い難い。 

    現在、設定されている積立預金等について、今後の取扱いに関し当事

者間での協議を行った上で、区への返還、翌年度委託金等の充当等の措

置を講じるか否か検討を要する事項として以下の点が挙げられる。 

① 人件費積立預金  

      設定根拠が不明であるため、当該積立預金の設定が妥当であると

は言い難い。 

② 受託施設運営費調整金  
      人件費調整給分に関して、Ｉ園の人事制度の変更はＩ園独自の経

営改善のための方策の１つである以上、その調整分は区からの委託

金で賄われるべきものではない。また、人事制度の変更は、入所者

及び利用者の処遇向上のために直接的な因果関係を有する支出と

は考えられない。 
       運営経費補填分に関して、委託金額の予算積算に当たり、Ｉ園

から予算積算額の資料を区へ提出し、協議を経た上で委託金額が

決定されているため、予算積算額を大幅に下回る委託金額となる

ことは想定できず、将来の不足額発生に伴う充当の可能性は乏し

い。 
③ 介護保険制度改正対応費用 

   平成 17 年度中の資金不足に備え積み立てられたものであり、平
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成 17 年度決算において積立目的は既に達成されているため、当該

積立金額は取り崩しがされなければならない。 

 

④ 経営改善計画費  

      将来の経営改善のためのコンサルティング費用は、Ｉ園独自の判

断で行われるものであり、自主運営事業を含めた法人全体として経

営改善に関するコンサルティング料は区からの委託金で賄われる

べきものではない。 

 

    ⑤ 減価償却積立預金（減価償却積立金の分） 

       当該積立預金は、利用料金制度への移行後の固定資産物品の取

替更新に備え設定したものであるということであるが、利用料金

制度へ移行した際に既存の固定資産物品の区よりの購入要請があ

った場合ではあるが、その支払財源は留保されていない。そのた

め、設定順序としては購入要請があった場合の支払財源の確保が

優先されるべきであり、その上で資金余剰があれば取替更新のた

めの積み立てを行うべきである。しかし、利用料金制度に移行し

た際に購入要請が行われるか否かは現段階においては不確定であ

り、購入要請があることを前提にその財源を積立預金として留保

することは確実性に欠ける。したがって、現段階においては減価

償却積立預金として計上されている金額は、一旦区へ返還し、利

用料金制度に移行する際に区が所有している固定資産物品の取扱

いについて購入要請及びその財源確保の手段又は無償譲渡等につ

いての協議を行うことが実態に即した取扱いであると考える。 

 

    ⑥ 積立預金等の取崩 

       積立預金等の設定対象となる支出が行われた場合には、当該積

立預金等の取り崩しを行わなければならない。区としては、支出

が行われたにもかかわらず、積立預金等の取り崩しが行われてい

ない事実を認識した場合には、Ｉ園に対し取り崩しを行うように

指導する必要がある。 

 

 （２）今後の契約条項 

     委託金繰越金に係る現状の曖昧な取扱いは、委託契約書において委

託金剰余金の取扱いが明確に規定されていないことにも起因する。 

平成 18 年４月１日からは指定管理者制度に移行しているが、今後の

協定においては次の点等を条項として織り込む必要があると考える。 
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     ① 委託金剰余金のうち、将来の入所者又は利用者の処遇向上を図

るための経費に充てる金額は、特定の目的を明確にした上で積立

金及び積立金に対応する積立預金として計上すること。 
     ② ①の積立金等の設定に当たり、区と協議した上で区の承認を受

けた金額を積立金等として設定すること。 
     ③ 委託金剰余金が、区が承認に基づき積み立てた金額を上回る場

合には、その超過額を区へ返還すること。 
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ＮＯ５ 委託料の支払い方法について 
【概況】 

I園との特別養護老人ホーム及び高齢者在宅サービスセンター管理運営委託
契約書第６条第２項の委託料の支払いは、四半期ごとと定めている。第７条で

区の委託料は、平成 17 年４月、７月、10 月、平成 18 年１月のそれぞれ 10 日

までに請求され 15 日以内つまり、年４回の前払いになっている。 

表 月度別支払                     （単位：千円） 

 平成 17 年 平成 17 年 平成 17 年 平成 18 年 

月 4 月 7 月 10 月 1 月 

金額 1,551,876 886,786 1,330,180 665,090 

施設管理運営に関する年度の資金繰りについて、特に作成していないとの

ことで、Ｉ園から資金繰り資料を入手できなかった（一部の施設の流動資産、

流動負債の科目のみの部分月次試算表は入手）。 

さらに、Ｉ園の日常の資金繰りは円滑で、理事会及び施設長会で問題にし

たことはないとの事務方からの説明を得た。 

（参考試算） 
   毎月の支出額は、必ずしも一定ではないが、利息相当分の概括を把握する

ため試算として仮に３ヶ月毎に受領する委託料の１/３ずつ毎月使用すると

次のようになり、算定残額に例えば年１％（平成 17 年度地方債を参考）の

金利で利息を単純算定すると（残額×金利×１ヶ月÷12 ヶ月）毎月の利息

試算額が算定される。 
  表 支出額・残額・利息明細              （単位：千円） 

 支出額 残額 利息 

平成 17 年 4 月 517,292 1,034,584 862 

5 月 517,292 517,292 431 

6 月 517,292 ― ― 

7 月 295,595 591,191 492 

8 月 295,595 295,596 246 

9 月 295,596 ― ― 

10 月 443,393 886,787 738 

11 月 443,393 443,394 369 

12 月 443,394 ― ― 

平成 18 年 1 月 221,696 443,394 369 

2 月 221,696 221,698 184 

3 月 221,698 ― ― 

合計     － ― 3,691 
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【意見】 
区が、当該委託料の支払いを毎月とせず四半期ごと前払いとしている主な理

由として、事務の簡素化を挙げている。具体的には、支出命令書の発行、決定

及び収入役室での支出チェック、手続き頻度を少なくする等である。 
しかし、事務簡素化は、内容によって判断すべきと考える。 
上記の場合、金額の重要性、支払いの継続性等を考慮し、参考試算のような

経過利息の件を加味すると、委託先の特別な理由等が存しない限り、区債を有

している区の考え方として事務の簡素化で四半期ごと前払いの方法をではな

く、毎月払いを指向すべきである。 
さらに、一般的には、介護保険適用事業者（この場合区）が、介護報酬を国

保連に請求する場合、介護報酬発生時月末締めで翌々月 20 日頃の入金である

ことも考慮されたい。 
Ｉ園に対してのみならず、金額的に重要な一定の基準を設け、当該基準以上

の金額となる他の委託料の支払い方法（契約の名称は問わず）についても含め

て検討されたい。 
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ＮＯ６ 委託先法人の予算補正に係る区との協議等 
【概況】 
Ｉ園では、平成 17 年度の当初予算額に対し、第一次補正予算案（平成 17

年８月 30 日開催理事会承認）、第二次補正予算案（平成 18 年３月 28 日開催理

事会承認）が理事会で承認され、予算の補正が行われている。 

委託契約書第 10 条に次のような規定がある。 

「２ 乙は、法人の会計（施設毎の経理区分を設ける）の予算編成を行っ

た後、速やかに予算書を甲に提出しなければならない。なお、乙は、

予算編成を行うにあたって、事前に甲に協議しなければならない。 

３ 乙は、前項で編成した予算の大区分間で流用を要する場合には、事

前に甲に協議しなければならない。」 

平成 17 年度の第一次補正及び第二次補正のいずれに関しても、予算の補正

に関する区との事前協議、補正予算書の区への提出は行われていなかった。 

なお、平成 17 年度資金収支計算書上の経理区分間繰入金支出（収入）に関

し、第二次補正予算において 136,352 千円の予算増額が行われたにもかかわら

ず、決算後実績額は、第二次補正後予算額を 110,198 千円超過している。この

点に関し、予算補正を行ったにもかかわらず 110,198 千円の予算超過が生じて

いるが、決算において想定以上の剰余金が発生したことを理由として第三次補

正は行われておらず、区との協議も行われていなかった。 
 
【監査の結果】 
  予算の補正を行うに当たっては、委託契約書第 10 条に基づき区との間で事

前協議を行い、その後の理事会において補正予算案の承認を行い、承認され

た補正予算書を区へ提出する必要がある。これに対し、事前協議、補正予算

書の提出等が行われていない事実を区が確認した時点において、Ｉ園に対し

管理運営委託契約書に基づく事務手続の遂行を要請しなければならず、その

ための管理体制を構築しなければならない。また、予算額を超える支出が行

われている事実を確認した場合も同様に、区としての対応方法等に係る管理

体制を構築する必要がある。 
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ＮＯ７ 委託金の積算について 
【概況】 
Ｉ園への委託金額は、次の手順を経て積算される。 
  （１）当初積算額の算出 
① 業務委託費、賃借料、損害保険料、租税公課、水道光熱費、修繕費、

器具什器費等以外の勘定科目について、次の手順で積算単価を算出

する。 
ａ 前々年度実績額から臨時的な支出金額を控除した金額を積算根拠

実績数（職員配置数、入居者等定員）で除した金額を「決算平均単

価数値」とする。 
ｂ 「決算平均単価数値」と前々年度の積算単価、前年度の積算単価

及び対象年度の特殊事項等を勘案し、対象年度の積算単価を決定す

る。 
② 積算単価に積算根拠（職員配置数、入居者等定員）を乗じて、勘定

科目毎の予算積算額を算出する。 
③ 業務委託費、賃借料等は前年度契約実績金額を予算積算額とする。 
④ 損害保険料、租税公課、水道光熱費等は前々年度決算実績額を予算

積算額とする。 
⑤ 修繕費、器具什器費は、設備計画に基づく支出額を積算金額に含め

る。 
（２）（１）により積算された金額に基づき、予算見積書を区へ提出する。 

  （３）予算見積書の区での検討結果を受け、予算見積書の修正を行う。 

     平成 17 年度予算見積書における修正事項は次のとおりである。 

      ① 積算単価の見直し 

         福利厚生費   80,000 円 → 70,000 円 

         研修費      7,000 円 →  6,000 円 

         修繕費     10,000 円 → 50,000 円 

         給食費       800 円 →   790 円 

         器具什器費   10,000 円 → 15,000 円 

      ② 退職給与引当金の見直し（積算の取り止め） 
  （４）予算見積書の再提出分に基づき、区では最終の受託金額を確定する。 

平成 17 年度における特別養護老人ホームⅠの業務委託費に関し、予

算見積書再提出分では 49,269 千円であったものが、最終の受託金額の

内訳表上は 54,028 千円となっていた。これは、特別養護老人ホームＩ

の施設内の厨房工事に当たり約３ヶ月間、厨房が使用できなくなるため、

特別養護老人ホームⅡの厨房において調理したものを特別養護老人ホ

ームＩに配食を行うことに関し、給食委託費の追加積算が行われたもの
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であるという説明を受けた。 
    
【意見】 
  委託金額の積算に当っての積算単価の使用について、積算単価ではその単

価にどのような支出項目が具体的に含まれているか委託者である区としては

確認することができない。また、前年度契約実績額等を使用した場合、Ｉ園

としての翌年度の経費削減目標等が反映されず、積算額は増加する可能性が

あり、Ｉ園の経営努力の成果は委託金剰余金として留保されることとなる。

現在の積算方法には種々の問題が存在しているが、区から積算単価自体の見

直し等に係る指導等は行われていたものの、積算方法自体の見直し等に係る

指導等の事実は確認できなかった。現行の積算単価の使用に関しては、平成

15 年度に本部調整金を削除したことに対し、緊急時の予算措置を予算化する

手立てとして積算単価を導入した経緯があるという説明を受けた。しかし、

緊急時の予算措置のみの理由で積算単価を使用することには疑義がある。 
本来は、委託金額の積算は次のような手順を経て行われるべきであると考え

る。 
 （１）Ｉ園で、翌年度の事業計画を作成する。事業計画には、翌年度の修繕

計画や物品等の購入計画を具体的に織り込む。 
（２）その事業計画に基づき、勘定科目毎、支出項目毎に積み上げ方式により

翌年度予算の積算を行う。その際、経費削減等に係る努力目標を予算積算

額に反映させるため、前年度実績額等に基づく予算の積算は行わない。具

体的には、支出項目毎に予想単価に翌年度使用数量等を乗ずることにより

積算を行う。 
（３）区へ予算積算資料として、勘定科目毎に積算額を記載した予算積算書と

勘定科目毎の支出項目毎の内訳を記載した予算内訳表を提出する。 
（４）区では、提出された資料を精査し、内容の確認及び協議等を行う。 
（５）最終の委託金額を決定する。 
  上記（４）に関しては現在も一部行われているが、結果としての委託金剰

余金を多額に発生させないためには、今以上に予算積算に当って区のリーダ

ーシップが期待される。 
また、会計年度終了後に実績額を支出項目毎に計算集計し、予算内訳表と比

較することで当初積算額と実績額との予算差異に関し、単価差異や数量差異等

の差異分析が可能となり、予算差異の原因分析を具体的に行うことができる。

そして、その内容に関し、区とＩ園とで協議を行うことにより、予算統制に関

する区のリーダーシップを発揮することが可能となる。 
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ＮＯ８ 指定管理者制度への移行について 
【概況】 
平成 18 年４月１日からの指定管理者選定に関しては、平成 17 年度中に次の

過程を経て選定が行われた。 

（１）平成 17 年６月２日 指定管理者制度部内打合せ会（計画調整課、高

齢福祉課、介護事業課、障害福祉課） 

（２）平成 17 年６月６日 計画調整課長より高齢福祉課長、介護事業課長、

障害福祉課長宛に「指定管理者制度移行にあたっての条例素案などの提

出について（依頼）」事務連絡の送付。（条例素案等の提出期限 平成

17 年６月 30 日） 

（３）平成17 年６月 30 日 計画調整課より部内各課、選考会議委員予定者

に「「（仮称）指定管理者選考会議」について」の配布 

（４）保健福祉部指定管理者選考会議設置要綱の制定（保福計発第 508 号、

平成 17 年７月７日起案、平成 17 年７月 12 日決定） 

（５）平成 17 年７月 15 日 保健福祉部指定管理者選考会議 第１回開催 

・ 「設置要綱」と「対象施設」の確認。 

・ 所管課からの「推薦する基本的な考え方」（現行受託法人に対する

評価・利用者との信頼関係・適切な公募方法の難しさ等公募を行わな

い理由が明らかにされている）提案。 
（特別養護老人ホーム等に関しては、資料としては配布されたものの

｢特別養護老人ホーム、・・・・については、時間の関係もあり、本日

説明できない。この分は資料をお読みいただき、疑問点、不足分を事

務局にお寄せいただきたい。｣と議事録に記載されていた。） 
・ 現在委託管理を契約している団体を「候補団体」とすることを確認。 
･ 各団体に対し、指定管理者となった際の事業計画案・経費案の提出

を依頼｡ 
（６）平成 17 年７月 22 日 指定管理者選考における資料提出に係る説明会

の開催。その際に、大田区保健福祉部長より（保福計発第 587 号）、各

団体に対して「指定管理者選考における資料提出について（依頼）」の

配布。（提出期限；平成 17 年８月 22 日） 

     （平成 17 年８月 22 日提出書類） 

      （１）事業計画書 

      （２）経費目論見書 

      （３）第三者評価書（写） 

      （４）その他参考となる資料 

      なお、上記提出書類は、大田区立特別養護老人ホーム条例施行規

則が、平成 17 年９月 30 日改正、平成 17 年 10 月１日施行であった
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ため、同規則第９条と異なる部分がある。（これは、当該規則が平成

17 年９月 30 日改正、平成17 年 10 月 1 日施行であったため、当該規

則に従った取扱いを行っていないという説明があった。） 
    ＊大田区特別養護老人ホーム条例施行規則に規定する提出書類 

①指定申請書 
②事業計画書 
③特別養護老人ホームの管理に関する収支予算書 

④当該法人の登記事項証明書 

⑤定款 

⑥過去２年分の社会福祉法第 44 条第２項に規定する事業報告書、財

産目録、貸借対照表及び収支計算書並びに同上第４項に規定する監

事の意見を記載した書面の写し  

⑦その他区長が必要と認める書類 

 

（７）平成17 年８月 23 日付 Ｉ園より大田区保健福祉部長宛に「指定管理

者選考における資料提出について」の提出。 

（８）平成 17 年８月 25 日 保健福祉部指定管理者選考会議 第２回開催 

・ 所管課からの「推薦する基本的な考え方」に対する補充意見の審

議。 

・ 候補団体から提出された事業計画案・経費案の審議 

・ 団体からの事業計画案・経費案に対する要望点の提出をする申し

合わせ。 

（９）平成17 年９月 29 日 大田区議会にて「大田区立特別養護老人ホーム

条例」の改正が可決。平成 17 年 10 月１日施行 

（10）平成17 年 10 月５日 Ｉ園より「指定管理者制度候補に伴う介護施設

の部門別事業計画」の提出 

（11）平成 17 年 10 月 21 日起案、平成 17 年 11 月１日決定 保福計発第 1007

号「山王高齢者センター、特別養護老人ホーム、知的障害者援護施設な

どの指定管理者の選定手続きについて」保健福祉部内稟議。 

（12）平成 17 年 11 月１日 保健福祉部指定管理者選考会議 第３回開催 

・ 評価項目、評価ポイント、評価基準の確認 

・ 評価作業 

・ 候補団体の選定承認 

     選考会議第３回の開催が当初の第３回の開催予定時期９月下旬に対

し大幅に遅れた理由は、第２回の会議を受けて、各事業課で各団体に

不明点、考えを深めて欲しい旨、要望点等を伝え、協議を行い、その

後に事業計画案の骨子を作成し、一次評定を行ったためであるという
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説明があった。 

（13）平成 17 年 11 月８日 大田区長へ保健福祉部指定管理者選考会議報告

書の提出 

（14）平成 17 年 12 月９日 大田区議会 原案可決（第 141 号議案） 

（15）平成 17 年 12 月 15 日 大田区告示第 604 号（指定通知、告示） 

 
【監査の結果及び意見】〔（２）は、監査の結果、（１）及び（３）は、意見〕 
 
（１）今回の指定管理者の選考に係る検討は、条例改正前より開始されている。  
そのため、選定手続の一部については、現在施行されている条例の下でなさ

れていなかった。候補団体に依頼した資料が、改正後条例に規定されている

資料と異なっている部分については、適切な時期に不足資料の提出依頼等を

行い、完備されたい。 
 
（２）指定管理者の選考方法で公募としない理由は「推薦する基本的な考え方」

の中で明らかにされており、｢推薦する基本的な考え方｣の確定により公募し

ないことが確定するものと考えられる。特別養護老人ホームの｢推薦する基本

的な考え方｣に係る指定管理者選考会議での審議状況としては、議事録を閲覧

する限り、【概況】（５）（８）のような状況であった。議事録の記載内容から

判断し、特別養護老人ホーム等の｢推薦する基本的な考え方｣は、平成 17 年８

月 25 日の第２回選考会議以降に確定したものと考えられる。 

しかし、特別養護老人ホームの候補団体への指定管理者選考における資料

提出に係る説明会は、｢推薦する基本的な考え方｣が確定する前の平成 17 年７

月 22 日に開催されている。これは、候補団体への説明が、公募しない理由が

確定する前に行われたことを意味する。本来、候補団体への説明会等は、公

募としないことが決定された上で行われるべきものであり、このような観点

から、今回の取扱いについては、手続上の不備があったと解される。 

この点に関し、担当課としては、｢｢推薦する基本的な考え方｣について、議

事録上いつの日に確定したかを示す明確な記録がないものの、選考会議の中

での審議過程において出席者からの同意は得られたとの認識から選考手続を

遂行した。最終的な確定は、平成 17 年 11 月８日の区長への保健福祉部指定

管理者選考会議報告書の提出によると考えている。また、今回の特別養護老

人ホームに係る指定管理者制度の移行については、平成 18 年４月より指定管

理者制度に移行することが望ましいのではないかとして、区は、既に指定管

理者制度に移行した他の前例実績に基づき、指定管理者告示後協定締結まで

の期間として３ヶ月間を見込み、平成 17 年度内に事務手続を急ぎ遂行した。

そのため、文書による記録を残すべき事項について全て記録が残っている状
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況にあるとは言い難い。｣という説明を受けた。 

  これらの状況に関し、止むを得ない状況であった点について一定の理解を

示せるものの、特に、公募しない理由を明らかにされている｢推薦する基本的

な考え方｣の確定については、選考手続上も重要な手続でもあること、条例改

正前に手続を遂行しなければならなかった状況を勘案し、選考会議の席上、

議案として承認を行い、その事実を議事録に記録として明確に記載すると共

にその後に候補団体への説明を行うべきであったと考える。 

 

（３）さらに、担当課によると「「推薦する基本的な考え方」の作成に当たり、

保健福祉部内打合せ会に於いて、選考会議の判断基準について及び現委託先

を指定管理者にする考え方について、そのまま一括指定と採られる発言もあ

ったが、部局内での打合せの中では、分割指定するという提案も行われてい

た。しかし、最終的には、公募ではなく従来からの委託経過等安定した施設

運営を図る観点から、既存委託先を指定することを選定して作成を行った」

とのことであった。 

  ５年後に再び、指定管理者の選考が行われるが、その際は、一括指定では

なく分割指定も視野に入れた柔軟な検討及び所定の基準に準拠した選考を行

い、福祉サービスの低下にならないよう配慮しつつ、競争原理に基づく活性

化を行っていくことが望ましい。 
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ＮＯ９ 特別養護老人ホームたまがわの歯科診療室の有効利用について 
【概況】 
平成 12 年３月保健福祉部推進課作成の「特別養護老人ホームたまがわ併設

たまがわ高齢者在宅サービスセンター管理運営覚書（メモ）改訂版」によると、

当施設の歯科診療室は、大田区と区内の歯科医師会との協議により、将来、特

別養護老人ホーム等の入所者以外の区民の受け入れを行う施設（診療室）に改

修することになっているが、現在は、特別養護老人ホームの入所者のみの利用

となっている。 

歯科診療室に隣接の機能訓練室も、当初、将来の歯科の待合室のために設け

られたものという施設側からの説明があった。 

歯科治療ユニットも他の特養が１台に対し特養たまがわは、２台あり、Ｘ線

機械室もあり設備がより充実している。ただし、建物完成当時の工事関係の見

積書等により当時の歯科室の建設コストを把握しようとしたが、当該資料は、

建物完成後５年を経過しているため、区としては、廃棄したとのことで把握で

きなかった。 
 
各区立特別養護老人ホームのＩ園が行った「歯科診療室の状況について」

の回答書によると次の通りである。 
 

  表 施設別の延べ利用者・面積・備品等 
施  設 

定員 

17 年度延べ利用者 

（人） 

面  積  

（㎡） 

 その他備品等 

（千円） 

羽田 月２回  192  4.00 2,870 

100 名（特養）    

池上 月３回 314 11.40 3,981 

100 名    

大森 月２回 270 19.45 5,685 

80 名    

蒲田 月２回 324 14.90  6,376 

100 名    

糀谷 月２回 315 16.40 6,586 

100 名    

たまがわ月４回 733 100.00 11,573 

200 名    

 

（ 添付資料 ２  写真  参照 ） 
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【意見】 
上記表より、治療日が施設によって月２回の治療、但し、隔週もあり均一

ではないので人数の比較は、単純ではない。しかし、特養たまがわの平成 17

年延べ利用者数は、毎週１回治療なので、延べ 733 名であるが、他の施設の

ように仮に月２回に換算すると 366 名となり特養蒲田を 12％上回るに過ぎな

い。 

先述の平成 12 年３月保健福祉部施設課作成の「特別養護老人ホームたまが

わ併設たまがわ高齢者在宅サービスセンター管理運営覚書（メモ）改訂版」に

関しては、記載されている将来の入居者以外の区民の受け入れについて、その

後特に当該受け入れのための改修を行っていない経緯等も明確に入手できな

かった。 

  

よって、現実として設備面で、歯科治療ユニットが２台であること、Ｘ線装

置専用室があること、面積が他の５倍以上となっていること等により、区民の

ニーズの変化等他の考慮すべき諸条件も加える必要があるが、平成 12 年当初

の計画を参考にし、特養たまがわ入居者のみでなく今後増加傾向にある地域の

高齢者のうち、車椅子が必要な方等一定の条件の下での当該歯科室の利用を検

討する等、より有効な歯科室活用が望まれる。 

  
また、工事関係の書類につき、今後の大規模修繕等に備え、今後担当課にて、

その予算概要が必要になること等もあり、一般的な建物の耐用年数等から考え

ても一律５年間保存というより、その資料の必要性を検討し、文書管理規程と

の整合性も考慮しつつ、個別判断することも考察されたい。  

さらに、補助金の交付を受けて設置された施設であることから補助金の使途

内容を明らかにする書類の保存についても、施設完成後使用経過を把握する必

要あるいは途中で用途変更の必要などが生じる可能性があり、施設設置後５年

で廃棄という点については保存期間が短すぎる感があり検討されたい。 
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ＮＯ１０ 委託料の妥当性について 
【概況】 
１．費消実績との比較 
  平成 17 年度の区の委託料とＩ園の委託料実績報告書と比較すると、次のと  

おりである。              
表 委託料と実績比較       （単位：百万円） 

合計 
 
委託料（１） 実績（２） (2)-(1) 費消率(２)／（１） 

特養 2854 2701 -153 95% 

短期 319 342 23 107% 

通所 1262 1172 -90 93% 

合計 4435 4215 -220 95% 

 
人件費・事務費・事業費別の内訳は次のとおりである。 
 表 人件費・事務費・事業費の委託料と実績比較 （単位：百万円） 

  人件費 

  委託料（１） 実績（２） (2)-(1) 費消率 

特養 1882 1727 -155 92% 

短期 221 227 6 103% 

通所 805 728 -77 90% 

合計 2908 2682 -226 92% 

 事務費 

 委託料（１） 実績（２） (2)-(1) 費消率 

特養 459 477 18 104% 

短期 57 60 3 105% 

通所 384 307 -77 80% 

合計 900 844 -56 94% 

 事業費 

 委託料（１） 実績（２） (2)-(1) 費消率 

特養 513 497 -16 97% 

短期 41 55 14 134% 

通所 72 137 65 190% 

合計 626 689 63 110% 
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２．介護報酬との比較 
区は、区立各施設の管理運営（平成 18 年度からは管理代行）をⅠ園等に委

託し対価として委託料を支払うとともに、介護報酬を受領している。区がⅠ

園に支払っている委託料と事業者として受領する介護報酬を比較すると次の

とおりである。 

表 平成 17年度、Ｉ園委託分、（単位：百万円） 

  委託料① 介護報酬② 差額①－② 

施設 2,854 2,549 305 

短期 319 326 －7 

通所 1,262 1,305 －43 

合計 4,435 4,180 255 

 
【意見】 
１．費消実績との比較 
合計の費消率は 95％であるが、特養 95％、短期 107％、通所 93％とサー

ビス別に見ると費消率のブレが大きい。 

費目別にみると全体での余剰が 220 百万円に対し人件費の余剰が 226 百

万円と、人件費の委託料・実績の違いが全体の差額とほぼ同額になってい

る。   

人件費については、平成 15～16 年度の実績がそれぞれ 2,789 百万円、

2,717 百万円と減少傾向にあったのに対し、平成 17 年度委託料は 2,908 百

万円と増額されたが、実績は従来の減少傾向のとおり 2,682 百万円に留ま

っている。Ｉ園の努力にもよっていると考えられるが、過去の傾向や人事

政策をより分析して人件費の委託料を査定する必要がある。また、事業費

では通所の費消率が 190％、短期が 134％と大幅に委託料をオーバーした費

消が行われており、委託料の算定における検討が十分とはいえない。 

この結果は、委託料算定のプロセスに影響される部分が大きいと考えら

れる。 
２．介護報酬との比較 

委託料 4,435 百万円は、介護報酬 4,180 百万円を 255 百万円上回る。 

一般の介護保険事業者は介護報酬で経営しているが、委託料は介護報酬を

上回った水準にある。また、独立行政法人福祉医療機構“特別養護老人ホ

ームの経営分析参考指標”（平成 16 年度版）によれば、事業活動収入に対

し減価償却費が 3.6％、支払利息が 0.9％を占めているが、Ｉ園は区の建物

等固定資産を使用しているため、区の行政財産である建物の建築コスト等

については、将来的な負担はないと考えられる。 

従って、委託料の算出に当たっては一般の介護保険事業者との比較をも
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って精査する必要がある。  

一方、利用料金制度（参考参照）の採用という考え方もある。 

上記のとおり、平成 18 年度から指定管理者制度がスタートし、Ｉ園等に

は管理代行を委託することになったが、従来同様、区は委託料を支払うと

ともに、介護保険事業者として介護報酬を得ている。 

 

利用料金制度は、現行の委託料方式に内在する次のような問題点につい

て、解消できる部分がある。 
 
①介護保険では、保険料負担と介護給付の対応関係が明確であり、保険料

負担に対する利用者の理解が得やすいが、委託料方式では委託料次第で

介護給付の水準が左右されることから、保険料負担と介護給付の対応関

係が不明確になる。 
②運営経費が委託料として保証されるため、安定したサービスの提供が期

待できる反面、受託者の経営改善努力が進みにくい。 
③区が介護保険事業者として事業についての責任を負うが、サービスを提

供する施設の運営について十分な指導体制を整えにくい。 
区では、利用料金制度の導入を検討はしているが、早期に実現を図る

べきである。 
この利用料金制度では、原則として指定管理者が介護保険事業者になる

ことから、施設運営基準の遵守責任なども明確になる。区立施設としての

適切な指導監督は別途判断すべき問題ではあるが、整理すべき課題を解決

し、早急に利用料金制度を指向すべきである。 
【参考】 
地方自治法第 244 条の２第８項（利用料金制度） 

地方自治法第 244 条の２（公の施設の設置、管理及び廃止） 

１．～７．略 

８．普通地方公共団体は、適当と認めるときは、指定管理者にその管理する公の施設の利用に係

る料金（次項において「利用料金」という）を当該指定管理者の収入として収受させることがで

きる。 
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ＮＯ１１ Ｉ園に対する無償貸付について 
【概況】 
  区は、｢特別養護老人ホーム池上｣が所在する建物をＩ園と区分所有してい

る。土地は、すべて区の所有地である。行政目的に供している財産であり、

Ｉ園を地方自治法第 238 条の４第２項及び同法施行令第 169 条表一のハの｢公

共的団体｣該当するとし、行政財産のまま土地の無償貸付を行っている。 

  

所在 地目 地積（公簿） 

大田区仲池上二丁目 678 番

１、679 番 1,680 番２ 

宅地 6867.36 ㎡ 

 

  なお、用途は区立施設及び自主事業（Ｉ園本部を含む）の施設の敷地とし

て使用されている。 

【意見】 

Ｉ園については、大田区は、特別養護老人ホームの管理運営を委託している

が、委託料の積算時についても、無償貸与に係る土地について合理的に算定し

た賃料を考慮していない。他の社会福祉法人については、有償貸与している場

合もある。検討されたい。 



53 

ＮＯ１２ Ｉ園計上の受託収入と区の委託料の整合性 
【概況】 
Ｉ園は特養・短期・通所の施設毎に委託契約書上の委託料とは異なる独自

の予算（委託料）を定め、この数値に基づき施設毎の事業活動収支内訳書の

“受託収入委託料”を計上している（資金収支内訳書も同じ）。事業活動収支

内訳書（Ｉ園委託料に関わる予算値を計上）と委託契約書の委託料を比較す

ると下表のとおり。 
 
表 事業活動収支内訳書（Ｉ園委託料に関わる予算値を計上）と委託契約

書の委託料の比較                         （単位：円） 

特養 
  

事業活動収支内訳書（１） 委託契約書（２） （１）－（２） （１）/（２） 

羽田 402,632,000 390,698,089 11,933,911 103% 

池上 454,282,000 455,863,657 -1,581,657 100% 

大森 345,495,000 348,928,274 -3,433,274 99% 

蒲田 407,828,000 421,106,943 -13,278,943 97% 

糀谷 433,159,000 428,325,082 4,833,918 101% 

たまがわ 806,309,000 808,740,620 -2,431,620 100% 

合計 2,849,705,000 2,853,662,665 -3,957,665 100% 

短期 
  

事業活動収支内訳書（３） 委託契約書（４） （３）－（４） （３）/（４） 

羽田 28,272,000 25,596,380 2,675,620 110% 

池上 29,201,000 28,468,517 732,483 103% 

大森 29,046,000 29,071,084 -25,084 100% 

蒲田 45,018,000 43,094,786 1,923,214 104% 

糀谷 54,734,000 55,139,190 -405,190 99% 

たまがわ 139,875,000 137,306,414 2,568,586 102% 

合計 326,146,000 318,676,371 7,469,629 102% 

通所 
  

事業活動収支内訳書（５） 委託契約書（６） （５）－（６） （５）/（６） 

羽田 116,107,000 123,052,390 -6,945,390 94% 

池上 113,047,000 105,838,055 7,208,945 107% 

大森 128,590,000 133,143,348 -4,553,348 97% 

蒲田 148,522,000 146,827,156 1,694,844 101% 

糀谷 134,384,000 140,874,902 -6,490,902 95% 

たまがわ 87,868,000 88,664,705 -796,705 99% 
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南馬込 106,008,000 113,290,377 -7,282,377 94% 

田園調布 99,148,000 105,549,245 -6,401,245 94% 

徳持 113,354,000 112,669,993 684,007 101% 

下丸子 106,618,000 109,300,775 -2,682,775 98% 

矢口 82,297,000 82,380,758 -83,758 100% 

合計 1,235,943,000 1,261,591,704 -25,648,704 98% 

特養・短期・通所合計 ‐22,136,740  

   
【監査の結果】 
委託契約書上の委託料とＩ園独自の予算（委託料）の違いは最大で 10％あ

り、委託契約書上の委託料の一部は本部保留分として本部に計上されている。 

そして、委託契約書上の委託料はＩ園独自の予算を特養・短期・通所合計

で約 22 百万円上回っており、法人全体の剰余金の源泉になっている。 

“大田区立特別養護老人ホーム（介護福祉施設サービス・短期入所生活介護）

及び高齢者在宅サービスセンター（通所介護）管理運営委託契約書”第 10 条

第２項によれば、Ｉ園は予算編成を行うに当たっては、事前に区と協議しな

ければならないが、本協議が有効に行われているとは判断しがたい。 

また、同管理運営委託契約書第 10 条第４項で提出を求められている事業活

動収支内訳書・資金収支計算書の委託料が受託契約書の委託料と異なること

に対し、区はその原因を把握し、施設毎の必要額をより正確に契約に反映さ

せなければならない。 

 
 【参考】 
大田区立特別養護老人ホーム（介護福祉施設サービス・短期入所生活介護）

及び高齢者在宅サービスセンター（通所介護）管理運営委託契約書 
第 10 条（会計事務処理等） 

２．乙（社会福祉法人Ｉ園、以下同じ）は、法人の会計（施設毎の経理区分を設ける）の予算編成

を行った後、速やかに予算書を甲（大田区、以下同じ）に提出しなければならない。なお、乙は、

予算編成を行うにあたって、事前に甲に協議しなければならない。 

４．乙は、第２項の法人の会計に係る決算書及び関係書類を契約期間満了後 30 日以内に、甲に提出

しなければならない。 
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ＮＯ１３ 区立介護保険施設のサービスの提供とその対価の流れについて 
【概況】 
区は、区立の６ヶ所の特別養護老人ホームと 12 ヶ所の高齢者在宅サービス

センター（以下各施設という）を設置し、その管理を社会福祉法人Ｉ園及び

社会福祉法人Ｔ会に委託している。委託方法は平成 17 年度までは管理委託方

式、平成 18 年度からは指定管理者方式である。 

 

区は、介護保険事業者として指定を受け介護サービスを提供するが、実際

の運営は各社会福祉法人に委託している。そして運営の対価として毎年各社

会福祉法人に委託料を支払うとともに、介護保険事業者として提供した介護

サービスの対価（介護報酬（注））を受領している。 

 

介護報酬は、概ね被保険者の自己負担部分と東京都国民健康保険団体連合

会（以下「国保連」という）からの給付部分からとなっているが、その流れ

は次のとおりである。 

（注）介護報酬とは、事業者が介護サービスを提供した場合、サービスの対価として受け取る報酬の

ことである。 

 

（１）被保険者の自己負担部分 

被保険者は介護サービスを受けると、介護報酬のうち原則として１割を

負担する。（大田区の各条例（注）によれば、この負担金を使用料と記載し

ていることから本稿では“使用料”と記載する。）使用料は各施設（各社会

福祉法人）で受領され、各施設から区に納付される。 

（注）大田区立特別養護老人ホーム条例・大田区立高齢者在宅サービスセンター条例 

（２）国保連からの給付部分 

介護保険では原則として介護報酬の９割が保険給付される。各社会福祉

法人は委託業務の一環として、介護報酬の審査・支払い機関である国保連

へ保険給付の請求書を送付し、国保連は審査のうえ、介護保険事業者とし

ての区に介護報酬を支払う。一方、区は介護保険の保険者でもあり、国保

連は支払った介護報酬を区から回収する。 
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これを、具体的に簡略化すると以下の図のようになる。 
図 介護保険給付費と委託料のフロー 

 
  

各施設(特養・短期入

所・通所介護)サービス

提供施設の運営 

 

社会福祉法人 Ｉ園 

社会福祉法人 Ｔ会 

 

 

 

①利用者負担１割分 区へ納入 

 

                 

④委託契約 委託料支払 

  

 

 

②介護保険給付費 

   の９割支払 

          

大田区 

事業者 高齢事業課 

 

 

 

 

 

介護保険者 介護高

齢医療課 

   

       

 

 サービス   ②介護保険給付費   

の提供     の原則９割請求   

                

              

  ①利用者負担１割支払  

利用者 

              ③介護保険給付費  

    ９割請求   

                    

 

東京都国民健康保険団体連

合会 

（介護報酬の審査・支払機関） 

  

  ③介護保険給付費 

    ９割支払 
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ＮＯ１４ 介護報酬請求の網羅性について 
【概況】 
区立介護保険施設で提供するサービスは、介護福祉施設サービス（以下特

養という）、短期入所生活介護（以下短期という）、通所介護（以下通所とい

う）である。 

短期及び通所については、各施設から国保連に対する介護報酬請求は、国

保連で、ケアプラン作成機関である居宅介護支援事業者からの居宅介護サー

ビス計画費の請求と照合されることからその網羅性は原則として担保されて

いると考えられる。 

特養・短期・通所とも提供したサービスに基づき給付費明細書を作成し、

これに基づき介護報酬の請求が行われていることから、国保連への請求が網

羅されていれば基本的には使用料の請求も行われると判断される。 

 
【意見】 
特養については、国保連に網羅性チェック機能がないため、他のサービス

以上に慎重な点検が要求される。施設では組織的にダブルチェックを行って

いるとのことであるが、点検の過程が記録として残っていない。 
 
月初入所者数に当該月の新規入所者数や入院中の者等を加減して調整した

要請求書作成者数と実際の国保連への請求書作成数を照合し、差異がある場

合は利用者負担段階の変更や生活保護者インプット遅れなどその原因を管理

シートに記載し、ダブルチェックを行ったうえ、点検記録として保管してお

くことが望ましい。 
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ＮＯ１５ 保険給付・使用料請求のイレギュラーケース対応について 

【概況】 

（１）保険給付は、各施設が国保連へ請求を行い、国保連の審査後事業者であ

る区が支払いを受ける。ここでは、施設が請求を行ったが国保連での審査

で保留とされ“請求明細書・給付管理票返戻（保留）一覧表”に記載され

たイレギュラーケースについて事後処理が適正に行われたかチェックし

た。 

（２）区では、国保連からの介護報酬の入金に基づき収入を計上しているとと

もに、使用料については年度末にⅠ園等からの報告に基づき未収金（未納

金）を計上している。 

 

【監査の結果】 

（１）サンプルとした 23 件をチェックした。うち８件（使用料の請求漏れ等

４件、国保連への請求漏れ２件、その他２件）については事後処理が不適

切である。 

 

ａ．事務処理全般が担当者に任されており、管理職の関与が不十分である。

今回対象としたイレギュラーケースも含め、担当者の処理を管理職が継

続的にフォローする体制が必要である。 

 

ｂ．利用者の生年月日が誤っていたため、国保連から確認を求められたケー

スが２件あった。生年月日は基本となる情報であり、基本情報をインプ

ットする精度の向上が必要である。 

 

ｃ．上記のうち１件は平成 15 年の国保連への請求が誤っており、その修正

が平成 17 年に行われたが、その際必要であった使用料の修正が未済の

ケースである。他にも処理が遅れているケースがあり、迅速な処理に向

け組織的なチェック体制が必要である。 

 

（２）上記（１）で指摘した施設での事後処理が不適切なケースについて、区

でチェックする体制がなくそのまま放置され、区の収入として計上されて

いない場合がある。区は施設と連繋して上記のようなイレギュラーケース

についての対応方法を決め、区が処理状況をフォローしていくことが必要

である。 
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ＮＯ１６ 利用者負担段階の確認・生活困難者に対する利用者負担額軽減措置

事業の対象者の確認について 

【概況】 

低所得者の負担が過度に重くならないように、介護保険制度においては、

いわゆる利用料については、高額介護サービス費・特定入所者介護サービス

費の制度があり、また介護保険制度外で生活困難者に対する利用者負担額軽

減措置事業があり、低所得者の利用料負担が減額される。 

 

【意見】 

特定入所者介護サービス費の負担限度額の認定申請書確認欄に生活保護情

報・福祉年金情報について有・無記入欄があるが、３件について記載漏れに

なっている。 

また、介護高齢医療課では２名以上でのチェックを行っているとのことで

あるが、ダブルチェックを行っている証跡はない。 

重要な点検結果の記載漏れをなくすとともに、ダブルチェックを行った証

跡を残し、責任関係を明確にすべきである。 
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ＮＯ１７ 生活困難者に対する利用者負担額軽減措置事業の適用について 

【概況】 

平成 17 年 10 月に介護保険制度改正時に本制度も対象者の範囲を改正した

が、当該改正時に更新した利用者 81 名のうち、区立特別養護老人ホームの入

所者は次のとおりである。 

表 特養別定員・利用者数・利用割合 

特養名 定員（人） 利用者数(人) 利用者割合 

羽田 100 0 0.0% 

池上 100 1 1.0% 

大森 80 3 3.8% 

蒲田 100 1 1.0% 

糀谷 100 2 2.0% 

たまがわ 200 15 7.5% 

合計 680 22 3.2% 

 

【意見】 

上記のとおり、施設によって利用者数は大きく異なる。本制度は対象者に

よる申請によって利用可能となるが、特養入居者は施設からの情報提供によ

って本制度の利用を判断するものと考えられる。ただし本人の情報について

は個人情報保護の観点からも取り扱いに十分注意されなくてはならないこと

から、区と協力のうえ、本制度の事務が慎重で円滑に行われるための工夫を

されたい。 
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ＮＯ１８ 使用料の未収金（未納金）対応について 

【概況】 

使用料は、各施設がサービス利用者に請求書を発行し原則として口座引落

あるいは振込によって徴収している。 

平成 18 年３月末現在の施設別の未収金は次のとおりである。 

 

表 使用料未収金明細                    （単位:円） 

特養 短期 
  

金額 定員 1 名当たり 金額 定員 1 名当たり 

羽田 1,727,400 100 17,274 156,047 8 19,506 

池上 872,296 100 8,723 233,572 8 29,197 

大森 220,162 80 2,752 81,113 8 10,139 

蒲田 125,837 100 1,258 83,423 12 6,952 

糀谷 609,132 100 6,091 407,856 15 27,190 

たまがわ 458,568 200 2,293 1,457,172 40 36,429 

合計 4,013,395 680 5,902 2,419,183 91 26,584 

通所 
  

金額 定員 1 名当たり 

羽田 339,776 50 6,796 

池上 504,129 50 10,083 

大森 216,655 50 4,333 

蒲田 298,343 65 4,590 

糀谷 293,807 65 4,520 

たまがわ 23,780 30 793 

南馬込 118,048 45 2,623 

田園調布 309,185 45 6,871 

徳持 476,574 45 10,591 

下丸子 0 45 0 

矢口 472,632 30 15,754 

合計 3,052,929 520 5,871 

（注）通所の“大森本町”については、資料での確認が取れないため省略した。 
上記のとおり、定員１名当たり未収金残高は施設によって大きく異なる。 

特養については定員１名当たり 1,258 円～17,274 円、短期については同様に

6,952 円～36,429 円、通所 0円～15,754 円とばらつきが大きい。 
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【意見】 
未収金は、個別の事例で各施設別に多寡がでることはあるが、区は各施設

の未収金の管理のレベルをより向上させることにより、低位の水準にするよ

うに指導力を発揮すべきである。 

施設では平成 17 年度から管理体制の整備に取り組んでいるが、未収金の請

求は現場の担当者・管理職に委ねられており、未収期間や利用者の状況に応

じてどのような対応をするか等を指示する統一的なマニュアルが全般的に作

成されていない。また、特養については、施設の預かり金制度で利用者から

預かる預金等から使用料の支払いを受けて未収金の発生を低位に抑えている

ケースもあるが、預かり金制度そのものの取扱いも慎重に検討されるべきで

ある。 
区が各施設と一体となってそれぞれの役割を定め対応する仕組みを構築す

る必要がある。 
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ＮＯ１９ 平成 17 年度の使用料の納入通知について 

【概況】 

区とＩ園との間の“大田区立特別養護老人ホーム（介護福祉施設サービス・

短期入所生活介護）及び高齢者在宅サービスセンター（通所介護）管理運営

委託契約書（以下管理運営委託契約書という）”第２条第１項第５号によれば、

“使用料の収納に関する事務”がＩ園に委託されており、第３条により具体

的に収納事務の内容が規定されている。収納事務は調定 及び納入通知のあっ

た区の収入を受け入れる行為で、調定及び納入通知は区で行う必要がある。 

 

【監査の結果】 

納入通知は請求書の役割を担うものであるが、従来から使用料の計算・利

用者への請求はＩ園の担当者が実施しており、区が行うべき納入通知は行わ

れていないと判断される。 

平成 18 年度は収納事務委託から徴収事務委託に変更された（大田区立特別

養護老人ホーム及び大田区立高齢者在宅サービスセンターの管理代行に関す

る基本契約書第４条第１項６号）。徴収は、歳入を調定し、納入の通知をし、

収入を受け入れる行為であり、平成 18 年度からはＩ園の請求が納入通知と認

められることになるが、平成 17 年度は納入通知が欠けており、区の債権とし

ては適法に確定されてはいない状態と考えられる（平成 16 年度以前も同じ）。 

【参考】 

大田区立特別養護老人ホーム（介護福祉施設サービス・短期入所生活介護）

及び高齢者在宅サービスセンター（通所介護）管理運営委託契約書 
第 2条（委託事務） 

甲（大田区、以下同じ）は、特養老人ホームの管理運営に関する次に掲げる事項を乙（社会福祉法人Ｉ

園、以下同じ）に委託し、乙はこれを受託する。 

（１）～（４）略 

（５）使用料の収納に関する事務 

第 3条（収納事務） 

乙は、条例及び同条例施行規則に定めのある使用料等を入所者及び利用者から収納し、甲の発行する納

付書により納期までに払い込まなければならない。 

２．乙は、甲が交付した収納事務受託者である旨の証書を、入所者及び利用者の見やすい場所に掲示し

なければならない。 

３．乙は、入所者及び利用者の使用料の収納状況を、サービス提供を行った日の属する毎翌々月15日ま

でに報告しなければならない。 

４．乙は、使用料等に関する帳票類を、契約期間満了後５年間保存しなければならない。 

 
大田区立特別養護老人ホーム及び大田区立高齢者在宅サービスセンターの管理
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代行に関する基本契約書 

第 4条（管理代行の範囲） 

甲は、特養条例第 10 条の規定に基づき、次の掲げる業務を乙に管理代行させるものとする。 

（１）～（５）略 

（６）使用料の徴収に関すること 

 

平成18年度大田区立特別養護老人ホーム及び大田区立高齢者在宅サービスセン

ターの管理代行に関する協定書 

第 6条（徴収事務） 

乙は、大田区立特別養護老人ホーム条例及び同条例施行規則、大田区立高齢者在宅サービスセンター条例

及び同条例施行規則に定める使用料を１か月毎に集計し、サービスを提供した月の翌月末日を期限として

入所者及び利用者に請求しこれを徴収する。 

２．入所者及び利用者から徴収した使用料は、甲の発行する納付書により納期限までに甲に払い込まなけ

ればならない。 

３．乙は、甲が交付した徴収事務受託者である旨の証書を掲示し、徴収事務を行わなければならない。 

４．本徴収事務において使用料の未納となる入所者及び利用者があった場合、乙は第９条に基づき甲にす

みやかに報告するとともに、甲と協力のうえ徴収するよう努めなければならない。 

５．乙は、使用料等に関する帳票類を、本協定に基づく管理代行期間満了後５年間保存しなければならな

い。 
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ＮＯ２０ 平成 12 年度から平成 16 年度の未収金（未納金）の処理について 

【概況】 

平成12年度～16年度にＩ園でサービスを提供し利用者等から徴収すべき使

用料のうち、長期にわたって未収となっていた 2,672,379 円を平成 17 年度末

にＩ園が区に支払い、平成 17 年度の未収金残高がその額だけ減少している。 

 

表 未収金年度別内訳                    (単位：円) 

  
平成 12 

年度 

平成 13 

年度 

平成 14 

年度 

平成 15 

年度 

平成 16 

年度 
合計 

特養 175,970 349,699 330,726 0 29,528 885,923 

短期 336,765 164,386 200,622 58,828 70,083 830,684 

通所 206,095 144,765 182,835 236,520 120,257 890,472 

生きがい 

通所 
54,800 10,500 0 0 0 65,300 

合計 773,630 669,350 714,183 295,348 219,868 2,672,379 

 

【監査の結果】 

区の使用料徴収に関する会計事務処理においては、調定に基づく納入通知

書の発行が原則であるが、対象となった平成 12 年度～16 年度の使用料未収金

は区が行うべき納入通知書が納入義務者に発行されていない。 

平成 12 年度に介護保険サービスに移行した結果、毎月の利用者負担額がサ

ービス量によって変動し、また利用者負担額の確定が、サービス提供月の翌

月になるという使用料としては、特異な形態となった。 

このため、使用料の受け入れの原則であった、サービス利用前の歳入調定

及び納入通知書の発行が不可能となり、迅速かつ円滑な収納事務を行う観点

から、Ｉ園に収納事務委託し、区として事後調定によりＩ園から収納金を受

け入れてきたことによる。 

但し、Ｉ園は調定及び納入通知があった区の収入を受け入れる収納事務委

託者に過ぎず使用料未収金を肩代わりする立場にはない。 

Ｉ園から入金がなされたことにつき、区はＩ園からの支払申出書及び“介

護報酬に基づく利用者負担金（平成 12 年度～平成 16 年度）の収納について”

との文書で処理しているが、未収入金処理に関する区とＩ園との役割分担に

ついて、十分な協議に基づいた明確な体制づくりがなされていなかったこと

に起因していると考えられる。十分な協議による体制等を構築されたい。 
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【参考】 

地方自治法第 231 条（歳入の収入の方法） 

普通地方公共団体の歳入を収入するときは、政令の定めるところにより、これを調定し、納入義務

者に対して納入の通知をしなければならない。 

大田区会計事務規則第 22 条 

歳入徴収者は、歳入を収入しようとするときは、当該歳入に係る法令、契約書その他の関係書類に

基づいて所属年度、納人、納期又は納付期限及び納付場所を調査決定（以下「調定」という）しな

ければならない。 

2 項以下略 
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ＮＯ２１ 使用料等の区への納付状況について 

【概況】 

“大田区立特別養護老人ホーム条例施行規則第４条は短期入所者から食材料

実費として１泊について 780 円、“大田区立高齢者在宅サービスセンター条例

施行規則第５条第１項は通所介護者から食材料実費として１食について 440

円徴収する旨規定している。（平成 17 年９月末日まで。平成 17 年 10 月 1 日

以降は介護保険制度の改正で食材料費実費の徴収制度は廃止された。） 

 

なお、平成 18 年４月 1日からの制度改正により、実費の分については食費

に含まれて利用者から徴収されることとなった。この分については区に支払

われており、Ｉ園は給食費についても従来どおり給食業者に支払う（平成 18

年３月 31 日までは当該支払いについて、Ｉ園への委託料積算には入っていな

かったためＩ園では、剰余金の一部をあてて処理し、18 年度からは委託料積

算に含めて処理しているため、区から応分の収入を委託料として得ているこ

とになる）こととなった。 

 

【監査の結果】 

各施設は当該金額を利用者から収入しているが、区に支払われておらず、

施設の収入として処理されている。区の見解は、“各施設が収納した食材料費

を区が歳入しても、その分は区からの委託料に上積みされ、結局施設に全額

戻ることになっていた。このような金銭の流れを簡略化し、利用した人数分

だけの食材料費を業者に渡すようにするため、区の歳入とせず、収納した食

材料費を施設から直接給食業者に支払っていた”とするものである。 
 
しかし、施行規則で定めた処理を実務的な理由から平成 17 年９月末日まで

の制度による食材料実費について適用しないということは適切ではない。施

行規則に厳格に適用すべきである。 
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なお、平成17 年度の食材料実費は次のとおりであり、平成 16 年度も同様の

処理が行われている。（Ｉ園では、“その他の利用料収入”として計上されてい

る。） 

 

表 平成 17 年度食材料費実費       （単位：円） 

  短期 通所 合計 

羽田 1,154,220 3,264,070 4,418,290 

池上 949,260 2,783,686 3,732,946 

大森 1,415,145 3,596,878 5,012,023 

蒲田 1,446,630 3,478,190 4,924,820 

糀谷 1,757,505 3,703,610 5,461,115 

たまがわ 4,032,600 1,912,620 5,945,220 

南馬込 2,635,070 2,635,070 

田園調布 1,798,230 1,798,230 

徳持 2,364,300 2,364,300 

下丸子 2,955,300 2,955,300 

矢口 1,251,340 1,251,340 

大森本町 

  

2,654,080 2,654,080 

区立計 10,755,360 32,397,374 43,152,734 

 
【参考】 
大田区立特別養護老人ホーム条例施行規則（平成 17 年３月 31 日第 76 号） 

第４条（使用料等） 

条例第２条第１項第６号及び第７号に該当する者が、特別養護老人ホームに入所した場合は、当該

該当する者から、条例第４条第１項第５号に定める額のほか、食材料実費として１泊につき 780 円

を徴収する。 

 

大田区立高齢者在宅サービスセンター条例施行規則”（平成 17 年３月 31 日

第 77 号） 

第５条（使用料等） 

条例第３条第２号及び第３号に該当する者が、高齢者在宅サービスセンターに通所した場合は、当

該該当する者から、条例第５条第１項第２号に定める額のほか、食材料実費として１食につき 440

円を徴収する。 
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ＮＯ２２ 介護サービス契約書について 
【概況】 
入所者・利用者との権利義務等は、特養・短期・通所別に介護福祉施設契

約書・短期入所生活介護契約書・通所介護契約書が締結され、定められてい

る。 
契約書及び添付される重要事項説明書（以下契約書等という）の雛形は本

部で作成し、各施設が施設の概要等個別の情報を記入し施設毎の契約書を作

成している。 
契約書等の雛形は、全国社会福祉協議会の作成した“介護サービス契約書”

モデルをベースとしている。 
本モデルは、民間の介護保険事業者が直接サービスを提供する場合を想定

して作成されているが、区立施設は平成 17 年度までは管理委託、平成 18 年

度からは指定管理の制度を採用しており、サービス提供形態が異なる。従っ

て契約書等はモデルの表現に変更を加えているが、次の問題点がある。以下、

現在の特養入居者を対象とする池上の介護福祉施設契約書について記載する。

（短期・通所の契約書も同様である。） 
 
【意見】 
本契約書は、入居者と“大田区立特別養護老人ホーム指定管理者 Ｉ園 大

田区立特別養護老人ホーム池上施設長（以下、「施設」といいます。）”が当事

者となって締結されている。本表現では入居者の相手となる当事者は、大田

区であるのかＩ園であるか判然としない。 

第６条（サービス利用料金の支払い）は次のとおり規定している。 

 

第６条（サービス利用料金の支払い） 

１ 施設は、ご契約者が支払うべき介護保険給付サービスに要した費用について、ご契約者が介護サ

ービス費として市町村から給付を受ける額（以下、介護保険給付額という）の限度において、ご契

約者に代わって市町村から支払いを受けます。 

２ 略 

３ 前項の他、ご契約者の日常生活上必要となる諸費用実費（標準的なおむつ代を除く）を施設に支

払うものとします。 

４・５略 

 
第６条１は介護保険給付の支払いを規定しており、ここでの“施設”は大

田区を意味する。一方第６条３は理美容サービス等が対象になると考えられ、

ここでの“施設”はＩ園を意味している。本契約では一方の当事者として“施

設”との表現が頻繁に使用されている。例えば第 11 条以下は損害賠償責任を
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規定しているが、損害賠償の当事者としての“施設”が大田区であるかＩ園

であるか判然としないなど契約内容の明瞭性に疑義が生じる事柄については

再検討されたい。 
  特に指定管理者制度への変更が行われたことによる契約文言の内容につい

て注意されたい。 
なお、契約書のみならず重要事項説明書についても同様に検討されたい。 
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ＮＯ２３ 介護保険の基準外サービスの受領について 
【概況】 
介護福祉施設契約書第４条では介護保険の基準外サービスを定め、Ｉ園は

理美容サービス等を提供することを規定しており、第６条３項は入居者がそ

の実費をＩ園に支払うべきことを規定している。 

一方、大田区立特別養護老人ホーム及び大田区立高齢者在宅サービスセン

ターの管理代行に関する基本契約書第７条４項はＩ園が、区が別に定める以

外の金品を徴収することを禁じている。 

 

【監査の結果】 

現在、区では介護福祉施設契約書第６条第３項に規定する実費徴収を認め

る規定がないことから、この徴収は基本契約書第７条４項に反している。区

で適切な規程を作成する等対応すべきである。 
 
【参考】 
介護福祉施設契約書 
第 4条（介護保険の基準外サービス） 

１ 施設は、ご契約者との合意に基づき、以下のサービスを提供するものとします。 

一 ご契約者に対する理美容サービス 

二 施設が定める教養娯楽活動の提供、レクリエーション、行事 

三 その他重要事項説明書に定めるもの 

２ 前項のサービスについて、その利用料金はご契約者が負担するものとします。 

第 6条（サービス利用料金の支払い） 

１～２略 

３ 前項の他、ご契約者の日常生活上必要となる諸費用実費（標準的なおむつ代を除く）を施設に支

払うものとします。 

大田区立特別養護老人ホーム及び大田区立高齢者在宅サービスセンターの管

理代行に関する基本協定書 
第 7条（遵守事項） 

４ 乙（Ｉ園）は、条例及び施行規則で規定する使用料並びに甲が別に定める以外の金品を、入所者

又は利用者並びにその家族等から徴収してはならない。 
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ＮＯ２４ 各サービスの利用水準について 
【概況】 
平成 17 年度の各施設別の利用率（定員に対する利用者の割合）は次のとお

りである。 

表 平成 17 年度各施設利用率 

  特養 短期 通所 

羽田 98.4% 117.8% 90.6% 

池上 97.4% 95.8% 78.2% 

大森 96.7% 107.5% 84.6% 

蒲田 97.3% 105.4% 74.1% 

糀谷 96.0% 94.4% 77.6% 

たまがわ 97.7% 80.1% 89.2% 

南馬込 79.3% 

田園調布 57.6% 

徳持 71.4% 

下丸子 95.1% 

矢口 58.7% 

大森本町 

― ― 

69.0% 

区立計 97.3% 92.9% 77.3% 

好日苑 (注） 112.1% 

鶴亀ホーム 98.6% 123.4% 
― 

大田翔裕園 98.3% 95.4% 82.6% 

いずみえん 98.4% 114.5% （注） 

上池台 69.7% 

やぐち南 
― ― 

83.9% 

民立計 98.4% 111.0% 78.4% 

合計 97.7% 100.0% 77.5% 

（注）平成 16 年度から平成 17 年度にかけて設備が増加し、利用率が大きく変

化しているため対象から除外した。 
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【意見】 
上記各サービスのうち、通所は区内のサービス供給能力が十分にあり待機

者は殆どないが、特養・短期は定員に対し利用申し込みが大幅に上回ってい

る状況が続いている。 
従って、特養・短期については利用率を高め、できるだけ多くの利用希望

者の要望に応える必要がある。この点から区立施設と民立施設を比較すると

特養については利用率に大きな差はないが、短期については区立の利用率は

民立に比較して低い水準に留まっている。特に定員の一番大きい“たまがわ”

の利用率が一番低い状況にあり、短期利用者受入れに対しての課題を整理し、

利用希望者の期待に応えるように受け入れ態勢を整備するよう指導されたい。 
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ＮＯ２５ 福祉サービス第三者評価に係る補助金について 

【概況】 

福祉サービス第三者評価とは、福祉サービス利用者、その家族、福祉サー

ビスの調整にあたる者等のサービスの選択及び福祉サービス提供事業者のサ

ービスの質の向上への取組を促進するため、事業者及び利用者以外の第三者

の評価機関が、事業者と契約を締結し、専門的かつ客観的な立場から、サー

ビスの内容や質、事業者の経営や組織のマネジメントの力等を評価すること

をいう。（大田区福祉サービス第三者評価受審支援事業実施要綱（以下 実施

要綱という）） 

そして、大田区福祉サービス第三者評価受審支援事業補助金交付要綱（以

下交付要綱という）によって、事業者が福祉サービス第三者評価を受審する

際に、受審に要する経費の一部を補助している。 

平成 17 年度は、区立特養系施設、区立在宅系施設を対象に合計でＩ園へ 225

万円、Ｔ会へ 15 万円の補助金が交付されている。 

 

【監査の結果】 

交付要綱“２ 補助対象事業”によれば、｢補助対象となる事業は、・・・・・

福祉サービス第三者評価受審事業とする。｣としている。 

そして、福祉サービス第三者評価とは、｢事業者及び利用者以外の第三者の

評価機関が、事業者と契約を締結し、専門的かつ客観的な立場から、サービ

スの内容や質、事業者の経営や組織のマネジメントの力等を評価することを

いう。（実施要綱２ 定義）｣であり、事業者とは、｢福祉サービス提供事業者｣

を指している（実施要綱１ 目的）。 

従って、本補助金の対象は、福祉サービス提供事業者が第三者の評価機関

と契約を締結することが必要である。 

区立特養系施設・区立在宅系施設は区が福祉サービス提供事業者として責

任を負っており（参考参照）、Ｉ園・Ｔ会は区から管理受託者（平成 18 年度

は指定管理者）として運営を受託している立場であり、区立施設については

福祉サービス提供事業者には該当しない。従ってＩ園・Ｔ会への補助金交付

は、区が福祉サービス提供事業者であるという解釈を前提にする以上、実施

要綱・交付要綱の要件に該当しないことになる。 

なお、本件は要綱による補助金支出の妥当性のみを対象としており、福祉

サービス第三者評価自体の適否を対象とするものではない。 
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【参考】 

“いわゆる「公設民営」等の取扱いについて”（平成 11 年 7 月 27 日厚生省老人保健福祉局介護保険制度

施行準備室長事務連絡） 

１「公設民営」の取扱いについて 

（３）しかしながら、地方公共団体が介護サービス提供施設を設置し、地方自治法第 244 条の２第３

項の規定に基づく公の施設の管理の委託として、当該介護サービス提供施設の運営を民間法人に委託す

るときは、一般には当該地方公共団体の責任において事業を実施するものと解されることから指定の申

請をすべき者は当該地方公共団体であること。（この場合においては、当該地方公共団体は、人員、設備

及び運営に関する基準の遵守に関する責任を負う者として、介護サービス提供施設の運営の委託に関す

る契約等に基づき、民間法人に対して必要な指導を行う等の所要の措置を講じなければならない。） 

 

大田区福祉サービス第三者評価受審支援事業実施要綱 

１ 目的 

この要綱は、福祉サービス利用者、その家族、福祉サービスの調整にあたる者等のサービスの選択及

び福祉サービス提供事業者（以下「事業者」という。）のサービスの質の向上への取組を促進するため、

福祉サービス第三者評価を受審（評価機関による評価を受けること。以下同じ。）する事業者を支援し、

その評価に関する情報を区民にわかりやすく提供することにより、第三者評価制度を広く普及、定着さ

せ、もって利用者本位の福祉の実現を図り、区民の福祉の向上に資することを目的とする。 

２ 定義 

福祉サービス第三者評価とは、事業者及び利用者以外の第三者の評価機関が、事業者と契約を締結し、

専門的かつ客観的な立場から、サービスの内容や質、事業者の経営や組織のマネジメントの力等を評価

することをいう。 

 

大田区福祉サービス第三者評価受審支援事業補助金交付要綱 

２ 補助対象事業 

補助対象となる事業は、実施要綱第３項に定める事業内容に基づいて行われる福祉サービス第三者評

価受審事業とする。 
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ＮＯ２６ 介護施設の人員、設備、運営に関する基準の遵守状況について 

【概況】 

介護保険法では、特養・短期・通所それぞれについて、施設の人員、設備、

運営に関する基準を定め、指定事業者にこの基準を遵守することを求め、こ

の基準が満たされない場合には都道府県知事は指定を取り消すことができる。 

区は、指定事業者として、区立の６ヶ所の特別養護老人ホームと 12 ヶ所の

高齢者在宅サービスセンター（以下各施設という）を設置し、その管理を社

会福祉法人Ｉ園及び社会福祉法人Ｔ会に委託している。 

このような場合、区が人員、設備、運営に関する基準の遵守に関する責任

を負うものとして、各法人に対して必要な指導を行う等の所要の措置を講じ

なければならない。（前記“２５．福祉サービス第三者評価に係る補助金”（注）

参照） 

 

【意見】 

区は現在人員の基準については、毎月の特別養護老人ホーム職員異動状況

報告等により確認しているが、設備及び運営に関する基準については、東京

都の実地指導に合わせてチェックしているのみである。 

東京都は指定事業者を検査する権限があり、その一環として指定事業者を

指導し、区は指定事業者として委託法人の基準遵守状況をチェックし、独自

に必要な指導を適宜行わなければならない。 
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ＮＯ２７ 介護サービス情報の公表について 

【概況】 

平成 18 年度から介護保険法に基づき“介護サービス情報の公表”制度がス

タートした。“介護サービス情報の公表”制度は、介護サービス事業者に毎年

１回、事業所に関するサービス内容等の各種の情報の公表を義務付け、事実

確認の調査を経て、インターネット等で公表する仕組みである。 

区立施設ではＩ園等が公表内容を作成し、区はインターネット上で確認す

る仕組みになっている。 

 

【意見】 

（１）特養池上・特養たまがわの公表内容について以下のとおり適切でない点

がある。 

（特養池上） 

“４．介護サービスの内容に関する事項”“介護サービスの入所者等の提供実

績”のうち“入所者の平均年齢”“入所者の男女別人数”記載誤り。 

（たまがわ） 

“３．事業所において介護サービスに従事する従業者に関する事項”“従業者

の当該報告に係る介護サービスの業務に従事した経験年数等”のうち医

師・看護職員等の“経験年数欄”記載漏れ。 

“４．介護サービスの内容に関する事項”“昨年度の入所者の平均的な入所期

間”記載誤り。 

“４．介護サービスの内容に関する事項”“介護サービスを提供する施設、設

備等の状況”“居室の状況”特養入居者の個室は 20 室程度で、公表されて

いる個室 40 は実態とは異なる。 

“４．介護サービスの内容に関する事項”“介護サービスを提供する施設、設

備等の状況”“居室の状況”床面積の表示が曖昧。 

 

（２）介護保険法において“介護サービス情報の公表”を行うことは事業者の

義務として定められている。区は事業者として正確で分かりやすい公表内

容を目指して、Ｉ園等とより緊密に連携する必要がある。 
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ＮＯ２８ Ｉ園の本部経理区分における支払経費の支出財源 
【概況】 
平成 13 年度以降のＩ園の本部経理区分における収支状況を要約すると次の

とおりである。 

（単位：千円） 

 平成 13 年度 平成 14 年度 平成 15 年度 平成 16 年度 平成 17 年度 

人件費 47,220 34,301 44,167 78,144 84,824 

事務費 62,088 27,732 32,615 55,136 78,544 

小計① 109,308 62,034 76,783 133,281 163,368 

大田区補助金 89,075 33,146 31,811 36,083 35,050 

寄附金 350 200 160 400 7,900 

雑収入等 1,870 950 8,344 8,085 9,048 

本部分担金 0 0 13,265 11,280 11,280 

人件費振替(＊) 0 0 0 0 36,002 

小計② 91,295 34,296 53,580 55,848 99,280 

差引③(①－②) 18,013 27,737 23,202 77,432 64,087 

   （＊）単独通所事業に係る事務を行った本部事務員の人件費振替金額 
   上表における差引③は、本部経理区分支出経費の支出財源不足額に相当

する。 
不足額に対して、平成 17 年度においては他の経理区分から本部経理区分

へ純額 207,587 千円の繰入が行われていた。本部経理区分への繰入に関し

て、Ｉ園の決算附属明細表・経理区分間資金移動明細表によれば、移動し

た経費の種類が受託収入である合計金額は 254,372 千円、運用収入である

合計金額は 1,443 千円であった。なお、自主財源運営事業経理区分から本

部経理区分へ繰り入れられた金額は０であった。すなわち、本部経理区分

の支出財源不足額は、区からの委託金を財源とする繰入金 254,372 千円に

より賄われていたことを意味する。 

   平成 16 年度以前も平成 17 年度と同様の状況にあり、上表差引③の平成

13 年度から平成 17 年度までの累計額 210,472 千円は、本部経理区分の支出

財源不足額を区からの委託金で賄った金額の合計額に相当する。 
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【意見】 
平成 13 年度から平成 17 年度までの間の本部経理区分の支出財源不足額

210,472 千円は、受託事業経理区分から本部経理区分へ繰り入れにより賄われ

ていた。これは、大田区立特別養護老人ホーム（介護福祉施設サービス・短期

入所生活介護）及び高齢者在宅サービスセンター（通所介護）管理運営委託契

約書（以下、「委託契約書」という。）第６条第５項「乙（Ｉ園）は、委託料を

適正に管理し、委託事務以外に使用してはならない。」に抵触すると考える。 

この点に関し、区の委託金額積算上は、本部経費は積算対象とされていない

が、本部として全体を統括するために必要な経費が存在するであろうという認

識から、区も充当を容認してきた経緯があるが、本部経理区分のどの経費に充

当されているかという具体的な調査、検討は十分に行われていないという説明

を受けた。 

仮に、区からの委託金額に全体を統括するための本部経費が含まれていると

いう認識であれば、委託金額の積算上も考慮すべきということになる。しかし、

現状は当初の積算においては本部経費を考慮せず、結果として、本部経費が確

定した時点で委託金からの本部経費充当額が確定している。この点から判断し、

当初の委託金積算は概算額ベースで行われているといわざるを得ず、概算額ベ

ースでの支払に対しては、年度末での精算を行う必要が生じる。 
精算を行わない場合であっても、委託金額の使途に関する具体的な調査及び

検討等を行う必要があるが、この点に関する記録が存在しておらず、区として

の事実認識、把握した事実への対応、協議過程、承認の有無等の状況を確認す

ることができなかった。 
園は、委託者である区に対し委託金を委託事業に適切に使用したことに係る

報告責任を負い、区はその報告内容が事実に即して適正なものであるか否かを

検討し、必要に応じて是正を要請する等の指導監督責任を負う。特に、本部経

理区分においては、区は経常経費補助金を交付しているが、その補助金の不足

額を補填する形式で委託金が使用されたことについて、補助金と委託金では歳

出財源が異なるため、両者を明確に区分し、それぞれの補助金の交付目的、委

託金の支出目的に基づいた適正な支出を行うように指導監督を行わなければ

ならない。特に、会計年度終了後に実績報告書が提出された後、その内容を精

査し、様々な分析を行うことが重要であり、具体的にどのような指導監督等を

行ったか確認できるように文書等による記録の整備を行うことが望ましい。 
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ＮＯ２９ Ｉ園に対する業務のＩ園での再委託について 
【概況】 
運営委託契約書第 15 条１項で、｢Ｉ園は、委託事務において、次に掲げる

業務を除き、その全部又は一部を第三者に再委託してはならない。 

（１）施設及び設備の保守に係る業務 

（２）警備に関する業務 

（３）調理に関する業務 

（４）送迎に関する業務 

（５）その他甲乙協議により必要と認めた業務｣ 
  また、第 15 条２項で、｢Ｉ園は、第１項（３）に定める業務を再委託する

場合、再委託業者に大田区の施設、附属設備及び物品等を使用させることが

できる。この場合において、Ｉ園は再委託業者と物品貸与契約を締結するも

のとする。｣とされている。 
   
 １）物品貸与契約にかかる問題点   
①Ｉ園は、再委託業者と、物品貸与契約としては、締結はしていないし、

区でも確認していない。 

②業務委託契約書の中でも貸与条項のない施設がある。 

特別養護老

人ホーム 

業務委託契約書 

特養Ⅰ 第 14 条 

甲、乙協議の上、甲は乙に対して甲の食事施設の使用 

及び別記・仕様書の食事施設を貸与するものとし、乙は甲

に対し、貸与された食事設備について借用証明書を提出す

る。なお、貸与された食事施設は、良好な管理の下に使用

しなければならない。 

特養Ⅱ 第５条 

甲は、乙が調理業務等を行うために必要な施設、設備及び

物品を貸与物とする。 

２乙は、第１項の規定により甲から貸与を受けた施設 

設備及び物品を善良な管理者の注意を持って管理し使用し

なければならない。 

３甲は、第１項規定により乙に貸与した施設、設備、物品

について、乙から修理等の申し出があったときは、調査し

た上で必要な修理等を行うものとする。但し乙の責めに帰

すべき事由によって修理等の必要が生じたときは、乙は甲

の承諾を得て修理等を行うものとする。 
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特養Ⅲ ― 

特養Ⅳ 第６条 

甲は、本業務遂行にあたり、下記の施設・設備・食器・備

品（以下｢諸設備｣）を無償にて乙に貸与し、乙は善良な管

理者として愛護的に取扱い、その破損的防止に努めるもの

とする。 

（１）厨房施設及び設備、食器、備品 

（２）栄養事務室 

（３）休憩室、トイレ 

（４）その他 

２乙が重大なる過失又は、不当な事由により、諸設備を滅

失破損したときは、乙は甲にその旨を直ちに通知し、賠償

の責を負うものとする。 

特養Ⅴ なし 

 

特養Ⅵ なし 

 

③運営委託契約書の第 15 条２項の契約条項についての認識が欠如している特

養がある。 

 

④業務委託契約書上の借用証明書の受領がなされていない（特養Ⅰ）。 

 

【監査の結果又は意見】 〔②は、監査の結果、①、③、④は、意見〕 

  

① 運営委託契約書の物品貸与契約書を区として、どのような方式で締結すべ

きと考えているか適時Ｉ園に指導するとともに、実態としての物品貸与契

約がなされているのかについて確認すべきである。 

② Ｉ園において、物品貸与条項がない施設の契約については、早急に変更契

約を締結すべきである。 

③ Ｉ園の本部部門については、区との運営委託契約で、各施設に関係する条

項については、適時に周知徹底すべきである。 

④ 業務委託契約書の条項が確実に遵守されるようにＩ園において担当者は

上長者の承認、報告するよう指導されたい。 
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ＮＯ３０ Ｉ園の契約に係る規程について 

【概況】 

Ｉ園における一般競争入札、指名競争入札、随意契約に関する規程は、次の

とおりである。 

  「第 29 条（一般競争入札） 

契約担当者は、売買、賃貸借、請負その他の契約をする場合には、あ

らかじめ契約する事項の予定価格を定め、入札に付する事項、入札執行

の場所及び日時、入札保証金に関する事項、入札に参加する者に必要な

資格に関する事項、並びに契約事項を示す場所等を公告して申込みをさ

せることにより、一般競争入札に付さなければならない。 

  第 30 条（指名競争入札） 

前条の規定にかかわらず、一般競争入札に付す必要がない場合又は一

般競争に付すことが適当でないと認められる合理的な理由がある場合に

は、指名競争入札に付すことができる。 

２ 前項に定める合理的な理由がある場合とは、次の各号に掲げる場合

とする。 

   （１）契約の性質又は目的が一般競争入札に適さない場合 
 （２）契約の性質又は目的により、入札に加わるべきものの数が、一般

競争入札に付す必要がないと認められる程度に少数である場合。 
 （３）契約の性質目的により、一般競争入札に付すことが不利と認めら

れる場合 

３ 第１項の規程にかかわらず、｢地方公共団体の物品又は特定役務の調

達手続の特例に定める政令｣第３項第１項に規定する自治大臣が定める

区分により、自治大臣が定める額以上の契約については、一般競争入札

に付さなければならない。｣とされている。 

   第 31 条（随意契約） 

前２条の規定にかかわらず、競争入札に付すことが適当でないと認め

られる合理的な理由がある場合には、随意契約によることができるもの

とする。 

２ 前項に定める合理的な理由がある場合とは、売買、賃貸借、請負そ

の他の契約で、その予定価格が下表左欄に掲げる契約の種類に応じ、同

表右欄に定める額を超えない場合とする。｣とされている。 

 契約の種類 予定価格 

１ 工事又は製造の請負 250 万円 

２ 食料品、物品等の買入れ 160 万円 
３ 前各号に掲げるもの以外 100 万円 
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 Ｉ園の規程によれば、随意契約は、契約の種類に応じた予定価格を超えな

い場合のみ、契約できる規程となっている。 

 

【監査の結果】 

現状の規程は、随意契約の適用の解釈に疑義が生じる可能性が高い。合理

的な理由について、工事の種類による金額基準のみではなく、実態を考慮し

て合理的な理由を検討されたい。 

なお、「社会福祉法人における入札契約等の取扱いについて」（平成 12 年２

月 17 日 社援施第６号課長通知）によれば、随意契約とする合理的な理由と

して、以下のものが挙げられている。 

① 契約の性質又は目的が競争入札に適さない場合 

② 緊急の必要により競争入札に付することができない場合 

③ 競争入札にすることが不利と認められる場合 

④ 時価に比して有利な価格等で契約を締結することができる見込みにあ

る場合 

⑤ 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がない

場合 

⑥ 落札者が契約を締結しない場合 
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ＮＯ３１ Ｉ園の業務委託費（再委託の業務委託費）について 

【概況】 

平成 17 年度のＩ園の業務委託費は、合計で 652,443 千円（特養で 358,986

千円、短期で 46,492 千円、通所 219,965 千円）となっている。大田区の委託

料 4,435 百万円に占める割合も 14.7％と大きい。 
（単位：千円） 

 特養 短期 通所 

 358,986 46,492 219,965 

主たる業務委託費    

警備(宿日直) 33,395 4,300 8,348 

清掃 48,010 6,492 21,210 

給食 183,315 23,746 28,304 

送迎 ― ― 134,890 

（保健福祉部提出資料より） 
 
業務委託費の内、主要な４業務の起案、審議、協議、決裁、契約方式、相手

先の選定方法、委託理由、見積もり書の入手等の観点から、主として６特養に

ついて質問に対する回答を入手する方法によって検討した。また、送迎につい

ては、６特養の併設の高齢者在宅サービスセンターについて同様の方法によっ

た。但し、特養池上、特養たまがわについては、必要に応じて契約の遵守状況

を確認した。 
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 １）宿日直業務について 
  注）・６業者名と８相見積もりの下の業者名は、同じことを意味する。 

    (例特養ⅣはＡ社が１位で業者となったことを意味する) 

・ ８相見積もりの下の会社の行の欄内の順位は、１位が一番低価格の見

積もりを出したことを意味する。この順位は列の施設別で相見積もり

業者の順位を意味する。 

(例特養ⅣはＡ社が１位、Ｂ社が３位、Ｃ社が２位を意味する) 

表１ 宿日直業務 

  特養Ⅰ 特養Ⅱ 特養Ⅲ 特養Ⅳ 特養Ⅴ 特養Ⅵ 

１起案日 17.3.1 17.4.1 17.3.31 17.3.31 17.3.14 17.3.31 

 起案者 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

 決定権者             

 理事長（3000

万以上） 
            

 常務理事（500

万以上） 
○ ○ ○ ○ ○ ○ 

 施設長             

 審議 ○ ○ ○ ○ なし ○ 

 協議 ○ ○   なし  なし ○  ○  

２決定 17.3.15 17.4.1 17.4.1 記入漏れ 17.3.16 17.4.1 

３期間 17.4.1-18.3.31 17.4.1-18.3.31 17.4.1-18.3.31 17.4.1-18.3.31 17.4.1-18.3.31 17.4.1-18.3.31 

４契約予定金額 ― ― ― ― ―      ― 

５支出科目 業務委託費 業務委託費 業務委託費 業務委託費 業務委託費 業務委託費 

６業者名 Ｇ社 Ｆ社 Ｆ社 Ａ社 Ｄ社 Ｈ社 

７所在地 文京区 大田区 大田区 新宿区 荒川区 大田区 

８契約方法 随意契約 随意契約 随意契約 随意契約 随意契約 随意契約 

９選定理由 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

10 相見積もり なし  なし  3 社  3 社  2 社  なし  

 Ａ社       1 位     

 Ｂ社       3 位     

 Ｃ社       2 位     

 Ｄ社         2 位   

 Ｅ社         1 位   

 Ｆ社   ○  1 位       

 Ｇ社 ○    2 位       

 Ｈ社     3 位     ○ 
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上記の表から次のことがわかる。 
① 関係部門の審議がなされていない施設がある。 
② 事務処理ミスのため、起案の決定日の記載がない施設がある。 

③ 相見積もりの入手がない施設がある。 

④ 特養Ⅲで見積り価格が他の業者より高かったために、契約できなかった業

者Ｇ社、Ｈ社が、相見積もりがされなかったため、委託業者となっている

施設がある（特養Ⅰ、特養Ⅵ）。 

⑤ 相見積もりを取った施設も相見積もり先の件数が、２社、３社とばらばら

である。また、入手先もすべてばらばらであるため、施設間の比較検討が

できない。 

⑥ 見積り価格が、他社より高い業者が委託業者となっている（特養Ⅴ）。こ

れは、清掃委託業務との複合契約をしているため、合算額で考えると、当

該選定された業者の方が低価格となる。 

  
 
【監査の結果又は意見】〔①、②、③は、監査の結果、④、⑤、⑥は、意見〕 
 
 ① 関係部門の審議・協議について、明確な区分もなく、参加者にもばらつ

きがある。審議、協議の手続を明確にし、法人全体として統一した処理

をすべきである。 
 ② 起案の決定日は、決裁者の責任を明確にするもので、必ず記載の有無を

チェックされたい。 
 ③ 相見積もり書等の入手等、経理規程に準拠した処理をすべきである。 
 ④ 効率的な施設運営のためには、各施設の情報を一括管理する部門を明確

にし、委託費削減の可能性を常に追求すべきである。 
 ⑤ 相見積もり書の入手件数も委託金額等により統一すべきである。 
⑥ 複合契約による契約にも合理性がある場合もある。複合契約の考えも、

各施設が独自に実施するのではなく、施設全体として効率的な判断をす

ることにより、委託費の削減を追及すべきである。 
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２）清掃業務について 
表２ 清掃業務 

  特養Ⅰ 特養Ⅱ 特養Ⅲ 特養Ⅳ 特養Ⅴ 特養Ⅵ 

１起案日 17.3.24 17.4.1 17.3.31 17.3.30 17.3.14 17.2.21 

 起案者 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

 決定権者             

 理事長（3000

万以上） 
            

 常務理事（500

万以上） 
○ ○ ○ ○ ○ ○ 

 施設長             

 審議 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

 協議 ○ ○ なし なし ○ ○ 

２決定 17.3.28 17.4.1 記入漏れ 記入漏れ 17.3.16 17.4.1 

３期間 17.4.1-18.3.31 17.4.1-18.3.31 17.4.1-18.3.31 17.4.1-18.3.31 17.4.1-18.3.31 17.4.1-18.3.31 

４契約予定金額 ― ― ― ― ―      ― 

５支出科目 業務委託費 業務委託費 業務委託費 業務委託費 業務委託費 業務委託費 

６業者名 Ａ社 Ｂ社 Ｂ社 Ｆ社 Ⅰ社 Ｋ社 

７所在地 大田区 大田区 大田区 港区 荒川区 大田区 

８契約方法 随意契約 随意契約 随意契約 随意契約 随意契約 随意契約 

９選定理由 ○ ○ ○ ○  ― ―  

10 相見積もり なし 4 社 なし 3 社 2 社 4 社 

Ａ社 ○         3 位 

Ｂ社   1 位 ○       

Ｃ社   3 位         

Ｄ社   4 位         

Ｅ社   2 位         

Ｆ社       1 位     

Ｇ社       2 位     

Ｈ社       3 位     

Ｉ社         1 位   

Ｊ社         2 位 4 位 

Ｋ社           1 位 

Ｌ社           2 位 

11 選定委員会 なし あり なし なし なし なし 

上記の表から次のことがわかる。 
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① 事務処理ミスのため、起案の決定日の記載がない施設がある。 

② 相見積もりの入手がない施設がある。 

③ 特養Ⅵで見積もり価格が他の業者より高かったために、契約できなかった

業者Ａ社が、相見積もりがされなかったため、委託業者となっている施設

がある（特養Ⅰ）。 

④ 相見積もりを取った施設も相見積もり先の件数が、２社から４社とばらば

らである。また、入手先もすべてばらばらであるため、施設間の比較検討

ができない。 

 ⑤選定委員会が特養Ⅱ以外開催されていない。 

 

【監査の結果又は意見】〔①、②、⑤は、監査の結果、③、④は、意見〕 

 

 ① 起案の決定日は、決裁者の責任を明確にするものですので、必ず記載の

有無をチェックされたい。 

 ② 相見積もり書等の入手等、経理規程に準拠した処理をすべきである。 

 ③ 効率的な施設運営のためには、各施設の情報を一括管理する部門を明確

にし、委託費削減の可能性を常に追求すべきである。 

 ④ 相見積もり書の入手件数も委託金額等により統一すべきである。 

⑤ 選定委員会の位置づけを明確にし、開催の要否を明確にすべきである。 
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３）給食業務について 
表３ 給食業務 

  特養Ⅰ 特養Ⅱ 特養Ⅲ 特養Ⅳ 特養Ⅴ 特養Ⅵ 

１起案日 17.2.22 17.4.1 17.3.31 17.3.30 17.3.14 17.3.31 

 起案者 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

 決定権者             

 理事長（3000

万以上） 
  ○ ○ 

決裁区分 

誤認 
○ ○ 

 常務理事（500

万以上） 
○     ○     

 施設長             

 審議 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

 協議 ○ ○ ○ なし ○ ○ 

２決定 17.3.8 17.4.1 記入漏れ 記入漏れ 17.3.16 17.3.31 

３期間 17.4.1-18.3.31 17.4.1-18.3.31 17.4.1-18.3.31 17.4.1-18.3.31 17.4.1-18.3.31 17.4.1-18.3.31 

４契約予定金額

（税込）注 
― ― ― ― ―      ― 

 注）特養以外

のグループ契約

の施設もある 

      

５支出科目 業務委託費 業務委託費 業務委託費 業務委託費 業務委託費 業務委託費 

６業者名 Ａ社 Ｄ社 Ｅ社 Ｃ社 Ｅ社 Ｄ社 

７所在地 渋谷区 港区 大田区 渋谷区 大田区 港区 

８契約方法 随意契約 随意契約 随意契約 随意契約 随意契約 随意契約 

９選定理由 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

10 相見積もり 5 社 3 社  なし 3 社  2 社 3 社 

・仕様書 施設仕様 施設仕様 栄養士作成 回答無し 施設仕様 施設仕様 

 Ａ社 1 位 3 位    2 位 3 位 

 Ｂ社 2 位          

 Ｃ社  3 位 2 位  1 位   2 位 

 Ｄ社 4 位 1 位       1 位 

 Ｅ社 5 位   ○   1 位   

 Ｆ社       2 位     

 Ｇ社       3 位     

11 選定委員会 有 有 なし なし なし なし 
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上記の表から次のことがわかる。 
① 金額 3,000 万円以上は、理事長決裁であるが、常務理事決裁となっている

施設がある（特養Ⅳ）。 

② 事務処理ミスのため、起案の決定日の記載がない施設がある。 

③ 相見積もりの入手がない施設がある。 

④ 相見積もりを取った施設も相見積もり先の件数が、２社から５社とばらば

らである。 

⑤ 各施設相見積もりの結果、低価格で決定した業者が、当該施設では、見積

もりで低価格を提示し他の業者にまさった業者が、当該他の業者に他の施

設では、高価格のため、業者に選定されていない。 

  具体的には、特養Ⅰの業者Ａ社は、特養Ⅰで低価格を提示したＣ社に特

養Ⅱと特養Ⅵで高価格となっている。 

⑥ 選定委員会が特養Ⅰ、特養Ⅱ以外開催されていない。 
 
【監査の結果又は意見】〔①、②、③、⑥は、監査の結果、④、⑤は、意見〕 
 
 ① 決裁金額による決裁権者のチェックを徹底されたい。 
② 起案の決定日は、決裁者の責任を明確にするものなので、必ず記載の有

無をチェックされたい。 
 ③ 相見積もり書等の入手等、経理規程に準拠した処理をすべきである。 
④ 相見積もり書の入手件数も委託金額等により統一すべきである。 
⑤ 効率的な施設運営のためには、各施設の情報を一括管理する部門を明確

にし、委託費削減の可能性を常に追求すべきである。 
  結果として、Ａ社、Ｃ社、Ｄ社、Ｅ社が各施設の１つ又は２つを受託し

ているが、各社の施設別の見積もり書を分析することにより、見積もり

書の妥当性についてより精緻な分析を実施すべきである。 
⑥ 選定委員会の位置づけを明確にし、開催の要否を明確にすべきである。 
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４）自動車管理業務 
高齢者在宅サービスセンター(併設) 
表４ 自動車管理業務 

  高在Ⅰ 高在Ⅱ 高在Ⅲ 高在Ⅳ 高在Ⅴ 高在Ⅵ 

１起案日 17.3.4 17.4.1 17.3.8 17.3.30 17.3.29 17.2.3 

 起案者 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

 決定権者             

 理事長（3000

万以上） 
           理事長決裁 

 常務理事（500

万以上） 
○ ○ ○ ○ ○ × 

 施設長             

 審議 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

 協議 ○ ○ ○ なし ○ ○ 

２決定 17.3.10 17.4.1 記載漏れ 記載漏れ 17.3.30 17.2.4 

３期間 17.4.1-18.3.31 17.4.1-18.3.31 17.4.1-18.3.31 17.4.1-18.3.31 17.4.1-18.3.31 17.4.1-18.3.31 

４契約予定金額 ― ― ― ― ―      ― 

 台数 ３ ３ ３ ４ ４ ２ 

５支出科目 業務委託費 業務委託費 業務委託費 業務委託費 業務委託費 業務委託費 

６業者名 Ａ社 Ａ社 Ａ社 Ｄ社 Ａ社 Ｂ社 

 所在地 千代田 大阪市 大阪市 杉並区 千代田 大田区 

８契約方法 随意契約 随意契約 随意契約 随意契約 随意契約 随意契約 

９選定理由 ○ ○ ○ ○ ― ○ 

10 相見積もり なし なし ５社 ３社 ４社 ４社 

 Ａ社 1 位 1 位 1 位   1 位   

 Ｂ社     4 位   2 位 1 位 

 Ｃ社         3 位   

 Ｄ社      2 位 1 位 4 位 2 位 

 Ｅ社      3 位       

 Ｆ社      5 位     4 位 

 Ｇ社        2 位     

 Ｈ社            3 位 

Ｉ社        3 位     
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上記の表から次のことがわかる。 
① 高在Ⅵだけ見れば、3,000 万円未満で常務理事決裁であるが、業者との契

約額でみれば、3,000 万円以上となる。 

② 事務処理ミスのため、起案の決定日の記載がない。 

③ 相見積もりの入手がない。 

④ 相見積もりを取った施設も相見積もり先の件数が、３社から５社とばらば
らである。高在Ⅳ、高在Ⅵでは、明らかに他の施設と同様の業者を相見積

もりの業者にいれておけば当該業者は選定されない。 
 
【監査の結果又は意見】〔①、②、③は、監査の結果、④は、意見〕 
 
 ①決裁権者を定める趣旨を考えれば、業者選定は 3,000 万円以上なので、理

事長決裁事項である。 

②起案の決定日は、決裁者の責任を明確にするものですので、必ず記載の有

無をチェックされたい。 

 ③相見積もり書等の入手等、経理規程に準拠した処理をすべきである。 
④施設として、合理的な基準に沿って、同一の基準で業者を選定すべきであ

る。 
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ＮＯ３２ 物品の棚卸について 
【概況】 
運営委託契約書第４条３項で、｢Ｉ園は、施設、附属設備及び備品について、

善良な管理者の注意をもって、管理を行わなければならない。｣とされている。  

また、Ｉ園の経理規程 44 条で現物管理について、｢固定資産の現物管理は、

その所在する施設の長が行うものとする。｣と規定され、また、経理規程 50

条の現在高報告で、 

｢会計責任者は、毎年度末現在における物品の保管現在高及び供用中の物品

について、供用状況を調査、確認し、別表６様式２号による物品現在高報告書

を作成し理事長に報告しなければならない。｣と規定されている。   

しかし、施設側においては、大田区からの受託物品については、棚卸を実施

していない。 

また、特養池上で、サンプリングで備品の特定を試みたが、施設の備品・消

耗品に添付されている備品ラベルとは当初照合することができないものが散

見された。これは、旧システムの備品番号を新システムの備品番号に変換する

ことにより照合が可能となった。 
 
【監査の結果】 
  大田区からの受託物品について、棚卸をしていないので台帳と現物に差異

があってもわからない。Ｉ園所有の物品と同様に棚卸方法を検討の上施設別

に実施すべきである。 
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ＮＯ３３ 区に対する物品の購入又は廃棄の報告について  
【概況】 
  運営委託契約書第４条５項で、｢Ｉ園は、購入価格２万円（消費税を含む）

以上の物品の購入又は廃棄をしたときは、購入日の翌月 10 日までに、まと

めて報告しなければならない｣とされている。 

       

１）平成 17 年度購入物品の報告について 

① 報告対象外のものが報告されている（特養糀谷 平成 18 年４月取得 

乾燥機 ３件）。 

② 購入日の翌月 10 日までの報告がなされていない（全特養）。 

③ 備品の報告洩れ（特養たまがわ 書類保管用の物置149,100円納品18．

3.31）。 

④ 備品台帳が添付されていない（在宅羽田、在宅池上、在宅糀谷）。 

 

   【参考】備品等購入、廃棄に係る報告  
 

特別養護老人 

ホーム 

報告日 購入月（件数） 判定 理由 

羽田 18．4.25 18.3（７） × 翌月期限過ぎ 

池上 18．4.25 17.５（１） 

17.12（２） 

18.1（２） 

18.2（１） 

× 一括報告期限過ぎ 

大森 18．4.25 17.6（１） 

18.1（１） 

18.3（２） 

× 一括報告期限過ぎ 

蒲田 ― ― ― 該当なし 

糀谷 18．4.25 17.6（１） 

17.7（１） 

× 一括報告期限過ぎ 

＊ 18.4（３）取得分

が記載されてい

る。 

たまがわ 18．4.25 17.4（１） 

17.5（１） 

17.7（２） 

17.8（３） 

17.10（１） 

17.11（１） 

× 一括報告期限過ぎ 
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18.2（１） 

18.3（12） 

高齢者在宅サ

ービスセンタ

ー 

報告日 購入月 判定 理由 

羽田 ― ― ― 提出なし 

池上 ― ― ― 提出なし 

大森 18．4.25 18.3（１） × 翌月期限過ぎ 

蒲田 ― ― ― 該当なし 

糀谷 ― ― ― 提出なし 

たまがわ ― ― ― 該当なし 

南馬込 18．4.25 17.7（１） × 一括報告期限過ぎ 

田園調布 ― ― ― 該当なし 

徳持 ― ― ― 該当なし 

下丸子 18．4.25 17.12（１） × 一括報告期限過ぎ 

矢口 ― ― ― 該当無し 

 
 ２）平成 17 年度廃棄物品の報告について 

①廃棄年月日の記載が無い（全件）。 

 ②廃棄済みのものが申請されている（特養蒲田）。 

 ③備品番号なしのものが廃却されている（特養糀谷）。 

 ④廃棄備品台帳が添付されていない（特養大森、在宅羽田、在宅池上、在宅

大森、在宅糀谷）。 

  
  【参考】備品等購入、廃棄に係る報告  

特別養護老人

ホーム 

報告日 購入月 判定 理由 

羽田 18．4.25 63.4 × 廃棄年月不明 

池上 18．4.25 9.3 他 17

件 

 

× 廃棄年月不明 

大森 ― ― ― 提出なし 

蒲田 18．4.25 7.2 × 車 椅 子 ( 備 品 番 号

90030951 から 55)廃

棄済み 
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糀谷 18．4.25 8.3 他５件 

 

× 備品番号のなしの乾

燥機等(3件)が報告さ

れている。 

たまがわ ― ― ― 該当無し 

高齢者在宅サ

ービスセンタ

ー 

報告日 購入月 判定 理由 

羽田 ― ― ― 提出なし 

池上 ― ― ― 提出なし 

大森 ― ― ― 提出なし 

蒲田 ― ― ― 該当なし 

糀谷 ― ― ― 提出なし 

たまがわ 18．4.25 12.3（１） × 廃却年月不明 

南馬込 18．4.25 15.10（１） × 廃却年月不明 

田園調布 ― ― ― 該当なし 

徳持 ― ― ― 該当なし 

下丸子 ― ― ― 該当なし 

矢口 ― ― ― 該当なし 

 

【監査の結果又は意見】〔①は、監査の結果、②、③、④、⑤、⑥、⑦、⑧は、

意見〕 
 
 ①運営委託契約書第４条５項は、｢Ｉ園は、購入価格２万円（消費税を含む）

以上の物品の購入又は廃棄をしたときは、購入日又は廃棄の翌月 10 日まで

に、まとめて報告しなければならない｣と文言を修正すべきである。 

 ②報告対象のものか否か各施設の担当者に周知徹底すべきである 

 ③購入日又は廃棄日の翌月 10 日までの報告を徹底すべきである。 

 ④備品番号なしのものについては、適宜理由を確認すべきである。 

 ⑤備品の報告洩れについて、他の施設においても同様の事例がないか確認さ

れたい。 

 ⑥該当ない場合でも、備品台帳を添付されたい。他の施設では、該当なしと

報告している。 

 ⑦廃棄台帳には、廃棄年月日の欄を設けられたい。 

 ⑧廃却済みのものが申請されている場合は、理由を適宜確認されたい。 
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ＮＯ３４ 小口現金管理及び立替金について 
【概況】 
経理規程 21 条３項で小口現金について、｢出納職員が手許に保管できる小

口現金の額は、10 万円までとする。｣とされている。また、経理規程 24 条１

項で金銭預金の確認として金銭預金の確認について、｢出納職員は、入出金が

あった日の金銭残高を、金銭残高金種別表に記入し、当日の現金と照合しな

ければならない。｣とされている。 

 

  特養たまがわにおいて、現金の出納状況を確認したところ、以下の事項が

検出された。 

①小口現金出納帳の平成18年10月以降の現金実査時の11月７日までの記

帳がなされていない。 

②平成 18 年４月以降金種残高合計表が作成されていない。 

③小口現金の手元有高は 100,000 円以下であるが、100,000 円を超える場

合がある。これは、特養会計（限度額 10 万円）・在宅会計（限度額５万

円）・在支会計(限度額５万円)としているためである。 

④簿外の現金が数万円ある。当該現金は、平成 12 年開設時に事務局から

50,000 円を預かったものとのこと。現状残高 26,859 円(平成 18 年 11 月

16 日現在) 

（内訳） 

  通信用      8,204 円 

  通院用      8,655 円 

  ケアワーカー用 10,000 円（未精算分 2,840 円含む） 

  合計      26,859 円 

     50,000 円との差額は、23,141 円は、通信費等で支出済み 
 
【監査の結果】 
現金出納は、日々すべきものであるので、経理規程どおり、毎日現金残高と

帳簿残高の一致を確認されたい。 

小口現金の残高も 10 万円以下とすべきである。 

各部門連携し、適切な処理をすべきである。簿外の現金については、出所に

ついての確証は得ることができなかったが、調査の上適切に処理すべきである。 
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ＮＯ３５ 利用者預かり金等管理規程について  
【概況】 
特養たまがわにおいて、利用者預かり金等管理規程が平成 18 年４月１日以

降一部改定されているが、内部の統制機能が後退している規程になっている。 

   （改定後）３預金管理のシステムの確認・報告 

        （２）個人の収支状況は、毎月作成し、施設長に報告する。 

    （改定前）３預金管理のシステムの確認・報告 

        （３）施設長は、養護課長、介護係長が処理した収支状況(小

口現金)を、毎月末、利用者個人ごとに点検し検印を行う。 

    

但し、実質的には、従来どおりの検印を実施している。 

確認したところ、規程の改定時の単純なミスとのことであるとの説明を受け

た。 

    
【監査の結果】 
  規程を速やかに修正すべきである。また、規程改定時の確認を徹底された

い。 
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ＮＯ３６ 預かり金等の管理状況 

【概況】 

特養では入居者の所有する金銭等を入居者本人あるいは家族が管理できな

い場合があり、施設が預り、管理することが必要になる。 

施設では、預かり金等の管理規程を設け規程に従い預かり金等を管理してい

る。 

金銭については、現金（日常費）の管理と預貯金の管理に分かれる。 

 

【監査の結果】 

①特養Ｉの“預かり金等取扱規程”に依れば、現金（日常費）は原則１万円ま

でとし、これを超える場合は預貯金とすることとされているが（第８条）、平

成 18 年３月末では預かり金管理をしている 14 名中、９名が１万円を超える

残高になっており、最高は 856,276 円である。多額の現金を預貯金とせず保

管するのは、“預かり金等取扱規程”に違反している。特に 856,276 円が手許

にあるケースでは、平成 17 年 12 月５日に預貯金から 900,000 円払い戻され

現金管理に移され、逆に平成 18 年５月 29 日現金 730,000 円が預け入れられ

ており、長期にわたって多額の現金が預け入れられずに保管されていた。 

②特養Ｉでは、上記のほか平成 15 年 11 月 27 日には 3,500,000 円の定期預金が

解約され家族に送金されているが、家族からの依頼文書等は保管されていな

い。本ケースのような多額の預金を払い戻し、家族に送金する場合は当然家

族からの依頼状等を入手保管すべきである。 

③特養Ｉの“預かり金等取扱規程”では、上記①のようなケースでの対応は規

定されていないが、金銭等の取扱は特に慎重を期する必要があり、かつイレ

ギュラーな事態が発生しやすい環境にあることから、より精緻な規程に改め

る必要があると判断すべきである。 

④特養Ｉと特養Ⅱでは預かり金の管理規程が異なる。区立施設として同様な対

応を行うのが望ましいと判断されることから、区で統一したモデル規定を検

討願いたい。 

【参考】 

特養Ｉ 預り金等取扱規程 

第８条（金銭預りの管理上の注意） 

下記の原則に従い管理する。 

（１）現金（日常費）--現金１万円以内とする。１万円以上についてはホーム指定の金融機関の通帳を作

成し入金保管する。 

（２）以下略 
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ＮＯ３７ 施設入居者立替金について 
【概況】 
特養Ⅰにおいて、平成 18 年３月末現在の立替金として、施設入居者分とし

て 300,000 円が計上されている。 

  内訳は、以下のとおりである。 

医療費関係 立替金  206,425 円 

           現金   73,575 円 

日常費関係 立替金   20,000 円 

合計    300,000 円 

       また、日常費関係の立替金残高が 20,000 円となっているが、立替金の補

助簿上の残高は 12,735 円である（最終記帳日平成 18 年３月 26 日）。 

さらに、日常費の出納帳は、平成 18 年４月以降記帳されていない。 

このように、立替金状況報告書の残高と補助簿の残高が一致していない。 

       また、平成 18 年 11 月 24 日に手元現金を実査したところ、理論値現金残

高（※）と実際残高に差異がある。 

施設入居者立替金Ａ 300,000 円 

     医療費関係立替金Ｂ    121,553 円 

     立替伝票集計Ｃ       52,392 円  

         小計Ｄ＝（Ｂ＋Ｃ）    173,945 円 

理論値現金残高Ｅ＝Ａ－Ｄ 126,055 円 

実際残高Ｆ        109,075 円 

差額Ｇ=Ａ－Ｂ   16,980 円 

※ 理論値残高は、立替金残高及び手持立替伝票から推計したとい

う意味である。 

 
【監査の結果】 
立替金状況報告書における日常費は、平成 18 年３月までは、手書きの帳簿

管理によっており、平成 18 年４月以降は、手書きの管理もなされていない。

医療費と同様にパソコンによるデータ管理をし、事務の効率化、正確性を確保

すべきである。 

また、平成 18 年３月の立替金状況報告書の日常費立替金についても、上長

の承認がなされているが、承認は、補助簿等のデータを確認して実施すべきで

ある。 

理論値の現金残高と実際残高の差異についても、原因分析が必要である。 
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ＮＯ３８ 所有者が大田区の特別養護老人ホームの乗用自動車の保有状況及び

保険の状況等について 
【概況】 
表 付保状況等の比較表  

区分 特養Ⅰ 特養Ⅱ 特養Ⅲ 特養Ⅳ 特養Ⅴ 特養Ⅵ 

所有台数 １台 ２台 １台 １台 1 台 3 台 

保険会社 Ａ社 Ｂ社 Ｂ社 Ｂ社 Ｃ社 Ｂ社 

契約内容       

 対人 無制限 無制限 無制限 無制限 無制限 無制限 

 無保険 

者傷害 

不担保 無制限 無制限 無制限 2 億円 無制限 

 人身傷害 不担保 3000 万円 3000 万円 5000 万円 5000 万円 5000 万円 

 対物賠償 1000 万円 無制限 無制限 無制限 2000 万円 無制限 

 塔乗車 

傷害 

1000 万円 1000 万円 1000 万円 1000 万円 1000 万円 不担保 

運行記録簿       

 承認欄 有 有 有 無 無 有 

 未記入欄 無 有 有 有 無 無 

備品台帳 有 有 有 有 有 有 

（Ｉ園本部作成を加工） 
上記の表から次のことがわかる。 
①無保険者傷害、人身傷害、対物賠償、塔乗車傷害の内容に施設により差異

がある。 
②保険加入会社が各施設で統一されていない。 
③運行記録に記載漏れがある施設がある。 

 
【意見】 
 ①区が所有者であるので、区と協議の上、付保すべき内容を決定すべきであ

る。同一用途に供しているのであれば、保険内容も車両価額に依存するも

のを除き同一とすべきである。 
 ②契約部門を本部とし、保険会社も統一することにより事務の効率化を図る

べきである。 
 ③運行記録は、上長者の承認を得るとともに記載洩れなきようにすべきである。 
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ＮＯ３９ライフタワーの日常管理状況及び使用についての知識習得等について 
【概況】 
消防法あるいは、社会福祉施設及び病院等に係る防火安全対策の基準に基づ

き、区は、特養等に、建物と隣接している螺旋型の金属性避難用すべり台を設

置している。この避難装置は、通称「ライフタワー」と呼ばれ、通常、建物の

各階ベランダあるいは廊下に非常口として接して設置されており、すべり台の

滑るところは、ローラーが連なっている形態等がある。 

火災等災害時には、入居者、利用者が、ベランダに沿ってあるいは廊下から

直接非常口に職員等の誘導により、避難されることになる。 
その時点で当該避難装置を使用する場合が、あり得る。 

各施設は、消防計画等を作成し、その中で、ある施設では、第３節火災予防

措置等第 15 条④にライフタワー等避難口周辺の障害物撤去を定めている。 

この「ライフタワー」の日常管理状況及び使用についての職員の知識の調査

として、施設の管理運営を委託された法人が、平成 18 年 11 月６日現在で６特

養の各フロアーの責任者へアンケートを行った結果、６特養の回答者 25 名の

大部分が、日常の管理状況に問題あり（老朽化、出口付近の雑草等）、使用に

ついての知識不足、不安等があるとしている。 

   

また、一部のシルバーピア（高齢者向け住宅）が、特養と併設されていると

ころがあり、当該シルバーピアの相談員の方からも、使用についての知識不足

や不安等がある事実を聴取した。 
 
  （ 添付資料１  写真  参照 ） 
 
【監査の結果】 
各施設では、消防訓練等も行われているが、現実として、上記｢ライフタワ

ー｣へのアンケートによると、平常時に利用者が使用して外に出てしまう危険

性あり、災害時に使用する方法を職員が知らない、災害時の入居者利用者及び

誘導の仕方の確認不足（当該「ライフタワー」をどういう場合に使用するのか

も含む）等の意見が散見され、この状況から判断すると、使用を間違えば思わ

ぬ事故も考えられる。 
各施設の消防計画等に定めている「ライフタワー」の利用環境整備及び平常

時の施錠点検、災害時「ライフタワー」を使用する場合の使用の仕方等知識習

得、職員の高齢者誘導の仕方などを徹底するよう指導されたい。 
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ＮＯ４０ 機器等の点検関連と報告について    
【概況】 
（１）自家用電気工作物の点検と報告 
自家用電気工作物の点検については、保安管理業務に関する委託契約書に

大田区長（甲）とＫ法人（乙）との間で締結している一方で、契約締結に施

設の管理運営受託法人が押印している。事実上の再委託となっている。当該

契約書によれば、必要に応じて乙は、甲に報告をしなければならないとの記

載あり。 
平成17年10月２日の点検報告書によると急ぎとして次の３か所の改修要

請があったが、管理運営受託法人の対処は、平成 18 年１月４日の点検時の

報告にも記載されていることからなされていない。また、改修の必要のない

ものであるというような明確な判断もされていない。 

 

厨房１Ｆ使用機器の接地線が未施工（Ｓ通り２号、DAIREI 冷３、DAIREI
冷２）あり（急区分）。 
  
（２）機器の点検等 
機器の点検についてサービス契約を施設の管理運営受託法人と U 社と締
結し、再委託をしている。開設以来の信頼ということで、随意契約である。 
①見積平成 17 年２月 18 日の総括書による点検費用は、以下のとおりで

ある。 

１．特養の分 金額（税抜）（単位：円） 

特養の機器点検 590,000 

特養の総合点検 750,000 

２．シルバーピアの分  

機器点検 20,000 

  総合点検 30,000 

１と２の合計 1,390,000 

  契約内容で負担を分割せず、シルバーピアの分も特養で負担している。 
この処理については、受託法人側は「特別養護老人ホーム併設高齢者

在宅サービスセンター管理運営覚書（メモ）改訂版」１の庁舎管理につ

いての７番「その他、庁舎管理に付随すると思われる事項について」の

「（１）基本的な考え方②庁舎管理に付随すると思われる事項については、

当施設で対応する。」に従っているとしている。 
②当該施設管理運営受託法人の稟議書の契約金額は、1,543,500 円であり、

上記 1,390,000 円を税込みにした契約金額 1,459,500 円に 84,000 円の差

異が見られた。 
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照会の結果、この差異の原因は、契約前の金額で起案書を作成したこ

と、実際の契約金額が 84,000 円減となったこと、再度起案書の訂正をし

なかったことによる事務上の誤りとのことであった。 

また、Ｕ社への支払いについて、一部シルバーピアの分 31,500 円が、

通常の支払い時期から遅れてしまった。 

③施設関係の管理等を定めたものとして、平成 12 年３月保健福祉部施設

課作成の「特別養護老人ホームたまがわ併設高齢者在宅サービスセンタ

ー管理運営覚書（メモ）改訂版」を使用しているが、当該覚書メモの見

直しはされていない。    
 

【意見】 
（１） 自家用電気工作物の点検と報告について 
当該点検費用は、委託料の範囲であることから、当該契約は、再委

託契約であり、契約書に記載された契約当事者は、当該施設管理運営

受託法人とＫ法人であると解される。契約を慎重にされるよう指導さ

れたい。 

さらに、たとえ契約当事者を変更した場合でも当該点検の区への状

況報告が必要と思われる。 

（２） 機器の点検等について 

①見積書において、たまがわの分とシルバーピアの分の区分がなされ

ている等区分が明確な費用については、委託料に含めず各々の事務

事業に対応するよう検討されたい。 

②契約及び起案事務、さらに支払いについての事務の流れを改めてチ

ェックされるよう指導されたい。 

③たまがわの施設関係の管理等を定めたものとして、他に正式な文書

が存しない以上、平成12 年３月保険福祉部施設課作成の「特別養護

老人ホームたまがわ併設たまがわ高齢者在宅サービスセンター管理

運営覚書（メモ）改訂版」を実際使用されていると解される。 

しかし、当該文書について、担当部局では、現在決定文書として

の位置づけが不明であり記録として参考にすることは、可能である

が、当該文書を基準に管理していないので見直す作業は、していな

いとの事である。 
このような複数の施設が併設されている場合、明確な管理基準の

作成及び見直しが必要と思料する。 
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ＮＯ４１ 災害対策としての避難訓練等について 
【概況】 
平成 18 年度法人現況報告書、施設管理運営受託法人の平成 18 年度施設調査

書によると、災害対策としての避難訓練等の平成 17 年度実施状況（特養６ヵ

所）は次の通りである。 
表 特養別避難訓練参加職員数 

 Ａ Ｂ Ｃ＊ Ｄ※ Ｅ Ｆ 

平均職員数 ４２名  ４２名 3６名 ４５名 ４６名 ８５名 

実施月       

４月     ４名  

５月     ３名  ９名 

６月     ８名  ９名 

７月 １８名    ４名  ９名 

８月 １５名    ３名 １１名  

９月  １４名   １６名 １１名  

１０月 ５名    ３名 １１名 

１１月  １０名 ２７名＊  ２回  

５名・１３名 

１１名  

１２月     ３名 １１名  

１月    １０名※ ３名 １１名  

２月     ３名 １２名  

３月  ９名    １２名 １１名 

平均参加率※ 27.9％ 29.2％ 75％ 22.2％ 13.3％ 12.4％ 

 ※平均参加率 ＝１回当たり平均参加 ÷ 平均職員数 
                      （資料 災害対策報告より） 

※ただし、実際の記載人数欄に記載がなかったが、避難誘導訓練を含む消火訓練

に１月１０名参加との説明を受け１０名とした。 

＊ただし、実際の記載人数が、職員２７名を含む５９名とあり、その他町会関係

者、警備会社社員等が含まれているとの説明を受け２７名とした。 

【意見】 
特別養護老人ホームの入居者、利用者の多くは、介護を要する高齢者の方で

あり、災害時等に対する避難誘導の仕方にも特別な配慮が必要と思われる。上

記の施設避難訓練の実施状況は、一部正確に記載されていないところもあるが、

施設によって避難訓練の平均参加率に大きな差があることから、災害時の危機

管理の体制を全施設再確認され、同時に職員の意識をより高めるよう指導され

たい。 
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ＮＯ４２ 特別養護老人ホーム職員住宅について 
【概況】 
①「Ｉ園特別養護老人ホーム職員住宅管理運営要領」（要領平成６年７月１

日施行、運営要領平成 15 年４月１日施行）の第２条に記載の通り、法人は、

特別養護老人ホームの糀谷職員住宅を区より使用許可を受けて設置してい

る。 

目的は、いわゆる勤務する職員の福利厚生及び防災対策、緊急事態に対す

る職員の確保である。 

当該住宅については、平成６年に区の行政財産の目的外使用として、区と

特別養護老人ホームの管理運営を委託している社会福祉法人に一括貸付を

行うものとして、当法人と「特別養護老人ホーム協定書」を締結し、毎年更

新してきている。 

この協定書の内容については、当初賃借した時点から、一部の賃料を除き、

見直しがなされていない。 

大田区行政財産使用許可書第３条による金額は、7,260,000 円（月額

605,000 円）であり、法人が当該住宅入居者からの賃貸料として受領してい

る金額とほぼ同額である（H18/3．現在 月額 587,000 円 共益費なし）。 
                              

家賃（62 ㎡） 管理人 55,000 円 世帯用住宅     

家賃（24 ない

し 26 ㎡） 

職員 28,000 円 単身用住宅 

             

家賃のうち、管理人 55,000 円は、物件賃借当初より同額である。 

その他の職員分は、物件賃借当初は 25,000 円であり、平成 15 年度、平成

16 年度、平成 17 年度で 1,000 円づつ値上げされたものであるが、入居者募

集広告の記載内容から推定すると一般相場に比較すると、ほぼ半額程度では

ないかと考えられる。 

なお、管理人は、Ｉ園の自主事業である養護老人ホームの介護職員である。  

 

②平成 17 年度もＩ園は、当該職員住宅の使用を継続すべく「大田区行政財

産使用許可申請書」及び「大田区行政財産使用料減免申請書」を、年度前に

提出した。 

さらに、Ｉ園が、今回平成 18 年度前に同様の書類を区に提出したところ、

区から内容は変わらないも減免では、ないという取り扱いの指示を受け申請

書を返却された。 

これに対し、区は平成 17 年度、平成 18 年度は減免申請はされておらず、

平成 16 年度以前は、減免申請書が提出されているが、申請理由は条例に基
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づく減免対象には当たらないとしている。 
【意見】 
 ①について 
  特別養護老人ホーム職員住宅については、あくまで I園の職員住宅であり、    
 区の職員住宅とほぼ同様の条件で取り扱うことは、適切とは言い難い。 
 行政財産の目的外使用であることから、使途目的は明らかであるが、Ｉ園

の方針によって本人家賃は、決められるべきであり、区のＩ園への貸付条

件とは別として取り扱うべきである。 

  よって、区のＩ園への貸付については、通常の家賃相場を考慮の上、諸

条件の検討をされたい。 

 

 ②について 

  Ｉ園側には、従来から家賃の減免申請により現在の家賃であるという認

識があったと考えられる。一方、担当部局では、「大田区行政財産使用料条

例」の第２条１項の適用で当該家賃は、適正な方法で算定されたもので、

第３条の減免規程は、適用しないとの見解である。 

  ただ、そういった見解であれば、平成 16 年度以前のＩ園からの減免申請

書を受領したことは矛盾していると言わざるを得ない。 

上記①の点も考慮しつつ、当該家賃の見直しをされ、減免に対する事務

上の取り扱いについてもＩ園との関係から再確認されたい。 
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ＮＯ４３ 研修制度について 
【概況】 
平成 17 年度、平成 18 年度（11 月まで）の内部の研修実績は以下のとおりで

ある。 

対象 月 テーマ 講師

4月 新任職員研修 内部職員

4月 メンタルヘルス導入研修 外部講師

5月 パソコン研修 外部講師

10月～1月 事務員仕事の棚卸し 外部講師

11月 昇任選考研修 外部講師

11月 認知症研修 外部講師

11月 訪問介護職員研修 外部講師

4月 労働基準法研修 外部講師

8月 メンタルヘルス研修 外部講師

9月～10月 在宅課長仕事の棚卸 外部講師

3月 新人事制度評価者研修 内部講師

対象 月 テーマ 講師

4月 新任職員研修 内部講師

6月 新任職員研修 内部講師

7月 新任職員フォロー研修 内部講師

8月 新任職員研修 内部講師

11月 新任職員フォロー研修 内部講師

一般職員

平成17年度研修実績

一般職員

管理職

平成18年度研修実績（１1月まで）

 

I園に限らず介護業界においては、従業員の定着率の問題、常時の人員不足
等の状況が、潜在している。 
また、Ｉ園の特養・短期の常勤介護職員（平成 17 年７月１日現在）に関し

て、無資格者は以下のとおりである。 
（単位：人数） 

介護職員数 うち無資格者
羽田 31 4

池上 32 3
大森 26 8

蒲田 33 9
糀谷 35 7

たまがわ 70 13

合計 227 44  
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【意見】 
介護サービスの質を保つためには、内部での研修制度の充実が求められると

ころである。 
しかし、実際には平成 18 年度は 11 月にいたるまで新人研修しか行われてい

ないことを確認した。少なくとも、平成 17 年度事業計画報告書に記載されて

いる報告について、事業報告書では、その記載がないものが多かった。 

計画的な介護サービスの質を保つための計画的な研修制度の充実が望まれ

る。 

区においても、計画された研修が実施されなかった場合の理由を把握し、介

護サービスのさらなる向上について、指導されたい。 
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ＮＯ４４ 大田区との人事交流について 
【概況】 
特に明文の規定等は無いが、各施設長ほか主要な管理職において、平成 17

年度は、区職員ＯＢが 15 名就任している。 

  

Ｉ園では内部的に昇進試験を実施している。昇進試験による管理職の対象

は課長までである。この内部的な昇進試験については、上記区よりのＯＢ等

に対しては実施されていない。 

 

【意見】 

保健福祉業務に精通した区のＯＢ等がＩ園に施設長等で在職するといこう

ことは、一般的に、区およびＩ園にとっても、Ｉ園の効率的運営、区職員の再

雇用の観点からは理解できる。 

しかし、少なくとも施設長全員が区のＯＢであることについては、区として

も区民に対し、その理由、今後の方針を説明することが透明性の観点から望ま

れる。 

法人の昇進試験について、課長までという限定をつけないなど、適切な人材

確保の方法を検討されるよう指導されたい。 
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ＮＯ４５ 配置定員について 
【概況】 
“指定介護老人福祉施設の人員、施設及び設備ならびに運営に関する基準

（平成 11.3.31 厚令 39）”では、介護老人福祉施設における看護・介護職員を

入所者数３人あたり１人以上と定めている。 

Ｉ園では特別養護老人ホーム・短期入所の職員配置定員に関して、区の指導

により、上記法定基準より多い看護・介護職員を入所者数 2.5 人あたり１人以

上としている。また、さらに区の了承を得て独自に、短期入所について利用定

員 10 名以上部分については、入所者数２人あたり１人以上の配置定員として

いる。 

Ｉ園では、上記のほかに特養池上の多層階加算の７名、特養たまがわの広面

積加算の６名、各施設における看護職加算各１名を配置定員に含めている。 

Ｉ園は、区立施設の責務を考慮の上、配置定員の重点化を認められていると

のことである。 

法定基準

特養 短期 合計
１：３換
算
１：2.5
加算
１：２
加算
多層階
加算
広面積
加算
看護職
加算

常勤
非常
勤

羽田 100 8 108 36.0 7.2 1.0 44.2 37 7.2
池上 100 8 108 36.0 7.2 7.0 1.0 51.2 37 14.2
大森 80 8 88 29.3 5.9 1.0 36.2 31 5.2
蒲田 100 12 112 37.3 7.5 1.2 1.0 47 39 8
糀谷 100 15 115 38.3 7.7 1.5 1.0 48.5 40 8.5
たまがわ 200 40 240 80.0 16.0 4.0 6.0 1.0 107 81 26

利用定員 加算 内訳
合計

 

上記の特養池上の多層階加算の７名、特養たまがわの広面積加算の６名につ

いては、それぞれ具体的な算出根拠は持っていない。 

また各施設における看護職加算各１名については、看護職確保困難を理由と

するとのことであった。 

 

【意見】 

配置定員の加算については具体的根拠が求められる。当該配置定員の加算

がサービス向上に効果をもたらすことにつながっているかどうかを分析し、

具体的なサービス向上の効率測定が可能となるような体制作りを、区は指導

されたい。 
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ＮＯ４６ 単独高齢者在宅サービスセンターの事務員について 
【概況】 
単独高齢者在宅サービスセンターの下丸子、田園調布、南馬込、徳持にお

いて、各１名ずつ計４名の事務員を配置している。しかし、実際にこの事務

員４名は本部にて勤務しており、これら単独高齢者在宅サービスセンターの

事務および、その他法人全般にわたる事務を行っている。 

 

それぞれの業務を時間数等で見積もってはおらず、さらに職務分担表に事

務業務の工数等が記載されていないので、高齢者在宅サービスセンターに関

する事務量が４名分必要なのかどうか判断できない。 

 

【意見】 

法人全般に渡る業務に携わる現状から考えて、法人本部の作業も混在して

いると考えられる。単独高齢者在宅サービスセンターの事務量を業務別に把

握することにより、配置定員、他経理区分との経費按分の要否を精緻に分析

する必要がある。検討されたい。 
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ＮＯ４７ 人件費について予算と実績との差異について 
【概況】 

I 園では、介護に関して人材確保が困難な環境にあり、Ｉ園は平成 17 年度
の実績は職員配置定員どおりの人材が確保できなかった。非常勤等換算後職員

数総数は実績でほぼ定員どおりではあったが、配置定員より常勤の割合が少な

く、非常勤、派遣の割合が多いことにより、実績において約 138 百万円の剰余

金が予算に対して生じている。 
 
 表 予算実績対比表                    （単位：円） 

予算 実績 差異 派遣 事業雑費
派遣も含めた差
異再計

特養Ⅰ 301,170,270 253,945,123 -47,225,147 22,408,115 -24,817,032

短期Ⅰ 19,343,151 22,406,924 3,063,773 1,977,187 5,040,960
通所Ⅰ 74,860,375 78,415,403 3,555,028 1,022,462 4,577,490
特養Ⅱ 280,293,502 258,052,269 -22,241,233 2,339,363 -19,901,870

短期Ⅱ 19,752,786 22,769,317 3,016,531 187,149 3,203,680
通所Ⅱ 76,898,927 74,084,010 -2,814,917 6,376,000 3,861,083
特養Ⅲ 276,144,814 268,209,447 -7,935,367 3,633,915 -4,301,452

短期Ⅲ 37,810,686 40,077,274 2,266,588 542,999 2,809,587
通所Ⅲ 87,917,759 79,936,025 -7,981,734 -7,981,734
特養Ⅳ 273,430,743 262,329,951 -11,100,792 5,419,916 -5,680,876

短期Ⅳ 29,565,363 27,764,014 -1,801,349 588,338 -1,213,011
通所Ⅳ 92,053,179 80,653,431 -11,399,748 4,493,959 -6,905,789
特養Ⅴ 231,724,544 203,767,422 -27,957,122 4,919,009 -23,038,113

短期Ⅴ 19,601,618 22,640,000 3,038,382 547,000 3,585,382
通所Ⅴ 86,946,106 77,558,159 -9,387,947 -9,387,947
特養Ⅵ 518,737,451 480,493,504 -38,243,947 3,483,968 -38,243,947

短期Ⅵ 94,582,480 91,204,736 -3,377,744 693,452 -2,684,292
通所Ⅵ 61,891,891 62,230,643 338,752 338,752
通所Ⅶ 69,109,784 59,863,565 -9,246,219 7,460,000 -1,505,767

通所Ⅷ 64,857,028 50,806,552 -14,050,476 7,950,000 -5,660,795
通所Ⅸ 67,008,214 55,687,029 -11,321,185 1,182,248 7,073,000 -2,795,937
通所Ⅹ 69,036,181 62,547,220 -6,488,961 7,137,000 931,166

通所１１ 54,385,381 45,900,767 -8,484,614 -8,484,614

差異合計 -138,255,076

※上記において人員不足を派遣にて補った分を、業務委託料より抜き出して加算
※上記において、単独高齢者在宅サービスセンターの本部事務勤務分については、事業雑費へ計上さ
れているため、この分を加算
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特養、短期の平成 17 年度の配置定員（全ての職種を含む）に対する現員実績

は以下のとおりである（職員数の月次報告書より算出）。 

実際に、全体の総数ではあまり欠員は無いものの、常勤割合が少なく、その

分が非常勤や派遣へシフトしていることが読み取れる。 
 
表 配置定員               (単位：人) 

常勤 非常勤 派遣 合計

配置定員 308.0 84.2 0.0 392.2

現員 296.9 88.0 10.7 395.6

過不足 -11.1 3.8 10.7 3.4
配置定員 43.0 9.4 0.0 52.4

現員 41.4 10.5 0.9 52.8

過不足 -1.6 1.1 0.9 0.4
配置定員 43.0 16.4 0.0 59.4

現員 42.1 9.7 5.9 57.7

過不足 -0.9 -6.7 5.9 -1.7

配置定員 37.0 7.2 0.0 44.2
現員 36.3 5.4 1.5 43.2

過不足 -0.7 -1.8 1.5 -1.0

配置定員 46.0 10.2 0.0 56.2
現員 45.1 10.6 1.5 57.2

過不足 -0.9 0.4 1.5 1.0

配置定員 47.0 10.7 0.0 57.7
現員 45.5 16.1 0.9 62.5

過不足 -1.5 5.4 0.9 4.8

配置定員 92.0 30.3 0.0 122.3

現員 86.5 35.7 0.0 122.2
過不足 -5.5 5.4 0.0 -0.1

Ⅳ

Ⅴ

Ⅵ

全体

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

 

【意見】 
当初配置定員にて予定された常勤の割合よりも、実際には少なかった状況で

ある。常勤・非常勤の割合のバランスが短期間に変化するとサービスの質に影

響を与えることもある。配置定員によって予定されていたサービスの質は保た

れているかどうかの判断ができない。 
 
適切なサービスの質を保持あるいは向上できるかということを実現するた

めに、常勤・非常勤の割合を検討しつつ、職員のチームワークのもと業務内容

が円滑に行われるよう配慮されたい。また、常勤・非常勤の割合でも、実際の

人件費総額は変動する。委託料積算も現実を踏まえて、厳密に行われるべきで

ある。 
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ＮＯ４８ 人件費分析数値の特性について 
【概況】  
独立行政法人 福祉医療機構発行の“特別養護老人ホームの経営分析  
参考指標”掲載の特別養護老人ホームを運営する社会福祉法人に関する統

計的財務分析値について比較分析を実施した。 
表 比較分析表                     (単位：人数) 

特別区 黒字 赤字 開設25
年以上

Ｉ園

定員（特養＋短期） 771
介護職員 31.6 29 28.2 36.8
看護職員 3.8 3.8 4.4 4.4
その他職員 12 13.5 13.4 16.6 10.0
合計 47.4 46.4 45.5 57.7 67.6
介護職員 4 3.79 4.04 3.81
看護職員 0.48 0.5 0.57 0.45
その他職員 1.5 1.76 1.91 1.73 0.8
合計 5.98 6.05 6.52 5.99 5.3

58.9 56.8 65.8 59.1 59
4,493 3,828 4,066 3,974 5,249

事業活動収入に対する人件費の割合（％）

従事者１人当たり人件費

１施設あた
り従業者数

57.6

入所者10
人あたり従
事者数

4.5

 

（計算前提） 

１） 本部人件費については人員比にて配分加算。 

２） 昭和 37 年設立により開設 25 年以上の数値と比較 

３） 地域別については特別区（東京都）のため、これと比較 

４） Ｉ園は平成 17 年５月１日現在の職員名簿によって集計 

５） 人員不足により発生した業務委託派遣費についても人件費に加算して計算 

６） Ｉ園の１施設あたり従業者数は、６特養で除した数値である 

 
分析の結果から次のことがわかる。 

１）１施設あたりの従業者数は、当該参考指標と比較して多い。 

２）従事者１人当たり人件費は、当該参考指標より高めである。 
 

 
【意見】 
区は、委託料の人件費の予算積算について、上記の参考資料等も加味され

たい。 
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ＮＯ４９ Ｉ園の事務費・事業費の分析について 
【概況】 
① 大田区に対する当初予算と実績、実績の年度比較の施設別の差異原因分

析資料がない。 
② 特養たまがわに係る分析 
   ⅰ）事務費の修繕費 
     修繕費の予算は、過去の実績から乖離した予算となっている。 
     但し、修繕費として認められないＩ園が負担する修繕費は、別途本

部雑費で計上される。 
                                  

（単位：円） 

 平成 17 年 平成 17 年① 平成 16 年② 差額＝①－② 

 予算 実績 実績  

修繕費 10,000,000 3,297,868 2,637,717 660,151 

    

ⅱ）事業費の水道光熱費 

     水道光熱費が経年比較がなされておらず、今期の増加分についても

原因分析されていない。 

                              （単位：円） 

 平成 17 年 平成 17 年① 平成 16 年② 差額＝①－② 

 予算 実績 実績  

水道光熱費 67,911,763 71,087,648 67,980,678 3,106,970 

 

    水道代の過去５年の使用支払実績は、次のとおりである。 

                              （単位：円） 

平成 13 年 平成 14 年 平成 15 年 平成 16 年 平成 17 年 

33,764,615 31,492,769 34,353,892 34,933,043 37,587,983 

     
   ⅲ）消耗品費 
     消耗品費の予算は、過去の実績が予算を上回ることが常態化している。                                   

（単位：円） 

 平成 17 年 平成 17 年① 平成 16 年② 差額＝①－② 

 予算 実績 実績  

消耗品費 16,000,000 23,547,183 23,433,467 113,716 
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【意見】 
①予算と実績、実績の年度比較の施設別の差異原因分析を実施し、予算の

精度を上げるべきである。現状は、予算＞実績の場合は、Ｉ園の繰越金

となる可能性が高い。 
②水道光熱費等については、経年比較すること及び他の施設との比較する

ことにより異常性の有無、コスト削減の可能性を追求すべきである。 
③修繕費、消耗品については、実態にあった予算、単価設定をすべきであ

る。 
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ＮＯ５０ シルバーステイ事業及び高齢者生きがい通所事業の委託方式 

【概況】 

シルバーステイ事業は、介護保険制度により「非該当」になった高齢者等が、

何らかの理由により家庭で一時的に生活することが困難になった場合に、介護

保険制度の介護福祉施設及び短期入所生活介護の空きベッドを利用して宿泊し、

日常生活の支援を受けることにより本人及びその家族の福祉の向上を図ること

を目的にしている。 

平成 17 年度の利用者数５名、利用日数は延 27 日予算費消額 187 千円である。 

高齢者生きがい通所事業は、介護保険制度において｢非該当｣になった高齢者等

が高齢者在宅サービスセンターに通所し、趣味活動・生きがい活動、日常動作

訓練等を行うことにより、社会参加を促進し、心身機能の維持を図ることを目

的にしている。 

平成 17 年度の利用者数 56 名、利用日数は延 3,135 日予算費消額 19,885 千円

である。 

平成 18 年度のシルバーステイ事業は、大田区立特別養護老人ホーム条例（以

下「特養条例」という）第２条第２項に基づき、また高齢者生きがい通所事業

は、大田区立高齢者在宅サービスセンター条例（以下「サービスセンター条例」

という）第３条第７号に基づき実施されている。 

区は、その実施のためＩ園と“シルバーステイ事業及び高齢者生きがい通所

事業委託契約書”を締結し、Ｔ会・Ｈ会と“高齢者生きがい通所事業委託契約

書”を締結している。 

一方、区は、特養条例第７条及びサービスセンター条例第８条に基づき、特

別養護老人ホーム及び高齢者在宅サービスセンターの指定管理者にＩ園を指定

し、高齢者在宅サービスセンターの指定管理者にＴ会を指定し、その管理代行

の協定を締結している。 

 

【意見】 

特養条例・サービスセンター条例に基づくシルバーステイ事業及び高齢者生

きがい通所事業は、指定管理者による管理により事業を実施すべきであり、別

途委託契約を締結しなければならない理由が見当たらない。今後どのように取

り扱うか検討されたい。 

特養条例第 10 条及びサービスセンター条例第 11 条は指定管理者が行う業務

の範囲を定めており、介護保険法に基づく業務等の他、“特別養護老人ホーム・

高齢者在宅サービスセンターの運営に関して区長が必要と認める業務”が含ま

れている。そして特養条例第２条第２項サービスセンター条例第３条第７号に

よって行われている本件両事業は、区長が必要と認める業務と判断される。 
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【参考】 

大田区立特別養護老人ホーム条例 

第２条（資格） 

２．区長は前項の規定による入所に支障がないと認めるときは、特別養護老人ホームを同項各号に掲げ

る者以外のものに利用させることができる。 

第７条（指定管理者による管理） 

区長は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 244 条の 2第 3項の規定に基づき、社会福祉法（昭和

26 年法律第 45 号）第 22 条に規定する社会福祉法人（以下「法人」という。）であって次条の規定によ

り指定するもの（以下「指定管理者」という。）に、特別養護老人ホームの管理を行わせることができ

る。 

第 10 条（指定管理者が行う業務の範囲） 

指定管理者は、次に掲げる業務を行うものとする。 

（１）～（３）略 

（４）前 3号に掲げるもののほか、特別養護老人ホームの運営に関して区長が必要と認める業務 

大田区立高齢者在宅サービスセンター条例 

第３条(資格) 

高齢者在宅サービスセンターに通うことができる者又は高齢者在宅サービスセンターに利用すること

ができる者は、次の各号のいずれかに該当するものとする。 

（１）～（６）略 

（７）前各号に掲げるもののほか、区長が必要と認める者 

第８条（指定管理者による管理） 

区長は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 244 条の 2第 3項の規定に基づき、社会福祉法（昭

和 26 年法律第 45 号）第 22 条に規定する社会福祉法人（以下「法人」という。）であって次条の規定

により指定するもの（以下「指定管理者」という。）に、高齢者在宅サービスセンターの管理を行わ

せることができる。 

第１１条（指定管理者が行う業務の範囲） 

指定管理者は、次に掲げる業務を行うものとする。 

（１）～（３）略 

（４）前 3号に掲げるもののほか、高齢者在宅サービスセンターの運営に関して区長が必要と認める業   

  務 
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ＮＯ５１ 高齢者生きがい通所事業の対象者等について 

【概況】 

高齢者生きがい通所事業の対象者は、区内在住者で次の各号のいずれかに該

当する者である。 

ただし、介護保険制度における要介護認定により「要支援」｢要介護｣とされ

たものを除く。 

（高齢者生きがい通所事業実施要綱（以下「要綱」という。）第２条第２項） 

（１）生活機能低下又は虚弱等で自宅に引きこもりがちな 65 歳以上の者 

（２）身体障害者手帳を所持し、生活機能低下又は虚弱等で自宅に引きこもりが

ちな 40 歳以上 65 歳未満の者 

（３）前２号に掲げるもののほか、区長が必要と認めた者 

区長は、本事業の利用を承認するに当たっては、必要に応じて訪問調査等を

行い、申請者の身体的状況及び日常生活状況等を十分考慮して総合的に審査し、

決定する。（要綱第７条第１項） 

そして現在、対象者は原則週２日の通所が認められる運用が行われている。 

 

【監査の結果】 

①上記の“原則週２日の通所が認められる運用”は平成 12 年３月 16 日の課長

決定に依って行われている。要綱第 12 条では要綱に定めるもののほかは、必

要な事項は保健福祉部長が定めることとされており、原則“週２日の通所”に

ついては年間の委託料に大きな影響がある点であるが、適切な権限者による決

定が行われていないので善処されたい。 

 

高齢者生きがい通所事業実施要綱 

第 12 条（委任） 

この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、保健福祉部長が定める。 

 

 

②（１）平成 17 年度前期の大田北行政センターでの決定者（13 名）の申請書

に基づく審査には、不十分な点が認められるので、改善が必要である。 

主な原因は “生活機能低下又は虚弱等で自宅に引きこもりがち”との要件に

ついて、その具体的内容を示す基準が存在しないことであると考えられる。 
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ＮＯ５２ 医科医療協力委託について 
【概況】 
  特別養護老人ホームの入所者及び高齢者在宅サービスセンターの通所者の

保健医療の向上をはかるために、次の医療協力に関する業務の契約を、医師

会と締結している。 
但し、通所者はホーム等内又は送迎車内において発病又は負傷した場合に

限る。 
１．指定協力医病院による入院医療協力 
２．往診医療機関の往診医療協力 
３．通院医療機関の通院医療協力 
４．各科担当医による健康診査 
 
表 平成 17 年度の委託先・契約金額等         （単位：千円） 
 特養Ⅰ 特養Ⅱ 特養Ⅲ 特養Ⅳ 特養Ⅴ 特養Ⅵ 

委託医師会 Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ａ Ｂ 

Ａ 

Ｃ 

契約金額 4,819 4,819 4,819 4,819 4,819 4,795 

2,616 

2,835 

実績 4,511 4,446 4,548 4,812 4,744 4,359 

2,031 

2,712 

残金   307 372 271 6 74 436 

585 

122 

往診治療 

（回） 

 

7 

 

5 

 

33 

 

6 

 

10 

 

０ 

０ 

０ 

通院協力 

（回） 

232 

 

199 

 

166 

 

419 

 

364 

 

93 

2 

465 

注）特養Ⅵの契約金額、実績、残金、往診医療、通院協力の欄の上段・中段・

下段は、それぞれＢ医師会、Ａ医師会、Ｃ医師会に対応する。 
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【意見】 
特養Ⅵの契約は、三医師会との契約となっている。これは、医師会との意見

交換の中で、入所者数が 200 名と多いためとのことである。 
 
但し、特養Ⅵにおいては、Ａ医師会の利用は下表の通院協力を見てわかるよ

うに、年２回のみで、Ｃ医師会の 465 回、Ｂ医師会の 93 回について比べても

極端に低い。また、下表記載の事務費は、事務量の多寡で金額が算出されるの

が合理的であるが、特養ⅥのＡ医師会分については、Ｃ医師会より事務費が高

いのは合理的でない。また、協力病院指定料の 146 万円も実態を考慮して、見

直しを検討されたい。 
                              （単位：円） 

 実績内訳 特養Ⅰ 特養Ⅱ 特養Ⅲ 特養Ⅳ 特養Ⅳ 

協力病院指定料及

び空床確保料 
2,193,990 2,193,990 2,193,990 2,193,990 2,193,990 

往診医療協力料 

@5,290 
37,030 26,450 174,570 31,740 52,900 

通院医療協力料 

@1,560 
361,920 310,440 258,960 653,640 567,840 

健康診査協力料 842,340 842,340 842,340 842,340 842,340 

医師会事務費 861,840 861,840 861,840 861,840 861,840 

消費税 214,856 211,753 216,585 229,177 225,945 

 合計 4,511,976 4,446,813 4,548,285 4,812,727 4,744,855 

      

 実績内訳 特養Ⅵ うちＡ うちＣ うちＢ  

協力病院指定料及

び空床確保料 
4,387,980 1,462,660 1,462,660 1,462,660  

往診医療協力料 

@5,290 
0 0 0 0  

通院医療協力料 

@1,560 

 

873,600 
3 , 1 2 0  

( ２回)  

7 2 5 , 4 0 0  

( 4 6 5 回)  

1 4 5 , 0 8 0  

（9 3 回） 
 

健康診査協力料 1,684,680   0 1,684,680  

医師会事務費 1,723,644 468,927 395,360 859,357  

消費税 433,494 96,735 129,171 207,588  

 合計 9,103,398 2,031,442 2,712,591 4,359,365  
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【参考】 
協力指定料及び空床確保料の積算根拠 

協力指定料は、平成 12 年度より現在の価格になっている。価格の設定については、措置費管理分と

区加算分を加えた価格により算出し、相場的なアップで見直している。 

空床確保料 

空床確保料は、平成 12 年度より、現在の価格になっている。 

単価の設定については、診療報酬点数による室料、医学管理料等１日あたり、空床率 0.3 を乗じて

算出している。 



124 

ＮＯ５３ 歯科医療協力委託について 

【概況】 
特別養護老人ホームの入所者の保健医療の向上をはかるために、次の医療

協力に関する業務の契約を、歯科医師会と締結している。 
歯科医療協力 
１．定例派遣による治療、相談指導 
２．随時派遣による治療 
３．通院歯科医療協力期間による通院治療 
４．摂食えん下指導 
５．新規入所者の検診 
表 平成 17 年度の委託先・契約金額等            (単位：千円) 

 特養Ⅰ 特養Ⅱ 特養Ⅲ 特養Ⅳ 特養Ⅴ 特養Ⅵ 

委託歯科 

医師会 

Ａ Ｃ Ｃ Ａ Ａ Ａ 

契約金額 4,562 4,562 4,562 4,562 4,562 9,125 

実績 4,695 5,072 4,489 4,342 4,636 9,240 

差額 △132 △510 73 220 △73 △115 

定例派遣 

（回） 

36 

 

36 

 

36 

 

36 

 

36 

 

72 

随時派遣 

（回） 

135 

 

212 

 

116 

 

102 

 

130 

 

257 

 

通院協力 

（回） 

5 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

摂食えん下 

指導（回） 

36 

 

24 

 

36 

 

36 

 

36 

 

72 

 

 
定例派遣は、あらかじめ定例日(月３回)、特養Ⅵを６回と担当を定め、治療の
他、相談、指導を行う（１回２時間とする）。また、随時派遣は、必要に応じて、

治療の目的で、原則として、一人を対象に行う。 
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【意見】 
①特養Ⅵで定例派遣の受診人数の実績は、236 名(2,424,960 円)、随時派遣

の人数の実績は、267 名（2,570,000 円）で、一人あたり約 10,000 円がか

かることになる。 

（歯科診療室の有効利用については、ＮＯ９を参照されたい。） 

但し、特養Ⅵの定例派遣は、年で 72 回（144 時間）、随時派遣は、年で257

時間、摂食えん下指導は年 72 回の指導である。契約の範囲内で、計画的

効率的な受診をするよう留意されたい。 

                              （単位：円） 

  特養Ⅰ 特養Ⅱ 特養Ⅲ 特養Ⅳ 特養Ⅴ 特養Ⅵ 

一斉検診 0 0 0 0 0 0 

定例派遣料 

@33,680 
1,212,480 1,212,480 1,212,480 1,212,480 1,212,480 

2,424,960 

（7２回） 

随時派遣料 

@10,000 
1,350,000 2,120,000 1,160,000 1,020,000 1,300,000 

2,570,000 

（257回） 

通院協力料 6,250 0 0 0 0 0 

摂食えん下指

導料 

@33,680 

1,212,480 808,320 1,212,480 1,212,480 1,212,480 
2,424,960 

（72 回） 

諸経費 690,420 690,420 690,420 690,420 690,420 1,380,840 

消費税 223,581 241,561 213,769 206,769 220,769 440,038 

  4,695,211 5,072,781 4,489,149 4,342,149 4,636,149 9,240,798 

 
 
②契約書第５条では、委託料の精算は、｢委託料の精算書を作成し、契約期

間終了後 30 日以内に、大田区に提出しなければならない｣とされているが、

特養Ⅲ以外すべて、５月以降に提出されている。相手先歯科医師会に契約

の遵守を指導されたい。 
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ＮＯ５４ 建物の登記について 
【概況】 
  不動産登記法により、建物を所有した場合には、１ヶ月以内に登記申請し

なければならないが、固定資産税を課すことができない区、都、国の土地に

ついては、不動産の表示に関する登記の申請義務についての経過措置として

当分の間適用されない。これは、不動産登記法の旧法に定められ、現在の新

法にも適用される。 

  このことから、区では、建物を区分所有している場合、区所有地以外の土

地にある建物以外は、建物登記をしていない。区所有地を売却する場合には、

建物を除却して引き渡すので実害はないとのことである。 

 

【監査の結果】 

  大田区公有財産管理規則第 15 条では、｢登記または登録ができる財産を取

得したときは、速やかにその手続をしなければならない｣とされている。例外

的な取扱いについては、規則で明確にすべきである。 
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２．軽費老人ホームおおもり園 

【概況】 
 １．施設名及び事業主体 

施設名 大田区立 おおもり園 

所在地 東京都大田区大森西一丁目８番６号 

設置主体 大田区 

運営主体 社会福祉法人 Ｉ園 

定員（単身者） ５０名 
   
 ２．施設の沿革 
大田区立おおもり園は、昭和 49 年４月に東京都立として設置され、そ

の後、昭和 54 年８月大田区に移管され運営されてきたが、平成９年４月

より、その運営を大田区より社会福祉法人Ｉ園に委託された、Ｂ型の軽費

老人ホームである。 

  

３．設置 

老人福祉法第 15 条５項の規定に基づき、低所得階層に属する高齢者が

健全で安らかな生活を送らせるため、大田区立軽費老人ホーム（以下｢老

人ホーム｣という）を設置する。老人ホームは、一時的な介助その他最小

限度の日常生活上必要な便宜を提供することを目的とする施設である。 

  

４．利用者の資格 
老人ホームを利用できる者は、次に掲げる要件を備えていなければなら

ない。 

但し、第２号及び第６号に規定する要件については、区長が特別な事情

があると認めた者に関しては、この限りではない。 

① 年齢 60 歳以上であること。 

② 大田区内に住所を有すること。 

③ 家庭環境、住宅事情等の理由により居宅において生活することが困

難なこと。 

④ 独立して日常生活を営むことができ、自炊可能であること。 

⑤ 月収が利用料を超え、かつ区長の定める額の範囲内であること。 

⑥ 確実な保証能力を有する保証人を立てられること。 
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 ５．利用者の処遇（大田区軽費老人ホーム条例（以下条例）第４条） 

  （１）施設の提供を行うこと 

  （２）一時的な介助を行うこと 

  （３）保健衛生に関する処遇を行うこと 

  （４）生活の指導を行うこと 

  （５）前号各号の他、区長が必要と認める業務 

 ６．利用料の額 

基本利用料は、１人月額 10,000 円（うち、事務費 5,000 円、居室利用

料 5,000 円とする。）、冬期暖房料（１月から３月、11 月及び 12 月）とし

て１人月額 600 円とする。但し、利用料の減免基準がある。利用料を減免

できる額は、特別区民税又は市町村民税が課税されていない者は、5,000

円、特別区民税又は市町村民税の均等割のみ課税されている者は、2,000

円とする。 
 
  ７．施設職員等の構成と勤務体制 

 職員区分 人数 勤務時間等 休日 

園長 1 名 午前 8時 30 分～午後 5時 15 分 

休憩時間 午後 0時 15 分から午後 1

時 

土・日 

祝祭日 

介護職員 3 名 午前 8時 30 分～午後 5時 15 分 

休憩時間 午後 0時から午後 0時 45

分 

日・祝祭

日 

土の振替 

嘱託医（内科） 

（非常勤） 

1 名 毎週金曜日 午後 1時から午後 3時 

利用者健康相談・血圧測定 

 

管理人 

（業務委託） 

2 名 平日午後 5時 15 分から翌朝午前8時

30 分 

施設園舎管理（巡回）・緊急時連絡（関

係機関） 

 

  
８．サービスの状況 
  （１）一時的支援サービス 
    病院付き添い（25 回）、入院利用者支援（14 回）、入退院援助（６回）、

ショートステイ入退所付き添い（８回）、買物代行（170 回）、応急的修理

（21 回）、各種手続の援助（72 回） 

  （２）日常的支援サービス 
    内服薬管理・与薬（６名）、食事の暖め・配膳（２名）、デイサービス

送迎（６名） 
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９．行事、クラブ活動、散歩等 
利用者のニーズ、希望を尊重してプライバシー配慮のもとに利用者の潤

いと健康的な生活づくりを支援するために各種機会を提供している。また、

集会室（60 畳）は、地域住民に無料で開放している。 
 
10．施設の概要 
利用者の居室 １Ｋタイプ（16.65 ㎡）和室 5.5 畳、台所、流し台、便

所、インターホン、集合ＴＶアンテナコンセント、集中暖房設備等 
 
【意見】 
１）軽費老人ホーム設置運営要綱関係 
現状、事業者Ｉ園、大田区立おおもり園園長名での利用者との間の重

要事項説明書の説明、承諾をした旨の書面はあるが、入所契約という形

では明確に締結されていない。契約当事者を明確にし、契約書によるこ

とを検討されたい。 
 
２）利用者の安全管理について 
利用者は、家庭環境、住宅事情等の理由により、居宅において生活す

ることが困難な者である。大田区の軽費老人ホーム等条例第２条１項４

号によれば、｢独立して日常生活を営むことができ、自炊可能であること｣

とある。具体的には、①日常の起居動作に他人の介助を要しない健康状

態であり、②買物、火気の取扱い、食事の準備が可能な健康状態でかつ

自炊を行う意思があることとのことである。 

但し、現実面では、利用者の加齢(平均年齢 79 歳)及び要介護認定の状

況を鑑みるとより一層の利用者の安全管理には、休日の職員の体制の検

討等より一層留意すべきである。 

 

３）管理運営委託契約の条項の遵守を徹底すべきである。 

平成 17 年度に職員が長期間病欠（10 月中旬から１月末）しているが、

口頭による連絡はあったとのことであるが、書面による報告はなされて

いない。 

委託契約第９条３項では、おおもり園の管理に支障をきたす事態が生

じたときには、直ちに適切な処置を講じるとともに、その状況を直ちに

報告しなければならないことになっている。当該事象は、まさにおおも

り園の管理に支障をきたす可能性のある事態と考えられる。口頭ではな

く、書面によるのが妥当である。 
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   平成 17 年度の職員の出勤日数の抜粋 

   10 月 11 月 12 月 １月 2 月 3 月 

賃金台帳 18.5 18 10 0 0 19.5 

出勤簿 18 11 0 0 19.5 17 

１ 出勤簿の出勤日数は、賃金台帳に翌月反映される。 

２ 11 月については、１日病気欠勤日に事務処理として、出勤の記録が

ある。また 12 月にも同様に６日の出勤があり、１日あたり数時間の

勤務がある。さらに１月においても、９日の出勤があり、１日あたり

数時間の勤務がある。 

 

４）職員配置数の見直しについて業務実態を考慮して決定すべきである。 

標準職員数について、大田区では日常生活の世話及び身の上に関する

相談、助言等利用者の直接処遇に従事しているが、入居者の加齢に伴う

身体上のケアなどの需要増や施設での生活が困難になった入所者の退所

後の処遇の点を考慮して決定している。 

具体的には、職員の配置については、管理運営委託契約書第３条で委

託事務を実施するため、別表に定める職員資格基準及び配置基準により

職員を配置している。 

    

 

別表 

職種 資格 配置人数 

施設長 次のいずれかに該当するもの 

１.社会福祉事業に２年以上従事したもの 

２.社会福祉法第 19 条第１項各号のいず

れかに該当する者 

１（常勤） 

介護職員 特になし ３（常勤） 

医師 医師免許を有する者 １（非常勤) 

 

上記のように、職員が病欠中に代行者が業務を実施し、人員増する特

段の事由がなければ、業務量を積算することにより、常勤、非常勤の組

み合わせ、要員数を算出すべきである。 
また、軽費老人ホームＢ型は、個々の利用者が自分の居室で自炊、自

立生活をする施設であるが、現在は要介護認定を受けている利用者も半

数程度いる。利用者の加齢に伴う介護ニーズに対応する点からも見直し

が必要と考えられる。 
委託先で、給与を給与規程に基づき支払うことは、問題はないが、病
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欠に伴う欠勤で、要員の補充がされないのであれば、精算時に一定の計

算（日割り計算等）により減額するのが妥当と思われる。但し、業務へ

の影響について、次のような回答を得た。 
日常業務は、主に介護職員において実施しており、処遇等についての

大きな影響は生じなかった。また、業務の管理等については、養護老人

ホーム施設長が職員の代行をし、他の職員の一人が補佐として業務に従

事した。さらに、適宜出勤することで、指導管理に従事していた。よっ

て、業務への大きな影響がなく、委託業務が履行されたとみなされるた

め、減額しなければならない理由はないとしたとのことである。 
第一に、業務への影響がないのであれば、常勤体制である合理的な理

由はないと思われる。 
第二に、適宜出勤していたということであれば、賃金台帳の出勤日と

出勤簿の出勤日に齟齬が生じる。 
 
５）人件費について契約後、配置された職員の実際の給与により支出される

が、同一業務をしても配置された人員により多寡が生じるのは合理的でな

い。 

   
【参考】 
概算の入園者 1人あたり年間コストと平均在園年数について 

  老人福祉法第 15 条５項の規定に基づき、低所得階層に属する高齢者が健全で安らかな生活を送らせる

ため設置されたものであるので、コスト計算は、一般的にはなじまない。 

  但し、定員と利用者の平均在園年数を考慮すると、当該施設の恩恵うける高齢者は限定的となる。   

平成 17 年度、入居者全体のコストは、委託費実績額 46,212 千円から、平成 17 年度の使用料 3,472

千円を控除した 42,740 千円である。よって、概算の一人当たり年間コストは、85 万円である（減価償

却費は考慮しない）。 

また、現利用者の在園年数は、平均で約７年であるから、今後も同様の前提に立てば、平均で１人あ

たり、595 万円のコストを大田区が負担することになる。            

表１ 年度別実績                 （単位：千円） 

 平成 15 年度 平成 16 年度 平成 17 年度 

実績（精算書） 48,192 48,164 46,212 

内訳    

 人件費 25,935 25,069 25,272 

 事務費 14,079 14,440 13,689 

 事業費 8,177 8,654 7,250 
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表２ 入所年と利用者人数 

（平成 18 年 11 月現在） 

入所年 昭和 

56 

昭和 

57 

昭和 

59 

昭和 

62 

平成 

２ 

平成 

３ 

平成 

５ 

平成 

６ 

平成 

8 

平成 

10 

人数 １ １ １ ２ １ １ ２ ２ １ ４ 

在園 

年数 

25 24 22 19 16 15 13 12 10 ８ 

入所年 平成 

11 

平成 

12 

平成 

13 

平成 

14 

平成 

15 

平成 

16 

平成 

17 

平 成

18 

合計  

人数 4 ７ ４ ２ １ ４ ５ ４ 49  

在園 

年数 

7 ６ ５ ４ ３ ２ １ ０   
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３．在宅介護支援センター 
ＮＯ１ 在宅介護支援センター・地域包括支援センターの人件費予算について 
【概況】 
在宅介護支援センター・地域包括支援センターいずれも、契約金額は人数

に応じて一律の予算算定である。 
具体的には以下のとおり（在宅介護支援センター）。 
 
表  対象エリア人口別規模加算と委託料         （単位：円） 

規模 

加算 

対象 

エリア 

人口 

人員 委託料 委託料の内

人件費 

委託料の

うち人件

費を除く

経費 

事業所 

なし 30,000 

人以下 

2.5 18,760,700 15,432,500 3,328,200 蒲田、池

上、たま

がわ 

1 人 30,000 ～

39,999 

3.5 22,705,100 19,376,900 3,328,200 大森、糀

谷、羽田 

３人 50,000 ～

59,999 

5.5 29,897,000 26,568,800 2,632,200 西蒲田 

 
上表のように、対象エリア人口に応じて配置人員数、人件費及び経費の金

額は決定されており、各事業所の個別の事情又は特性、支出財源の希望所要

額等を考慮していない。そのため、各事業所での財務管理のポイントは、事

業運営に必要な費用の発生を、規模別に定額の委託料金額の範囲内でいかに

抑えるかに置かれると考えられる。このような観点に適した財務管理手法と

して予算管理体制が挙げられる。 

この点に関し、平成 17 年度の在宅介護支援センター・平成 18 年度の地域

包括支援センターに共通するが、Ｉ園の担当者から現状の予算管理体制につ

き聴取したところ、予算実績差異分析など確立された予算管理体制は構築さ

れていなかった。なお、Ｉ園では年度末に赤字の事業所に対しては、本部経

理区分からの繰入により当該赤字金額の補填が行われている。 

 

【意見】 
区として、各事業所に予算管理の重要性を理解させると共に、実態に応じ

た予算管理体制の構築について指導されたい。 
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ＮＯ２ 在宅介護支援センターの経費（人件費を除く）予算について 
【概況】 
平成 17 年度、在宅介護支援センター経費（人件費を除く）の一人あたり経

費は以下のとおりである。 

表 １人あたり経費                   (単位：円) 

在宅介護支援センター名 規 模 予算額 経費（人件費を除く）実績 一人当たり経費 

西蒲田 5.5 2,632,200 2,616,446 475,717 

羽田 3.5 3,328,200 2,639,558 754,159 

大森 3.5 3,328,200 2,243,784 641,081 

糀谷 3.5 3,328,200 2,058,002 588,000 

池上 2.5 3,328,200 1,500,494 600,197 

たまがわ 2.5 3,328,200 2,927,973 919,189 

蒲田 2.5 3,328,200 1,014,202 405,680 

 
 上表のとおり、経費の予算積算額は、人員規模 2.5 人及び 3.5 人は 3,328,200

円、人員規模 5.5 人は 2,632,200 円であり、人員規模 2.5 人と 3.5 人とでは人

員規模に関係なく同一金額となっている。 

 また、人員規模１人当たり経費予算額は、 

  人員規模 5.5 人の場合、2,632,200 円÷5.5 人 ≒  478,581 円 

  人員規模 3.5 人の場合、3,328,200 円÷3.5 人 ≒  950,914 円 

  人員規模 2.5 人の場合、3,328,200 円÷2.5 人 ≒ 1,331,280 円 

であり、人員規模の増加に対し、人員規模１人当たり経費予算額が減少する傾

向にある。 

 さらに、上表のとおり、人員規模１人当たり経費実績額は、405,680 円から 

919,189 円と事業所間で 513,509 円の格差が生じている。 

 

【意見】 
本来、委託料の積算は、各事業所における次年度の事業計画に基づき各勘

定科目ごとに所要額を積み上げていくことにより行うべきであり、各事業所

の個別事情等を考慮せず定額という積算は適切ではない。また、同一法人が

受託しているにもかかわらず、人員規模１人当たり経費予算額及び経費実績

額が上述したような著しい格差が生じていることから、各事業所に対する法

人本部の統制機能が十分働いているとは言い難い。そのため、区としては、

実態に応じた予算を積算するような体制を構築し、法人全体としての協調性

をもった事業活動の遂行を指導されたい。 
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ＮＯ３ 地域包括支援センターのシステムについて 
【概況】 
Ｉ園では、行政主導で地域包括支援センターネットワークシステム（Ｊ社）

を購入した（17,900 千円税込、リースによる購入としたため、５年間で 19,690

千円の支払）。 

① 一括購入に比してリース契約としたのは区の指導によるとのことである

が、リース契約にすることによって、1,790 千円多く支払うこととなって

いる。 

② 当該システムの機能の全体像から言うと、現段階ではほとんど活用されて

いない。現在手書きで管理している在宅サービス台帳を全てシステムに移

行するには非常な手間を要する。膨大なデータベースを作成することとな

るので、過去の入力は追いつかず、新しいものの入力も情報を得るのに手

間を要するので、日常の仕事量からいって困難といえる。 

③ 制度改正によりバージョンアップが必要な場合、バージョンアップ分のリ

ース料は、別途増加する。 

 

【意見】 
今回のような多額のシステムの導入にあたり、区としては、まず費用対効

果の観点から十分な検討を行った上で投資の意思決定を行うべきである。 
また、導入を決定した後、そのシステムを利用する事業者との意見交換を

行い、活用計画を明確に策定し、それを事業者へ周知徹底させ、事業者との

連携を図っていく必要がある。 
さらに、リースか購入かの選択については、その法人の財務状態を考慮し

て判断すべきであり、購入としても良かったと考える。なお、区としては、

今後見込まれる制度改正によるシステム対応に負担が少なく対応できるよう

に、との配慮でリース契約を指導したとの説明を担当課から受けたが、実際

に制度改正によりバージョンアップを重ねる場合に、リース料は加算されて

いくことになり、それ自体あまり将来の負担を軽減することにはならないと

考えられる。 
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ＮＯ４ 在宅介護支援センター契約条項の遵守について 
【概況】 
在宅介護支援センター運営事業委託契約書第４条（２）“サービス台帳は訪

問等により少なくとも１年に１回は内容の確認及び修正等を行うこと“と規

定されている。 

また、在宅介護支援センター運営事業委託契約書第４条（５）にて、“実態

把握月 60 件以上、モニタリングつき 10 件以上、介護プラン月５件以上”と

の記載がある 

上記契約条項は、実際には守られていない。第４条（２）についてはサー

ビス台帳数が非常に多い在宅介護支援センターが多く、現実的に無理である

こと、その背景には台帳作成対象についての基準があいまいであるためであ

る。 

なお、当該条項は地域包括支援センター運営業務委託契約書においても同

様に規定されている。 

第４条（５）については、これら目標数値については規模による加算も反

映しない一律の決め方なので現実的ではなく、ほとんどの在宅介護支援セン

ターで守られていない。このような数値を含む契約の表現には、現実の状況

にも配慮すべきである。 
 
在宅介護支援センター名 サービス台帳数 

（18 年３月末） 

実態把握等により確認

した人数 

池上 ６３０ ４８１ 

羽田 １１２７ ５０５ 

大森 １０３２ ３９４ 

蒲田 ５５２ ２８４ 

糀谷 １１１５ ２４６ 

たまがわ ４７２ ２８７ 

西蒲田 １７０４ ４１７ 

上池台 １４０３ ３８６ 

おんたけ山 １２４５ ４５０ 

上表において、サービス台帳数が多いのは、単なる問い合わせのようなも

のまで台帳登録してきたことなどのケースが考えられる。 
 
【意見】 
契約上で求めている１年に１回確認すべき対象者についての定義を明確に

して、現実的に履行可能な契約条項を規定すべきである。 
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ＮＯ５ 在宅介護支援センターの施設位置について 
【概況】 
平成 17 年度において、在宅介護支援センターの管轄エリアは出張所単位と

なっていた（当該管轄区分は平成 18 年度の地域包括支援センターにそのまま

引き継がれている）。 

しかし、在宅介護支援センターは、必ずしも当該管轄地に位置していない。 

例えば池上は久が原出張所の管轄エリアを対象とするが、池上在宅介護支援

センターの住所地は久が原出張所の管轄ではない。その他六郷東、たまがわ

田園調布医師会、平和島にても同様の状況となっている。 

実務上、エリア外の利用者でも全て対応し、必要に応じて管轄のセンター

に引き継いでいる。 

 

【意見】 

利用者にとっては不便な面があり、職員の“訪問”、利用者の“来所”に関

する効率的かつ良好なサービスの提供といった面で、工夫が必要と考えられる。 

今後の課題として、平成 18 年度から新設の地域包括支援センターは、管轄

地域内に設けること等、利用者の便を優先すべきである。 
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ＮＯ６ 在宅介護支援センター人件費分析指標について 
【概況】 
在宅介護支援センターにて、月次報告されている諸活動のカウント数により、

人件費分析を実施した。 
（単位：円） 

羽田 池上 大森 蒲田

人件費に対する比率 件数 １件当た
り金額

件数 １件当た
り金額

件数 １件当た
り金額

件数 １件当た
り金額

実態把握数 665 28,441 543 31,356 496 38,232 354 43,632
訪問数 950 19,909 356 47,827 617 30,735 843 18,323
サービス台帳数 1127 16,782 630 27,026 1032 18,375 552 27,982

糀谷 たまがわ 西 蒲田

人件費に対する比率 件数
１件当た
り金額

件数
１件当た
り金額

件数
１件当た
り金額

実態把握数 361 46,969 489 35,152 515 46,515
訪問数 634 26,744 476 36,112 735 32,592
サービス台帳数 1115 15,207 472 36,418 1704 14,058  
諸活動に関するカウント数は、統一的な把握が行われていないため、各在宅

介護支援センターの活動を比較する指標としては差異が大きい。 
１） 実態把握数 
 訪問により、訪問シート１、２の記入を要件としているが、電話問合わせ

による記入もカウントしているところもある。 
２） 訪問数 
ケースに応じて増減するのであり、訪問が多いからサービスが良好だった、

とか、少ないから低かったといった判断は一概には言えない。 
３） サービス台帳数 
単なる問い合わせのみの継続性の低い場合も、サービス台帳に登録するかど

うかは事業所により異なる。 
 
【意見】 
各在宅介護支援センターの活動の是非を測る指標を確立し、月報記載指数の

カウント方法について統一すべきである。 
今後、同じようなケースの場合には、検討するよう指導されたい。 
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ＮＯ７ 地域包括支援センターの人員配置について 
【概況】 
１）平成 17 年度の在宅介護支援センターから、平成 18 年度地域包括支援セン

ターへ移行した点に関して、業務量の目安として時間外勤務の実績について

比較を行った。 

４月～９月までの時間外勤務実績比較表 
羽田 4 平成17年度 61

4 平成18年度 126
池上 3 平成17年度 206

3 平成18年度 92
大森 4 平成17年度 48

4 平成18年度 174
蒲田 3 平成17年度 43

3 平成18年度 21
糀谷 4 平成17年度 149

4 平成18年度 194
たまがわ 3 平成17年度 159

3 平成18年度 202
西蒲田 6 平成17年度 13

5 平成18年度 235
合計 27 平成17年度 679

26 平成18年度 1044
※表中の人数には、在宅介護支援センター
に関する兼任ケアマネージャー分0.5人は除
かれていない。  
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２）要支援者人口に対する地域包括支援センター人員体制 
現在の区内の要支援者人口、高齢者人口、地域包括支援センター職員一人

当たり要支援者人口は以下のとおりである。 

要支援１ 要支援２ 要支援計 人員 高齢者人口 人口
職員一人当
たり要支援
者

合計 1,944 1,661 3,605 75 124,745 659,964 48

大森 102 97 199 4 6,136 30,956 50

平和島 66 75 141 3 4547 23,516 47

入新井 87 108 195 4 6,523 36,519 49

馬込 134 130 264 4 8,770 48,832 66

大森医師会 80 81 161 3 4,176 19,489 54

徳持 137 146 283 4 8,106 41,812 71

たまがわ 75 68 143 3 4,457 22,117 48

池上 71 55 126 3 4,821 25,844 42

上池台 149 102 251 5 9,521 55,488 50

田園調布医師会 76 51 127 3 8,745 44,035 42

おんたけ山 167 119 286 4 4,581 22,233 72

六郷東 65 45 110 3 3,974 20,701 37

六郷中 129 83 212 5 8,119 43,186 42

やぐち 120 63 183 4 6,619 39,369 46

蒲田 71 61 132 3 4,068 21,098 44

蒲田医師会 64 42 106 3 4,105 18,717 35

西蒲田 154 125 279 6 10,674 56,585 47

大森東 27 36 63 3 3,120 17,914 21

糀谷 75 76 151 4 6,507 35,488 38

羽田 81 86 167 4 7,176 36,065 42

システム上その他 14 12 26  
（介護保険要介護(要支援)認定者数 平成 18 年 10 月分より作成） 

３）在宅介護支援センターにおいては、最小人数規模で 2.5 人で構成されてい

る。人的には３人の配置であるので、差額の 0.5 人は兼任ケアマネージャー

による、在宅介護支援センターと併設する居宅介護支援事業所の分であった。 

地域包括支援センターとなってから、従来の在宅介護支援センター時代より

配置定員は 0.5 人増加された。 

地域包括支援センターとなってからは、要支援者に対する介護予防ケアプラ

ンの作成が主要な業務となっている。介護予防ケアプランは介護報酬の低さか

ら、民間事業者への再委託が難しく、地域包括支援センターにて対応する割合

が高い状況にある。 

また、たとえば当初予想された要支援者は基本的に来所するという前提も実

際には必ずしも予想通りではなかった。 

結果として、平成 17 年度と平成 18 年度の４月～９月の在宅介護支援センタ

ーと地域包括支援センターの時間外勤務実績を比較したところ、減少した事業

所もあるが、全体としては 1.5 倍ほど増加している。 
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４）現在、地域包括支援センターの事業所別人員配置は高齢者人口規模に応じ

ている。高齢者人口 3,000 人～6,000 人までは職員３名、6,000 人から人口が

1,500 人を超すごとに職員１名を加算する計算となっている。 

しかし、上表の通り、職員一人当たり要支援者の人数は、事業所によって大

きく差がある状況となっている。 

 

【意見】 

地域包括支援センターの各エリア毎の総人口に占める高齢者人口の割合、高

齢者人口に占める要支援者数の割合、職員１人当たりの要支援者数等勘案し、

各地域包括支援センターでの実態を分析し、区、地域包括支援センター運営

協議会、事業者と協議・連携の上、良好なサービスを継続的に提供できるよ

うな各自の業務分担の工夫が必要と考えられる。 

平成 18 年度からは、指定管理者制度に移行し、契約形態等が変更されてい

るが、区は、各地域包括支援センターが地域高齢者の幅広い相談に対応し、継

続的かつ安定的な支援等を行うことで良好なサービスを提供できるように今

後も適切な指導を継続されたい。 
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４．老人いこいの家について 
【概況】 
１．目的・施設名称・位置等 
老人及び老人クラブに対し、教養の向上、レクリエーション等の場を提

供することによって、老人の福祉の増進を図ることを目的とする。広間・

静養室・娯楽室があり、昼間は高齢者の施設として利用し、夜間は会合等

のために一般にも開放する。 

直営 20 館と委託１館（山王高齢者センター）となっている。 

 ※山王高齢者センターの管理に関する事務のうち、次に掲げるものは、

社会福祉法人Ｓ会に委託している。 

（１）施設等の維持修繕に関する事務 

（２）施設等の使用に関する事務 

（３）その他施設等の管理上委託することが適当と認められる事務 

  
２．事業内容 
（１）火・木・金の午後入浴を実施（久が原を除く） 
（２）月３回全館敬老マッサージを実施 
（３）寿教室 
書道、ペン習字、園芸、軽体操、太極拳、絵手紙、フラダンス、ちぎ

り絵、健康体操、コーラス、山野草の楽しみ方、シルバービクス、水

彩画、詩吟、新舞踊、気功体操、アートフラワー 
 
３．使用者の資格と利用料 
（１）無料利用（昼間のみ）区内在住又は在勤の 60 歳以上のもの（但し付

添い人含む） 
（２）有料利用（夜間利用と集会室） 区内在住又は在勤者 但し、老人

クラブが利用する場合は、無料。 
４．利用時間 
  午前９時から午後５時 

 

５．実績(平成 17 年度) 

（１）総館数、寿教室、各種講習会       21 館 

（２）年間利用者数           378,414 人 

（３）利用登録者数            36,627 人 

（４）１日平均利用者数（１館あたり）     55 人 

（５）開館日数（１館あたり）         326 日 
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【意見】 
１） 平成 17 年度に、Ｓ会に管理委託していた山王高齢者センターは、平成

18 年度に指定管理者となっている。これは、平成 15 年９月施行の地方自

治法の改正により、一定の施設の管理は、平成 18 年９月１日までに、指

定管理者制度か直営か、いずれかを選択することとされた。その結果、山

王高齢者センターについては、平成 18 年４月１日から平成 23 年３月 31

日までＳ会が指定管理者に指定された。 

   

直営か指定管理者制度かについては、サービス面での民間の柔軟性を

活用することにより、利用者サービスの向上が期待できることともに、

運営コストの面からも優位性が期待できる場合に、当該施設については、

地方自治法に規定する指定管理者制度を適用することになる。 

    

老人いこいの家は、山王高齢者センターを除き、20 館あるが、直営で

あったために、指定管理者制度の導入に対する十分な検討がなされてい

ない。区の職員の配置状況等考慮すべき事項もあるが、指定管理者制度

の導入の趣旨を考えるならば、山王高齢者センターを通じての利便性の

向上、コスト面の優位性の他の 20 館についても直営、業務委託、指定管

理者の導入について検討すべきである。 

  

  また、老人いこいの家の事業内容についても、今後の高齢者のニーズに

応じて、定期的な見直しをされるべきと考える。 
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２） 直営施設について、委託した場合のコスト計算がなされていないが、委

託施設と同様の観点からコスト計算を実施し、コストの削減の可能性を追

求すべきである。 
 
  【参考試算】 
   施設の規模、用途、機能等は、同一ではないので、単純なコスト比

較の結果は、精度は、一概に高いと言えないが、参考にはなる。その

結果、直営の方が、476 万円委託より高コストになっている。20 館で

考えれば、9,538 万円程度、高コストの可能性がある。 
 
   表 委託施設と直営施設のコスト比較 
                           （単位：千円） 

大科目 科目 委託 

※１ 

直営 

（20 平均） 

直営２０館

合計※２ 

事務費 人件費 9,597  218,499 

 共済費 905  29,447 

 小計 10,502 12,397 247,947 

事業費 光熱水費 1,775   

 一般需用費 630   

 役務費 4,581   

 委託料 817   

 工事請負費 244   

 報償費 1,016   

 小計 9,064   

 消費税 452   

 施設管理費  6,520 130,405 

 運営費  5,872 117,452 

 合計 20,020 24,789 495,804 

 直営と委託の差額 4,769 （24,789－

20,020）

 ２０館で考えた場合 95,380 4,769＊２０

館 

  ※１ 山王高齢者センター管理運営受託費 実績報告集計表による。 
  ※２ 事務費の人件費、共済費については、高齢福祉課からの提出さ

れたデータによる。事業費の施設管理費、運営費は、平成 17 年

度実績額による。 
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３） 直営の施設ごとの人件費総額について、要員配置、雇用形態の相違によ

りバラつきが見受けられる。要員配置に改善の余地がある。さらに、再任

用・再雇用のより有用な人員配置も検討されたい。 
 
【参考】委託の人件費の内訳は次のとおりである。 
         
   表１山王高齢者センター人件費            （単位：千円） 

人件費 摘要 金額 

 嘱託員 

 通勤手当 

 臨時職員 

 

 夜間管理賃金 

日曜開館分賃金 

＠233,300 円＊2名＊12 月 

 

＠955 円＊1名 1552 時間 

＠855 円＊1名 1617 時間 

＠1,090 円＊735 時間 

＠1,090 円＊16 時間 

5,599 

315 

2,864 

 

801 

17 

小計  9,597 

 共済費  905 

合計  10,502 

  注）小計、合計は、内訳が千円未満切捨てのため、一致しない 
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また、直営の要員配置と人件費は、次のとおりである。 
表２いこいの家別要員配置と人件費          （単位：千円） 

 施設名                    一般 再雇用 再任用 合計 

１ 9,282 1,874 

1,714 

― 12,871 

２ 8,786 1,874 

1,658 

 12,318 

３ 8,038 1,632 3,330 13,001 

４ 9,055 1,899 3,479 14,433 

５  2,440 

1,689 

3,331 7,462 

６ 8,977 1,140 

1,658 

 11,776 

７ 7,849 1,877 

1,942 

 11,668 

８  2,449 

2,526 

3,451 8,427 

９ 7,361 1,772 

585 

3,445 13,165 

１０ 8,978 1,882 

1,701 

 12,561 

１１ 9,360  3,382 

3,438 

16,181 

１２ 9,003 2,864 3,316 15,184 

１３ 9,686 2,449 3,438 15,575 

１４ 8,902 1,842 3,330 

3,282 

17,358 

１５  1,714 

1,539 

3,562 6,816 

１６ 9,547  3,428 

1,343 

14,318 

１７  2,757 

1,655 

3,340 7,753 

１８ 8,679  3,282 

2,789 

14,752 

 

１９  1,661 3,400 8,532 
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3,470 

２０ 8,739 1,714 3,330 13,784 

合計 132,250 53,310 62,387 247,947 

平均    12,397 

人数 １５ ２８ １９  

 
  【参考２】平成 17 年度の再任用職員制度と再雇用職員制度 

   再任用職員制度について 

① 勤務形態 原則として短時間勤務で、基本的な勤務形態は、6時間／1日×4日／週＝24 時間

とする。 

② 対象者   

ⅰ）定年退職者、勤務延長後に退職した者及び定年退職者に準じる者とする。 

ⅱ）定年退職者、勤務延長後に退職した者は、退職に引き続き勤務できる者とする。 

ⅲ）定年退職者に準ずる者は、職員の再任用に関する条例第２条に規定するものとする。但し、

定年退職者に準じる者の採用は当分行わない。 

ⅳ）平成 13 年度末以降定年退職者等について、平成 14 年 4 月 1 日から再任用制度の対象者と

する。 

③ 採用職種 原則として退職時と同じ職種に採用 

④ 任期の末日 65 歳に達する日以後における最初の 3月 31 日以前とする。 

    

   再雇用職員制度について 

① 勤務形態 基本的な勤務形態は、８時間／１日とする。再雇用パターンで月 16 日（128 時間）、

月 13 日（104 時間）、月 16 日（月 120 時間 年 1,440 時間）。 

② 対象者   

ⅰ）区の再任用満了者で，その者が引続き再雇用を希望し、その者の経験、能力等を勘案し、

区の事務事業に積極的に寄与できると認められる者。 

ⅱ）区の職員を定年又は勧奨により退職したもので、その者が引き続は、再雇用を希望し、

その者の経験、能力等を勘案し、区の事務事業に積極的に寄与できると認められる者等 

③ 採用職種 職務範囲は、指定される。 

④ 任期の末日  

ⅰ）65 歳に達する日以後における最初の 3月 31 日以前とする。 

ⅱ）勧奨退職者は、年齢に関係なく、更新４回を限度とする。 
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４）清掃契約について 
①区の清掃契約の締結方法及び経費縮減のための取り組みについて 

清掃委託契約について、区内の近隣施設（特別出張所、保育園、児童

館、老人いこいの家等）ごとにグループをつくり、そのグループごとに

指名競争入札を行っている（前回入札時は、34 分割）。 

指名競争入札は、３年ごとに実施しており、２年間は特段の事情や支

障がない限り、区長決定による随意契約を結んでいる。これは、単年度

ごとに入札を繰り返すより、結果として３年という契約をすることで作

業員がその施設ごとの事情を把握し、安定した良好な業務が期待できる

ことや業務確保ができ、人材確保が容易になる。また、入札時に積極的

に価格競争しやすく、結果的に経費縮減につながるというメリットがあ

る。加えてダンピングによる不良、不適格業者の排除にも役立つと考え

ている。 

    

②上記①に対する意見 

区の清掃契約の締結方法は、業者を選定基準により指名する。具体的

には、グループ施設の場合は、１グループの指名数は区内と準区内で６

社となる。また、１業者の指名数は業者の各付け、実績等により、異な

っている。大田区の清掃契約の締結方法は、合理的と考えるが、指名競

争入札の業者のグルーピングによっては、コスト縮減の機会を失う可能

性もある。③で検討してみる。 

 
③清掃業務の日常清掃について、老人いこいの家Ａと老人いこいの家Ｂの

比較 
該当する老人いこいの家の入札業者は、他方の老人いこいの家の入札参

加業者ではない。 
老人いこいの家Ａ 
日常清掃                      （単位：円） 

清掃箇所 1 回当たり

作業量 

作業 

回数 

総 回

数① 

単価 

② 

金額 

③＝①＊② 

広間 ６１㎡ 1 回／１日 ２９５ 1,475 435,125 

舞台 １８㎡ 1 回／１日 ２９５ 1,475 435,125 

控え室 ５㎡ 1 回／１日 ２９５ 1,180 348,100 

和室 ２８㎡ 1 回／１日 ２９５ 1,180 348,100 

玄関ホール廊下

階段 

１０２㎡ 1 回／１日 ２９５ 1,475 435,125 

 ２１４㎡    2,001,575 
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便所清掃                     （単位：円） 
清掃箇所 1回当たり

作業量 

作業 

回数 

総回数 

① 

単価 

② 

金額 

③＝①＊② 

便所床面 ４７㎡ 1 回／１日 ２９５ 1,180 348,100 

便器 １６基 1 回／１日 ２９５ 2,360 696,200 

 一式  ２９５ 3,540 1,044,300 

(清掃作業内訳書から作成) 
老人いこいの家Ｂ  
日常清掃                      （単位：円） 
清掃箇所 1回当たり

作業量 

作業 

回数 

総回数 

① 

単価 

② 

金額 

③＝①＊② 

広間 

（＠㎡ 5,900 円） 

６０㎡ 1 回／１日 ２９５ 1,200 354,000 

舞台 

（＠㎡ 5,900 円） 

１５㎡ 1 回／１日 ２９５ 300 88,500 

控え室 

（＠㎡ 5,900 円） 

３㎡ 1 回／１日 ２９５ 60 17,700 

和室 

（＠㎡ 5,900 円） 

３６㎡ 1 回／１日 ２９５ 720 212,400 

玄関ホール廊下階

段（＠㎡3,347 円） 

１３０㎡ 1 回／１日 ２９５ 2,400 708,000 

事務室 

（＠9,095 円） 

１２㎡ 1 回／１日 ２９５ 370 109,150 

静養室 

（＠4,282 円） 

３１㎡ 1 回／１日 ２９５ 450 132,750 

 ２８７㎡    1,622,500 

 
便所清掃                      （単位：円） 
清掃箇所 1 回当たり

作業量 

作業 

回数 

総回数 

① 

単価 

② 

金額 

③＝①＊② 

便所床面 

（＠㎡ 4,758 円） 

３１㎡ 1 回／１日 ２９５ 500 147,500 

便器 

（＠基 29,500 円） 

１２基 1 回／１日 ２９５ 1,200 354,000 

 一式  ２９５  501,500 

(清掃作業内訳書から作成) 
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(参考試算) 
老人いこいの家Ａの業者を老人いこいのＢの業者で実施した場合 
日常清掃                      （単位：円） 
清掃箇所 1回当たり

作業量① 

作業 

回数 

総回数 単価 

② 

金額 

③＝①＊② 

広間 ６１㎡ 1 回／１日 ２９５ 5,900 359,900 

舞台 １８㎡ 1 回／１日 ２９５ 5,900 106,200 

控え室 ５㎡ 1 回／１日 ２９５ 5,900 29,500 

和室 ２８㎡ 1 回／１日 ２９５ 5,900 165,200 

玄関ホール廊下階

段 

１０２㎡ 1 回／１日 ２９５ 5,446 555,492 

 ２１４㎡    1,216,292 

 
便所清掃                      （単位：円） 
清掃箇所 1 回当たり

作業量① 

作業 

回数 

総回数 単価 

② 

金額 

③ ＝ ① ＊

② 

便所床面 ４７㎡ 1 回／１日 ２９５ 4,758 223,626 

便器 １６基 1 回／１日 ２９５ 29,500 472,000 

 一式  ２９５  695,626 

よって、老人いこいの家Ｂについて老人いこいの家Ａの業者に変更

すれば、日常清掃で、785,283 円（2,001,575 マイナス 1,216,292）、便

所清掃で、348,674 円（1,044,300 マイナス 695,626）となり、合算で

1,133,957 円の削減の可能性がある。 

但し、当該試算は、グルーピングされた施設全体のコスト比較はし

ていないので、試算のとおり縮減できるかは不明である。 

区は、詳細な分析はしていないし、区の業者育成の観点からもコス

ト面のみを考慮しているわけでもない。 

 

但し、指名業者の地域区分によっても、落札業者が変更なり、コス

ト削減ができる可能性がある。現状の業者選定方法は、合理的と考え

られる面もあるが、参考までに試算数値を記載するものである。 

  

委託料の業者の選定方法については、区の考え方に沿った委託料削

減も十分可能であるので、契約事務を所管する経理管財課は、高齢事

業課と連携することが望まれる。 
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５．シルバーピア・高齢者アパート  
ＮＯ１ 居住者の年齢のモニタリングについて 
【概況】 
高齢者向け住宅である、高齢者アパート、区立シルバーピア、区営シルバー

ピアに居住する高齢者の、施設ごとの直近の平均年齢表は以下のとおりである。 

開設年 ６９以下 ７０～７９ ８０～８９ ９０～ 平均年齢

a 平成5年 1 11 7 78
b 平成5年 1 7 6 77
c 平成7年 1 3 11 82
d 平成8年 1 6 8 79

e 平成8年 1 8 4 3 81
f 平成12年 4 9 3 74
g 平成12年 0 6 7 80

h 平成9年 0 13 11 80
i 平成11年 1 13 6 2 79
j 平成12年 5 14 4 1 75

k 平成13年 3 13 6 76
l 平成14年 1 13 10 78
m 平成15年 3 15 5 1 76

n 平成16年 5 13 1 73
o 平成18年 8 23 10 75
p 昭和53年 6 3 1 80

q 昭和58年 1 4 2 75
r 昭和59年 1 3 2 76
s 昭和60年 1 5 6 2 81

t 昭和62年 1 4 7 1 81
u 昭和62年 1 6 1 85
v 平成4年 5 7 81
w 平成4年 7 5 80

x 平成5年 4 7 83
y 平成6年 1 10 7 81
z 平成6年 8 14 82

aa 平成8年 5 8 81
bb 平成8年 2 10 10 79
cc 平成9年 1 9 8 78

dd 平成10年 1 7 5 81

区立シル
バーピア

区営シル
バーピア

高齢者ア
パート※

 

※ 平成 17 年度は、この他２か所契約していたが、平成18 年 11 月の更新

時に返却となったため、施設リストには掲載していない。 

表において、ある程度開設年度が古いほど、居住者の平均年齢は高いとい

う傾向が示されている。 

 

いずれの施設においても同様の傾向として、開設当初自立して健康でいた

方も、徐々に高齢化に伴い介護保険対象者が増えてきている。ヘルパーの方

がついていても、生活を送ることが困難となるケースも今後生じてくる可能

性が考えられる。 

高齢者アパートは、大田区高齢者アパート規則第２条第４号にて、健康で
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独立した生活を送れることを入居の条件としている。 “大田区高齢者アパ

ート”規則第 17 条（５）においては、“疾病等により第２条第４号の条件を

欠いたとき”には区長により利用承認を取消される。 

一方、区立、区営シルバーピアは、生活の自立は入居の要件となってはお

らず、緊急時には緊急通報システムによる対応ができるようになっている。 

いずれにしても、これらの施設は通常の住宅の域を超えない施設であり、

そうした自立生活困難者を受け入れる体制にはなっていない。要介護等が必

要になり、施設入所が適当と思われる場合には、対応について、平成 17 年

度は在宅介護支援センター（平成 18 年度からは、地域包括支援センター等）

との連携を取るような体制となっている。 

 

【意見】 

区は、シルバーピア及び高齢者アパートの居住者に関して、他施設入所等が

適当と思われるようなケースについて、常に生活協力員や高齢者アパート連絡

員とよりきめ細かく連絡を取り合うことが肝要である。 
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ＮＯ２  滞留債権について 
【概況】 
高齢者アパート、シルバーピア等高齢者居住施設の賃料等で、平成 18 年３

月末における滞留債権は以下のとおりである。 

施設名 人数 発生年度 金額
a － － 137,640

b 3 平成10年度～17年度 355,800
c 2 平成14年度～平成17年度 1,945,000
d 1 平成11年度 10,000
e 2 平成９年度～平成17年度 1,925,420

f 2 平成15年度～平成17年度 1,653,400
g 1 平成16年度 400

小計 6,027,660
h 2 平成11年度～平成12年度 1,000

i 1 平成17年度 115,500
j 2 平成14年度～平成16年度 46,900

小計 163,400
k 1 平成12年度 54,000

l 2 平成13年度～平成14年度 21,000
m 2 平成13年度～平成17年度 371,000
n 5 平成13年度～平成17年度 1,323,775

o 1 平成12年度 10,000
p 2 平成13年度～平成14年度 1,485,000
q 2 平成12年度～平成16年度 145,000
r 4 平成14年度～平成17年度 284,400

s 1 平成17年度 349,000
t 1 平成14年度 15,500
u 3 平成14年度～平成17年度 172,600
v 1 平成14年度～平成17年度 7,500

w 4 平成15年度～平成17年度 763,500
x 3 平成11年度～平成17年度 1,104,122
y 1 平成12年度～平成17年度 233,500

小計 6,339,897

12,530,957

区立シ
ルバー
ピア

区営シ
ルバー
ピア

高齢
者ア
パート

総計  

なお、上表滞留債権額のうち生活保護の住宅扶助費受給者に対するものは約

70％含まれている。 

区立シルバーピアについては、“大田区シルバーピア条例第 20 条に、区営シ

ルバーピアについては、“大田区営住宅条例第 35 条に、高齢者アパートについ

ては“大田区高齢者アパート規則第 17 条に、｢正当な理由無く３ヶ月（高齢者

アパートについては期間の定めなし）以上の滞納者については明渡しを求める

ことができる｣となっている。現実的に家賃支払いに困窮しているような高齢者

に対して明け渡し要求は、していない。 
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【意見】 
正当な理由無く滞納している場合には、明け渡しを求めることができるので、

当該規定によらない場合は、理由を明確にし、明け渡しを求めないことを明確

にすべきである。そして債権については、特別な理由がない場合、公平性の観

点から、及び待機者に対する説明責任が生じることからも、一層の回収努力を

されたい。また、毎年の債権の計上につき、回収不能となるケースが生じてい

ないかどうかチェックされたい。 
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ＮＯ３ 収入報告における提出書類の件 
【概況】 
区立シルバーピア事業については、“大田区シルバーピア条例”および“大

田区シルバーピア条例施行規則“に、区営シルバーピア事業については、“大

田区営住宅条例”及び“大田区区営住宅条例施行規則”に、高齢者アパート

事業については“大田区高齢者アパート規則”によって運営されている。 
  高齢者アパートは平成９年より当時の福祉部高齢福祉課より都市整備部住

宅課へ移管された事業である。 
  使用料は世帯の収入に応じて決定しているため、入居継続者には毎年、収

入報告書の提出により収入の確認を行って、毎年の使用料を決定している。 
 

収入報告書において、シルバーピアは区立、区営とも生活保護者は生活保

護受給証明書を添付することとなっているが、高齢者アパート入居の場合は、

生活保護の受給者に関しては添付を必要としていない。 
 
【意見】 
同様の事業で、同様に行う収入確認において、提出書類が異なっている。 
使用料は世帯の収入に応じて決定しているため、入居継続者には毎年、収

入報告書の提出により収入の確認を行って、毎年の使用料を決定しているの

であるから、同一の手続によることが、合理的である。他の手続についても、

手続等の異同を確認されたい。 
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ＮＯ４ 料金表について 
【概況】 
区立シルバーピア事業、区営シルバーピア事業、高齢者アパート事業とも、

世帯の収入に応じて使用料を決定するが、基づく条例等がそれぞれ異なるた

めに、同一収入に対する使用料の決まり方の傾斜が相互に不整合になってい

る。 

各事業の料金表は以下のとおりである。 

①区営シルバーピア 

１）使用料 

大田区営住宅条例第 12 条、同行施行令第 12 条により算定する。毎年、使

用者から収入に関する報告を受けて、別表１により収入認定額に応じた基礎

額にそれぞれの住宅の規模係数、経過年数係数、立地係数を乗じた額を 100

円未満切捨てし、使用料を決定する。なお、収入報告がない場合には、近傍

同種の住宅の家賃を使用料として決定する。 

別表１          (単位：円) 

収入分位 収入認定月額 基礎額

５０％超 ３２２，００１～ 107,700
～５０％ 　２６８，００１～３２２，０００ 94,100
～４０％ 　２３８，００１～２６８，０００ 81,400
～３２.５％ 　２００，００１～２３８，０００ 70,900

～２５％ 　１７８，００１～２００，０００ 61,400
～２０％ 　１５３，００１～１７８，０００ 53,200
～１５％ 　１２３，００１～１５３，０００ 45,000

～１０％ 　０～１２３，０００ 37,100  

(参考)平成 18 年度大田区営住宅使用料一覧表から抜粋 

シルバーピア大森本町Ａ            (単位：円) 
規模係数 経過年数係数 利便性係数 立地係数 近傍同種家賃 

0.4814 0.9560 0.9324 1.3 59,200 

本来入居者の施設料 収入超過者の使用料 高額所得者 

収入分位    59,200 

～10％ 20,600 ～超過 32.5％ 42,300 期限後高額所得者 

～15％ 25,100 ～超過 40％ 48,800  118,400 

～20％ 29,600 ～超過 50％ 55,800 

～25％ 34,200 超過 50％超 59,200 

～32.5％ 39,500 

～40％ 45,400 

～50％ 52,400 

50％超 59,200 
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２）使用料の減額免除 
大田区営住宅条例第 14 条、同施行令第 15 条により使用料を減額免除し

ている。本人の申請により、別表２により、使用者及び同居者の収入に応

じた使用料としている。 

別表２        (単位：円) 
 

 
 
 
②区立シルバーピア              (単位：円) 

使用料 使用料
～ 959,999 10,100 ～ 959,999 11,400

960,000 ～ 1,159,999 12,800 960,000 ～ 1,159,999 14,400

1,160,000 ～ 1,359,999 15,400 1,160,000 ～ 1,359,999 17,400
1,360,000 ～ 1,559,999 18,100 1,360,000 ～ 1,559,999 20,400
1,560,000 ～ 1,759,999 23,400 1,560,000 ～ 1,759,999 26,000

1,760,000 ～ 1,959,999 26,400 1,760,000 ～ 1,959,999 29,300
1,960,000 ～ 2,159,999 29,400 1,960,000 ～ 2,159,999 32,600
2,160,000 ～ 2,359,999 32,400 2,160,000 ～ 2,359,999 36,000

2,360,000 ～ 2,559,999 39,300 2,360,000 ～ 2,559,999 43,200
2,560,000 ～ 2,759,999 42,600 2,560,000 ～ 2,759,999 46,900
2,760,000 ～ 2,959,999 46,000 2,760,000 ～ 2,959,999 50,600

2,960,000 ～ 3,159,999 49,300 2,960,000 ～ 3,159,999 54,200
3,160,000 ～ 3,359,999 52,600 3,160,000 ～ 3,359,999 57,900
3,360,000 ～ 3,559,999 56,000 3,360,000 ～ 3,559,999 61,600

3,560,000 ～ 3,759,999 59,300 3,560,000 ～ 3,759,999 65,200
3,760,000 ～ 3,959,999 62,600 3,760,000 ～ 3,959,999 68,900
3,960,000 ～ 4,159,999 66,000 3,960,000 ～ 4,159,999 72,600

4,160,000 69,300 4,160,000 ～ 4,369,999 76,200
4,370,000 ～ 4,579,999 80,100
4,580,000 ～ 4,799,999 83,900

4,800,000 88,000

前年収入 前年収入
単身世帯住宅用 二人世帯住宅用

 
 
※ 生活保護法による被保護者 生活保護法による住宅扶助知事承認額 

単身世帯
用

2人世帯用

超 以下

12,000 10,100 11,400
12,000 26,000 12,800 15,900
26,000 40,000 15,400 20,400
40,000 54,000 18,100 25,000

54,000 65,000 20,700 27,200

使用者及び同居者の
収入月額
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③高齢者齢者アパート     (単位：円) 

Aタイプ Bタイプ

1,020,000以下 5,000 7,500 1,020,000以下 12,700

1,020,000 超 1,340,000 未満 7,000 9,500 1,020,000 超 1,340,000 未満 14,900

1,340,000 以上 1,540,000 未満 10,000 12,500 1,340,000 以上 1,540,000 未満 17,500

1,540,000 以上 1,740,000 未満 13,000 15,500 1,540,000 以上 1,740,000 未満 21,000

1,740,000 以上 1,940,000 未満 18,000 20,500 1,740,000 以上 1,940,000 未満 25,200

1,940,000 以上 2,190,000 未満 23,000 25,500 1,940,000 以上 2,190,000 未満 30,200

2,190,000 以上 2,440,000 未満 29,000 31,500 2,190,000 以上 2,440,000 未満 36,200

2,440,000 以上 2,440,000 以上

単身用に
同じ

利用料

前年の収入の20％
の額を12で除して
得た金額、ただし
限度額あり

前年収入

単身世帯用 二人世帯用

前年収入 利用料

※生活保護法による被保護者 生活保護法による住宅扶助知事承認額。ただし

アパート借上賃料相当額を限度とする。 
 
 
【意見】 
高齢者アパートは、従来高齢福祉課にて運営していたものを、シルバーピア

との差異が少ないという理由で、平成９年より住宅課へ移管されたため、過去

の経緯を元に、収入基準等の差異を生じていると考えられる。 
また、区営シルバーピアに関しては、区営住宅扱いになることから収入基準

に差異が生じている。 
高齢者住宅事業の間で、条例等が異なるということを理由に収入基準等使用

料の決まり方に差異があるのは適当とは、言い難い。 
収入基準および使用料表の見直しを図ることが望まれる。 
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ＮＯ５ 生活協力員の責任範囲の限定 
【概況】 
シルバーピア（区立、区営とも）に常駐あるいは派遣（２時間のみ）にて

居住者の生活を支える生活協力員の大田区シルバーピア生活協力員要綱上の

職務は以下のとおり。 

(1) 緊急時対応業務

1 使用者の安否確認業務を行うこと

① 緊急事態通報機の通報に基づく安否確認

② 使用者の生活状況変化による安否確認

2 使用者の緊急事対応業務

① 緊急時通報気による通報があったときの対応

② 火災等緊急時における使用者誘導及び援助

③ 消防署、警察署、区等関係機関への連絡

(2) 相談業務

① 使用者からの日常生活における相談業務に応じること

② 相談内容に応じて、使用者に必要な情報等の提供を行うこと。

(3) 日常協力業務

① 共用部分の清掃・維持業務を使用者と協力して行うこと。

② ごみ収捨日のゴミ出し業務を使用者と協力して行うこと。

③ 連絡事項刑事等の業務を行うこと

団欒室の保安・維持業務を行うこと。

使用者の不在（長期間）掌握等の業務を行うこと。  
 
生活協力員は、居住者のよき隣人として、ボランティア精神によりやむをえ

ず上記業務以上のことをしている場合もある。 
たとえば、日報にて述べられた内容として、生活協力員が要介護の必要な高

齢者の金銭を一時預るなどといった記述も見られた。金銭を預った場合の管理

規定等は存在しない。 
 
【意見】 
生活協力員の職務の範囲について、要綱の記載事項を遵守されるよう指導さ

れたい。区も上記のような例外事項については、適切に対処されたい。 
 


